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第 1 章 目的・問題の所在・定義および分析枠組み 
 
Ⅰ 本章の目的 
 
 本研究は日本企業が如何にして経営者を育成しているのか、という大きな問題の一部
でも明らかにすることを企図したものである。日本企業は歴史的に世界の他地域とは大
きく異なる日本型経営と呼ばれる経営システムを構築してきた。中核人材の候補者を新
卒一括採用し、終身雇用制度のもと、独特のキャリア・システムの中で中核人材を育成し
ながら業績を向上させていくというものである。しかしながらこうした独自の制度の中
で経営者はいかなる技量を身につけ、それらはどのようにして習得されていくのかとい
うことについて殆ど研究蓄積がなされていないのが現状であろう。これは経営者という
経営において強い影響を与える要因に対しての研究が進んでいないということを意味し
ている。 
 また現実的な問題として、今日プロ経営者の必要性を議論がなされ、また次世代経営幹
部候補の育成制度を導入する企業が増えているが、そもそも日本型経営における経営者
とはいかなる技量を有し、如何に育成されているのか、ということが明らかにされていな
ければ生産的な議論になり得ないであろう。 
 日本企業は、少なくとも高度成長期に終身雇用制を土台とした優れた人材育成制度を
有していた、とする考えは広く受け入れられている（例えば久本；2008, 小池；1994，宮
本；1998, 仁田；2008，島田；1994，富永・宮本；2008, 八代；1997）。これらは制度論
ないしは構造－機能－変動理論に基づき、雇用システムを関連システムとの補完関係か
ら歴史的に生じた多重均衡点の一つ、ないしは内外環境から課せられるシステム存続の
課題を解決する機能要件を充足させるように構造変動した結果として捉える。 
 そこで本研究が接近する問題の所在、定義、分析枠組みを検討するに際し、まず日本型
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雇用システムを簡潔に整理し、日本型雇用システムにおける人材育成システムがどのよ
うなものであるのか、またどのような研究がなされているのかを見ていくことにする。そ
の上でそれらの研究が、日本企業の次世代経営幹部候補者の育成の説明に対してなされ
てきたこと、および不足していることを明らかにする。この手続きを経て先に示した本研
究の出発点を措定する。 
 
Ⅱ 問題の所在 
 
１ 日本型雇用システム 
 
富永・宮本（1998）は雇用システムを雇用システム構造と内部環境及び外部環境から
成るものとして捉える。雇用システム構造とは「採用や退職あるいは解雇の制度、給与や
昇進の制度、そして技能訓練の制度などがあげられる(p.13)」とする。そして内部環境を
「資本（経営）と労働（個人）(p.13)」とし「資本と労働の関係を労使関係と捉え、安定
的な労使関係の成立を、システムの内部環境が要請する機能要件、と考えよう」とする。
さらに資本は金融市場を通じて株主・銀行とつながっており、労働の行動は、その職業生
活を通じて、家族・学校および地域社会（狭義の社会）とつながっている(p.14)とした。
一方外部環境については「狭義の社会に関するもの、市場に関するもの、技術に関するも
の、国際環境に関するもの（p. 13）」であるとし「社会と国際環境は、内部環境を構成す
る資本と労働に結びつく外部環境である」とし「技術と市場は、雇用システムそのものの
機能に結びつく」とした。そして技術と市場という外部環境が、例えば一般的な技術革新
により労働生産性を高め、内部環境としての労使関係が良好なことが技能形成を促し、そ
れが労働生産性に影響を与える、とした。 
 宮本（1998）は、先の富永・宮本（1998）が提示したモデルを前提に今日の日本型雇
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用システムが職能資格制度という日本独自の制度を中心に形成されているとする。そし
て日本型雇用システムは雇用調整の硬直性と職務編成の柔軟性、アメリカ企業は逆に雇
用調整の柔軟性と職務編成の硬直性となっており、このことから OJT 型の技能形成にお
ける日本型の相対優位を指摘できる、とした（pp.33-34）。 
 ここで日本型雇用システムにおける雇用調整の硬直性とは終身雇用制のことを意味し、
職務編成の柔軟性とは職能資格制度に基づき、人材を異なる職務へ異動させることが容
易であること、すなわちキャリア・システムの幅が広いことである。柔軟な職務編成によ
り、日本企業の従業員が多様な職務を経験することとなり、それが優れた技能形成につな
がっているとするのである。なおここで職能資格制度とは職務遂行能力という能力の観
点から人材を格付けし、それに基づき昇進・昇格、給与などを決定していく企業のインセ
ンティブ・システムのあり方を決定する制度でもあるので、こうした幅広い職務経験に基
づく技能形成による職能開発が各種報酬制度と連動しているものだ、とするのである。 
 仁田（2008）は日本的雇用システムについて、長期安定雇用主義、年功主義、労使協調
主義の３つをその特徴として挙げる。長期安定雇用主義は現在も維持されていることを、
仁田（2008）は様々なデータなどから示している。また年功主義とは「昇進」「賃金」を
決める際の基準である。そして労使協調主義とは日常的な労使協議の仕組みの特徴とし
て示している。 
 ここで長期安定雇用主義とは終身雇用制とほぼ同義であろう。また年功主義は実質的
には部分的に職能資格制度と近似的なものと考えられる。宮本（2004）は以下のように
説明する。すなわち「もし日本の賃金制度を年功ルールとみなすならば、それは生計費を
意味する年齢給や習熟給を意味する定期昇給の部分において当てはまる。そしてこの二
つは、年齢あるいは勤続とともに増額するという意味で、年功賃金カーブが成立する。た
だし、それは賃金のある部分を占めるにすぎない。あるいは定期昇給の部分はそれ自体が
「職位」や「職能」の等級と連動する。これに対して、賃金のすべてが生計費や年齢給に
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よって決まるとするなら、あるいは定期昇給によって決まるとするなら、それは単純に誤
っている。」(p.128)、とした。年功賃金と言われるものは、純粋に年功、すなわち年齢や
勤続年数で決まる部分もあるが、多くの日本企業が採用している職能資格制度の下では、
勤続年数によって影響を受ける業務遂行経験量が職務遂行能力を高め、それが賃金に反
映されていると考えられるものとし、「日本の賃金制度は、能力給として理解するのが正
しい」（宮本，2004；p.130）としている。Aoki(1988)も同様のことをデータとともに主
張している。 
 八代（1997）は、日本的雇用慣行として終身雇用・年功賃金・企業別労働組合を挙げ
る。そしてこの日本型の雇用慣行については「今日では、日本企業に幅広くみられる固定
的な雇用慣行を、日本特有な文化ではなく、企業による雇用者の熟練、すなわち人的資本
形成という経済合理的なメカニズムとして捉える見方が支配的となっている。」(p.35)と
した。すなわち人材育成メカニズムが雇用システムに内在しているということである。 
これらの諸研究を基に、日本型雇用システムを以下のように纏めたい。まずその基本的
なサブシステムは、終身雇用制と職能資格制そして人材育成制度である。複数の研究が労
使協調主義（仁田，2008）企業別労働組合（八代，1997）を日本型雇用システムのサブ
システムとして取り上げているが、富永・宮本（1998）は先にも示した通り、雇用システ
ムそのものではなく、内部環境として捉え、終身雇用制が有する人材育成機能の促進要因
であるとしている。確かに企業内労働組合やそれに基づく労使協調路線は、終身雇用やそ
の人材育成機能をサポートするものとして理解できる。そこで本研究でも企業内組合や
労使協調路線は内部環境として捉えることにする。 
 
２ 終身雇用制・職能資格制度・人材育成制度 
『新・日本の経営』（アベグレン，2004）によると、1958 年に出版された『日本の経
営』（アベグレン，1958）の原文において用いられた「終身の関係（lifetime commitment）」
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という語が、一般には「終身雇用制」と呼ばれるようになった、ということである。しか
し今日においては一般的に「新規学卒者が学校卒業後直ちに企業に就職し定年まで同一
企業に勤務すること」が定義として用いられている（團，2010）とし、これは歴史の中で
解雇権乱用法理が確立することで、会社が採用してから定年に至るまで雇用の努力義務
を負う制度として確立したもの（團；2010，仁田；2008）、とした。ここで問題になるの
が、30 年以上にもなる雇用期間の長さである。未来は不確実なため、極度の業績不振に
陥ったり、環境変化により長期にわたり身につけてもらった技術が不要になったりする
ことが生じることもありうる。このために終身雇用制という固定的制度の環境変化対応
力などの問題点に対し、人材の量的および質的側面に関する柔軟性が必要となる。また内
部で人材の各種技量を開発していくことが必要となる。このことを担保するために、３つ
の機能要件の充足が必要となる。それらは労働力調整機能、従業員の企業へのコミットメ
ント醸成機能、そして人材育成機能である。 
第 1 の労働力調整機能は非典型雇用を伴う終身雇用制度と職能資格制度を基礎にした
柔軟な職務編成が担っている。 
仁田（2008）によると労働力調整機能は人材（雇用）ポートフォリオ制度などが該当
する、とした。中核としての終身雇用の正社員にだけでなく、周辺としての期間工やパー
ト・アルバイトなど非典型雇用制度をも意図的に導入することにより、不景気や業績悪化
の際にこうした非典型雇用者から雇止めや解雇を行うことで、正社員の解雇を避けよう
とするものである。 
もう１つは柔軟な職務編成（宮本，1998）や幅のあるキャリア・システム（仁田，2008）
と呼ばれる制度である。宮本（1998）は終身雇用制度が職能資格制度の前提となってお
り、また職能資格制度は職能を評価し、その資格等級に応じて賃金が決まる、「従業員の
能力あるいは資格等級に基づいた賃金制度」（p.31）とすると同時に「職務が変わったと
してもその賃金は資格等級に応じて保証されているのであり、この意味で賃金と切り離
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して職務を柔軟に編成することが可能となる」とした。職能を基準にすることで、異動や
配置転換が可能となり、業績の低迷や技術革新などにより特定の技術や部門・部署が不要
になった際、他の部署等への配置転換による対応が可能となり、継続的に雇用できるよう
になるのである。 
第２のコミットメント醸成機能であるが、この機能要件を充足するのが職能資格制度
に基づく報酬および昇進・昇格制度である。これは職務遂行能力の等級を制定・序列化し、
それに基づき人材を格付けしていくものである（今野・佐藤；2002，厨子；2010）。 
 この職能資格制度に基づく能力による人材の序列化について、Aoki（1988）は日本企
業における人材の序列化はその文脈的技能の評価に基づくものであるとした上で、以下
の 3 つの特徴を指摘する。第 1 に「短期においては、従業員の基本給はそのランクによ
って、前もって決まっており、その職務や実績とは直接には関係しない」とし、第 2 に
「新入社員は一番下のランクに配置される。しかしながら、一定の期間が経過し、各自の
実績が一定の基準に達すれば、一段階ずつランクは上がっていく。各期間においては、ラ
ンクはたかだか一つ上がるだけであるが、長期的には昇進スピードの面で従業員間に差
が出てきて、結局、退職まで生涯総所得や退職金の額には、かなりの格差が結果する。」
とし、第 3 に「自己のランクの基準を達成できない従業員は中途で離職し、別の職を探
すことになる。」 (pp.82-83)としている。第 1 については文脈的技能のランクにより報酬
が決定されていることであり、このことは他社では通じない能力の開発が促進されてい
ることを意味し、それゆえに同一企業内における文脈的技能の向上に従業員は動機づけ
られるようになる。第 2は年功制とは異なり文脈的技能の向上による長期の競争があり、
それにより生涯賃金においては差がつく制度となっていることである。これも文脈的技
能の習得への動機づけであり、同一企業内の上位階層への動機づけとなる。また第 3 は
文脈的技能の開発がなされない場合は、解雇はされないものの離職するようになるとい
うことであるが、これも特定企業内に長期に残りながら文脈的技能を習得することを動
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機づける。そしてこのことで特に重要なことは日本企業の職能資格制度、すなわち文脈的
技能による格付け制度は、ポストに基づかないため相対的な序列によるポスト獲得競争
ではなく、絶対的な基準によるものとなっていることである。これにより上位ポストの埋
まり具合などと関係なく常に企業内の人材は同一企業に留まりその文脈的技能の習得に
動機づけられる環境が整備されるのである（宮本,1998）。 
第 3 の機能である人材育成は、日本企業が終身雇用システムを歴史的に形成していく
中で、新卒採用中心の採用システムおよび職能資格制度とそれを土台とした柔軟な職務
編成制度やキャリア・システムを土台として形成されてきた（小池；2005，平野・内田・
鈴木；2008，宮本；2008，島田；1994，八代；1997）。終身雇用により内部による人材
育成がなされる理由は理論的には人的資本論（Becker, 1975）により説明される。これは
教育投資が行えるのは、その投資回収が見込める場合であるというものである。すなわち
終身雇用制により多くの従業員が長期にわたってその企業で働くことが予測できるよう
になるので、教育投資を行うというものである。 
なお人的資本論は終身雇用制度の下では新卒採用システムと補完関係を築くことが合
理的であることも説明する。それは終身雇用により外部労働市場から教育された人材の
採用を人材の調達の中心に据えないということは、内部での育成が必要となることを意
味し、その教育投資効果を高めるためには人的資本論はできるだけ長い期間その企業に
勤めてもらえるようにすることが是であることを演繹する。定年が一律に決まっている
以上、長く企業で働いてもらえる人材は新卒社員ということになる。ここに新卒大量一括
採用の経済的合理性が存在するのである。しかしながら終身雇用制そのものの人材育成
機能に関係するのはここまでであろう。 
内部における人材育成は職能資格制度に基づく柔軟な職務編成やキャリア・システム
による技能習得であるとする（久本；2008，平野他；2008，小池；1987，宮本；2008，
島田；1994，八代；1997）。 
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小池（1987）は知的熟練論を展開し、柔軟な異動による人材育成のメカニズムを説明
している。それによると、技能は知的熟練により量産職場に置いて「変化への対応」と「異
常への対応」ができるようになる、という。変化への対応とは量産現場における新製品の
登場、製品構成の変化、生産量の変化、生産方法の変化、労働者構成の変化などであり、
異常とは不良や異常の発生のことである。そしてこの異常と不良の発生に対しては不良
の発見と除去、異常の原因の推定、処置の 3 つの手続きができるようになることが知的
熟練であるとする。 
 こうした知的熟練は、関連の深い仕事群の中で幅広いキャリアにより得られるとする。
幅広いキャリアであればいろいろな持ち場をこなせるようになり、また前後の工程の経
験から生産の仕組みも理解できるようになる、とした。以上はブルーカラーを対象とした
ものであるが、小池(2005)では知的熟練はブルーカラーだけでなくホワイトカラーでも
適用できるとした。Aoki(1988)は J 企業（日本企業）の水平的情報処理構造は労働者の
情報処理能力に大いに依存しており、比較的幅の広い範囲の職務に通じている人間、そし
てホワイトカラー幹部候補生においては「水平的な調整を効果的に遂行するには、特定の
職務を果たせるだけでなく、自分の管轄を超える問題について同僚と円滑に話し合いが
でき、部下の意見が食い違えばうまくまとめるような能力がなければならないことが分
かる。」とした。 
 
３ 人材育成機能に関する問題点 
これまでの議論から日本企業の人材育成機能は雇用システムにおける終身雇用制度、
新卒一括採用制度、職能資格制度とこれらを基にした柔軟な職務編成システムという特
徴を有するキャリア・システムにより、文脈的かつ水平的情報処理能力や知的熟練を開発
するものである、と言ってよいであろう。即ち雇用システムの各種サブシステムの一連の
補完関係により先の能力などが開発されていく、ということである。 
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小池の知的熟練論や Aoki の文脈的技能の考えは日本企業の、特に製造業の現場の国際競
争力を説明する説得力のある理論であるが、検討すべき事項も存在すると思われる。 
第１が小池の知的熟練論（2005）および Aoki（1988）の文脈的技能論共に、学習理論
を基礎理論として有していないことである。すなわちなぜ文脈的かつ水平的情報処理能
力や知的熟練が開発されるのか、そしてその学習される内容の範囲はどこまでなのか、な
どについて説明されていない。特に知的熟練論においてはこのことはそれまで経験して
いない新たな領域の事柄を学習するには、１から学習しないといけないという素朴に設
定されている理論前提が存在するように思われるが、これが本当に正しいのかどうか判
断できない。 
今日の認知科学や認知心理学を中心とした学習理論は、イギリス経験主義のロックや
ヒュームの考えやスキナー流の刺激－反応理論とは一線を画すものである。Kolb(1984)
の経験学習モデルでは、人は具体的経験した後に、内省的観察を行い、学習者の内包
(inten-sion)1による変換や概念的理解による抽象的概念化、さらには外延(extension)2に
よる変換で能動的実験を行うという学習のサイクルを提示している。これはある特定の
経験をしても、学習者の認知的な働きや概念化などにより学習内容が変わることを示し
ている。内包も概念化も経験事象そのものの特定文脈を超える認知的働きである。つまり
学習によって先の理論前提を否定される可能性があるかもしれない。少なくとも知的熟
練という語には、経験を通じて何らかしらの概念学習がなされているということが含ま
れている。また文脈的技能も学習せずに習得することは困難であろう。このことは人材育
成に関するシステムにより規定される従業員の業務経験などが、いかなる学習を経て、い
かなる内容を学習するのか、という一連の流れを明らかにする必要があることを示して
いる。また知的熟練論などの一層の精緻化もしくは知的熟練論とは異なるキャリアと技
                                                   
1 内包(intension)とはある概念において，その適用される事物（外延）が共通に有する性質。（大辞林
第 3 版） 
2 外延(extension)とはある概念に対応する事物ないしその集合（大辞林第 3 版） 
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量の関係の発見のためにもこのことは必要であろう。 
第 2がホワイトカラー層管理職以上に対する理論および実証研究が少ないことである。
これは知的熟練論および文脈的技能論の両方に該当することである。Katz(1955)によれ
ば階層が上になるほどテクニカル・スキルの必要性が減少し、コンセプチュアル・スキル
の必要性が高まる、とする。管理職は現場の人材と異なり、自分で実際に現場の業務や作
業が出来なくとも、それらを概念的に理解しており、善し悪しの判断ができるだけの背景
的知識を有し、それに基づき適切に管理することができればよい、ということである。こ
こから２つのことを検討する必要があるだろう。 
１つは特定領域における現場での長期に渉る実務経験で得られるテクニカルな知識の
必要性が管理職では低下する可能性があることに関する。本研究との関係では管理職層
の人が、そして特に経営層になった人がそれまでのキャリア・システムに基づくキャリア
経験の中で職能間異動を行った際にどのような学習を行っているのか、ということを明
らかにする必要がある。知的熟練論は実証研究の対象者が一般社員層となっている。それ
故に管理職さらには経営層の業務が概念的に学習したことで対応できるのであれば、職
能を超えた異動により文脈的技能を学習することの適切な説明ができるかもしれない。 
もう１つはそこでの学習内容である。Aoki(1988)のホワイトカラー管理職層の文脈的
技能の説明で、先にも記した通り、関連する部署間および部下などとの意見調整などの情
報処理能力が必要であることを示している。しかし文脈的技能という抽象的な概念では、
その具体的な内容はあまりに多岐にわたり、そのすべてが経営幹部に求められるという
のも非現実的である。より具体的な内容を明らかにする必要があるだろう。 
さらにはいわゆる中間管理職層と経営層で必要とされる能力などは異なる可能性があ
る。猪木（2002）は総合的判断力が必要であるとするが、その内容については分解でき
ないものとしている。また Helfat, Finkelstein, Mitchell, Peteraf, Singh, Teece, & 
Winter(2007)は今日の企業間競争においては市場のダイナミクスに対応し、またそれを
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形成するために企業の共特殊化資産(cospecialized asset)の構築と獲得の編成を戦略的経
営者が行う必要があるとし、企業のダイナミック・ケイパビリティ（Teece, Pisano, and 
Shuen, 1997; Teece, 2000; Teece, 2007）の源泉が戦略的経営者であることを示している。 
これらは環境変化の自社にとっての意味付けや戦略策定、企業内部の資産の再編成、更
には企業運営の基本方針や理念などの制定、そして環境を能動的に変化させる戦略的な
意思決定などが経営幹部に求められていることである。こうした活動に求められる経営
幹部としての力量とは具体的にどのようなもので、どのようにして学習されたのか、とい
うことについて理論的にも経験的にも殆ど明らかにされていないのが現状である。 
 このことは終身雇用制の下、日本企業は次世代経営幹部候補者を選別し、経営幹部さら
には経営者へと内部において育成しなければならないのであるが、それがどのようにな
されているのかについて、きちんとした理論研究および実証研究がなされていないこと
を意味する。 
以上のことから日本企業における人材育成システムが次世代経営幹部をどのように育
成し、経営者に育て上げていっているのかを明らかにすることは理論的にも、実践的にも
意味のあることであろう。理論的にはキャリア上の経験とそこで学習する能力や技量の
関係を学習理論を導入して丁寧に探求することで、日本企業のキャリア・システムにおけ
る経営人材育成機能に関する理論を構築していく可能性を有すると考えられる。 
 また実践的には、次世代経営幹部候補の選抜・育成制度を大企業中心に導入されている
が、一方で制度運用に問題を有する企業も多い。またこの 20 年～30 年の間大きな環境
変化により終身雇用システムを破棄し、より市場志向型の雇用システムを導入すべきだ、
という主張がある（例えば島田;1994，八代；1997）。しかしながらこれまで見てきたよ
うに終身雇用システムの人材育成機能などは経営幹部の育成を中心に全てが明らかにさ
れているわけではない。企業経営の重要な要因の一つである経営者がどのような能力を
有し、どのように育成されているのかが明らかになされていない中で、次世代経営幹部候
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補の選抜・育成制度をどのようにするとうまくいくのかを明らかにすること、また環境変
化により機能不全を起こすのか否かを判定することは本来的には困難であろう。 
 ここから本研究では日本企業の終身雇用システム下における育成システムに焦点を当
てる。そして多くの研究が（Aoki ; 1988 小池；1987，宮本；2004 など）終身雇用シス
テムと補完関係を有する柔軟なキャリア・システムが人材育成を担っていることを主張
していることから、キャリア・システムによる人材育成に絞ることとする。さらに対象者
については、理論的にも実証的にも弱い次世代経営幹部候補者とし、これらの人々がキャ
リア・システムの下、入社して様々な企業内でのキャリア経験を積み、そこで学習して次
世代経営幹部候補に選抜され、さらには経営者として成長していく学習内容とそのメカ
ニズムを追う。従って企業に入社する前のことや、経営幹部候補になってプライベートで
大量の書物を読んだこと、趣味の中で悟ったことなどは含まれない。 
 次節以降では、主要概念の定義および本研究の進め方について示す。 
 
Ⅲ 定義 
 
１ 次世代経営幹部候補 
 この 10 年で、日本の大手企業を中心に次世代経営幹部候補を選抜し育成する制度の導
入が積極的になされてきている。社会経済生産性本部（2007）によると、同本部賛助会
員約 1600 社を対象とした調査で、次世代経営幹部候補の選抜人材教育を実施している企
業は 58.7％で、これは年々増加しているという。日本労働研究機構（1998）では将来の
幹部候補生のキャリアルートの有無を尋ねているが、これに対し「ない」と回答した企業
は全体の 89.9％であった。すなわち 2000 年代に入る前は、せいぜい 10％程度の導入率
だったと考えられるのだ。 
次世代経営幹部候補とするものに対しては「次世代リーダー」（産業能率総合大学総合
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研究所；2012）「次世代経営人材」（入江；2013）、「次世代の経営リーダー」（労務行政研
究所；2009）など多様な呼ばれ方をしている。しかしながら大きく２つの特徴を有して
いる。第 1 がこれらの対象者が経営幹部になる数年以上前に選抜されている、というこ
とである。リクルートマネジメントソリューションズ（2012）の『経営人材育成実態調
査』では次世代経営幹部候補の選抜対象としては課長職層とする企業が最も多く（34.8％）
であり、リクルートワークス研究所(2013)の『人材マネジメント調査 2013』では選抜対
象者の平均年齢は 36.8 歳であった。そして第 2 が経営幹部になってもらうことの期待を
企業側が有している、ということである。日本能率協会（2014）の『第 36 回 企業の課
題[組織・人事編]グローバル経営を担うリーダー』では次世代リーダーに求めるものとし
て「既存事業を変革する能力」（65.0％）や「新たな事業を生み出す能力」（60.5％）、「世
界で戦える経営能力」（49.7％）が選択されており、すなわち職能のトップとしての管理
者ではなく、企業や事業全体を今日の環境に適した形で経営していく人材となることを
期待していることが伺える。 従って次世代経営幹部候補の定義としては、「企業が将来
経営幹部になることを期待して、実際に経営幹部となるかなり前に（時には 10 年以上も
前）企業によって選抜された従業員」としたい。 
 このような次世代経営幹部候補は以下の点において新しいものと考えられる。今田・平
田(1995)は日本企業の昇進選抜を 3 段階の重層型キャリアであることを明らかにした。
重層型キャリアとは入社後は「一律年功」であり、その後一定年数がたつと「昇進スピー
ド競争」になるとする。これは同一年次の者でも昇進に差がつくようになることである。
ただし昇進が遅い人も昇進が完全に閉ざされるわけではない。そして最後が「トーナメン
ト型競争」になり勝者と敗者が明確にされ、勝者のみが上位ポスト競争に参加できるよう
になる、というものである。そしてトーナメント型の競争に関しては課長以上の昇進競争
においてなされる、というものであった。 
 このことは従来日本企業において総合職として採用されたならば課長までは辿りつけ
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るが、それ以降は昇進競争によって徐々に絞り込まれていくことを意味する。しかしなが
ら次世代経営幹部候補を選抜するということはこれまでのトーナメント型競争を変形さ
せている可能性がある。経営幹部になる前にその候補者が選抜されているということは
課長に昇進した人でもトーナメント競争に参加できない人がいる、もしくはトーナメン
ト競争に参加している人の中においても選ばれし参加者とそうでない者が存在している
可能性がある。また Aoki（1988）の双対原理が指摘する通り、日本型経営のように終身
雇用を前提としている場合、従業員は会社内での昇進・昇格がインセンティブとして機能
すると考えられるが、選ばれなかった人々にとってはこのインセンティブ効果が低下す
ることも考えられる。すなわち日本企業の従来のキャリア・システムの機能の一部を抑制
してまでも、新たなものを追求していることが考えらえるのである。  
 
２ キャリア・システム 
 まずキャリア・システムであるが、Sonnenfeld & Peiperl(1988)は「組織成員の組織へ
の取り込み、内部異動、そして外に出す流れを管理するために組織が繰り返し用いる政
策・優先順位・行為の集合である」とした。本論文でもこの定義を用いる。この定義では
まず、書面などに明示的に書かれていなくても、組織が慣習などで繰り返し行っているこ
とをシステムと定義しており、日本企業の中には様々なことを明示的なルールを作成し
て制度化するよりも文化的に物事に対応する傾向を有する企業が一定程度存在すると考
えられるが、このような企業にも適用が可能である。また内部への取り込みと外に出す流
れといった雇用に関すること、および内部の異動について全てを含む概念なので、本研究
のように比較的新しい現象に対し事実発見的なアプローチを考えているものにとっては
網羅的故に扱いやすいもものとなっている。 
 
３ 学習 
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次いで学習という概念である。学習という概念は多様に用いられてきた。波多野（2006）
は学習には行動主義的なものと構成主義的なものがあるとした。行動主義的な学習とは
受動的で教師から知識を与えられることであり、構成主義的学習とは知識は学習者自身
が構成するもの、という学習者がより能動的であるという考えに基づく。能動的とは、学
習者が既に獲得している知識構造（シェマ）を通して外部環境と相互作用することで、新
たな知識を得ることを意味する。行動主義の立場の学習に対し Kolb(1984)は学習プロセ
スにおいて意識(consciousness)と主観的経験のいかなる役割をも否定するものだとした。
だが波多野（2006）の行動主義的学習と構成主義的学習の並置は両者を知識の獲得を学
習とすることにおいては同じものであることを意味する。これに対して Bandura（1977）
の社会的学習理論においては認知的な知識の習得だけでなく、知識を獲得したうえで、そ
れに基づき内面におけるリハーサルを通じて実践への移行をも可能にすることも学習プ
ロセスに含む。一方 Lave & Wenger(1991)は社会的実践の立場から知識の獲得を学習と
すること自体を個人主義的で社会的側面に目を向けていないとし、学習を社会的共同体
の中の人間同士の関係によって可能となるアイデンティティ形成、知るということ、およ
び社会的成員性の相互規定による発展的形態であるとした。 
本研究ではキャリア・システムにより与えられる仕事経験から個人が経営幹部に求め
られる知識および技術や態度を学習することについて焦点を当てるので、構成主義的学
習観を基礎に置き、経験の中から能動的に新たな知識を獲得し、実践に移行できるように
することまでを学習とする。 
 
４ 技量 
 次世代経営幹部候補がキャリアの中で何かを学習し経営幹部となっていくのであるが、
このことを探求するにあたって明確にしておかなければならないのが、学習するものと
して何に焦点を当てるのか、ということである。本研究では技量に焦点を当てる。定義と
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その理由を以下に示す。 
知識・技術・能力・資質・コンピテンシー、経営観など様々な言葉で仕事上の経験から
学習するものが表される。そうした中で本研究と同様の研究が少ないため、経営観や経営
者としての信念などという長期でかつ深層に存在するものを扱うには、余りに手掛かり
が少ないので、より表層的で調査可能性の高いものを対象とする。そこでコンピテンシー
を取り上げる。管理職のコンピテンシー研究は 1980 年以降多くなされてきており、多く
の日本企業がこの概念を取り入れている。コンピテンシーを検討するに当たり、管理職の
コンピテンシー研究の嚆矢となった Boyatzis(1982)の研究を議論のスタートとしたい。 
 Boyatzis(1982)はコンピテンシー(competencies)とは職務における効果的かつ／もし
くはすぐれた業績と因果的に関連する特性（characteristics）であるとし、管理職のある
コンピテンシー(a competency)を明らかにするためには我々は、各種行為(actions)、各種
行為の場、行動の流れはどのようなものだったかを、そして結果や影響はどのようなもの
だったか、各種行為や結果の意図や意味は何だったのか定義しなければならない、とし
た。 このような定義をとおして職務コンピテンシー概念は技量(ability)を示す。そして
ある人の一連のコンピテンシー（a person’s set of competencies）がその人の能力
(capability)を示す。これはその人が出来ることを示すもので、必ずしもその人が行うこ
とや、状況や場面に関係なくいつも行うものではない。人の効果的な行動を理解するため
には、我々は、個人が有しているいかなる能力(capability)がその状況（例：ある組織的
環境内の職務）に持ち込まれたのか知らなければならない。当該人物に対してこれらのこ
とを知らずして、その人の特定の行為とそれらが効果的な理由を予測し、記述し、解釈す
ることは困難であろう（Boyatzis, 1982；p.22-23)、と述べる。 
 また Boyatzis(1982)はコンピテンシーのレベルとしてスキル(skills)、自己イメージ
(self-image)および社会的役割(social roles)、動機(motives)と特性(traits)とし、これらと
特定職務の機能的及び状況的要求、職務が存在する組織的環境、さらには個人や組織が存
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在する文化的環境とのダイナミックな相互作用から特定の行為や行動が生じるとする。 
本研究との関係においてここには大きく３つのポイントがある。第 1 はコンピテンシ
ーの一つ一つ（a competency）は、特定状況や文脈においてどのような行為が、いかな
る目的や意図の下、どのような結果を出したのか、ということにより定義されるものでこ
れは技量(ability)であり、このような一つ一つのコンピテンシーのまとまりが個人の能力
（capability）となる、というものである。つまり能力は技量の組み合わせで形成される
ものとなる。 
 第 2 のポイントはある状況下において、それに適した技量の組み合わせとしての能力
により職務遂行されているということである。 
 第 3 がコンピテンシーのレベルとしてスキル(skills)、自己イメージ(self-image)、社会
的役割(social roles)、動機(motives)および特性(traits)があるということである。 
 Spencer & Spencer(1993)はコンピテンシーについて「コンピテンシーとは、ある職務
または状況に対し、基準に照らして効果的、あるいは卓越した業績を生む原因として関わ
っている個人の根源的特性」と定義している。その上で５つの種類があり、それらは動因
（drive）、特性（traits）、自己イメージ（self-image）、知識（knowledge）、スキル（skill）
である。そしてスキルには分析的思考や概念化思考などの認知スキルも含まれていると
する。 
 ５つの種類のコンピテンシーについてであるが、これらは見えやすく、比較的表層に位
置するものから、目に見えず、より深いところに位置し、人格の中核に位置するものまで
あると主張している。比較的表層にあるものとしては知識とスキルであり、深層部に位置
するものが自己イメージ、特性、動因である。知識やスキルは比較的開発しやすいが、特
性や動因は困難だとし、自己イメージはその中間程度で、開発可能であるがかなりの時間
と困難を伴う（Spencer & Spencer；1993)、とした。 
 本研究では次世代経営幹部層がキャリア・システムの中における経験の中でいかなる
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技量を身に着け、経営幹部となっていくのか、というのがテーマである。ここからすると
開発可能性の高い、表層に位置するコンピテンシーを対象とする方が適していると考え
られる。なお Boyatzis（1982）はコンピテンシーの種類において、知識がない。しかし
ながらキャリアにおける各種経験などにより開発可能性の高いコンピテンシーの一つと
して知識が示されていることから（Boyatzis;1982, Spencer & Spencer; 1993）、本研究
でも知識及びスキルを表層的コンピテンシーとする。そして Boyatzis(1982)の考えに従
い、職務における各種行為(actions)、各種行為の場、行動の流れ、およびその結果や影響・
意味についての定義から明らかになる知識及びスキルを技量（ability）とする。 
また小学館のデジタル大辞泉（2015）によると、量という言葉には知識全般という意味
もあるということである。すなわち技量はスキルと知識ということになる。 
 
Ⅳ 分析枠組み 
 
 これまでに見てきたように、次世代経営幹部候補者を選抜し、特別に育成しようという
動きは、2000 年代に入ってからの動きである。従って研究蓄積もあまりなされていない
のが実情である。そこで本研究では以下のような単純なフレームワークを設定すること
にする（図１－４－１参照）。 
 
 
図１－４－１．分析枠組み 
 
 キャリア上での経験とは、次世代経営幹部候補が企業のキャリア・システムの下、これ
キャリア上の
経験
学習 技量
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までどのようなキャリアを歩み、そこでどのような経験をしていたのか、ということであ
る。すなわち日本企業のキャリア・システムが従業員のキャリア経験の種類や内容に影響
を与えることを想定したうえで、そのキャリア経験を従業員は主体的に学習し、技量を獲
得するものとする。 
キャリア上での経験の中には、尊敬できる上司との出会い、新製品開発など短期のもの
もあれば、入社以来何十年も営業を担当し、様々な地域での営業を行ってきたという長期
のもの、社内での研修の受講、さらには社外での勉強会への参加などというものもあろ
う。 
 次の学習であるが、これは先のキャリア上での経験を基にいかなる認知的な学習を行
っているのか、ということである。後に詳細に検討するが、同じ仕事を長年繰り返してき
たことにより熟達化する、過去の全く異なる分野での経験による知識を基に、新しい 
分野で独自の仕事の仕方を確立する、優秀な上司の仕事や判断方法を観察して経営幹部
の思考法を学習するなど、である。ここにおいて重要なことは経験内容がそのまま学習内
容となるのではなく、人の側が経験内容を感覚的に把握し、そして概念的に構築すること
で学習がなされるということである。従ってここに人材がキャリア経験においてどのよ
うな認知的な学習を用いたのかということに本研究は注目するのである。 
 こうしたキャリア経験を経てある内容を学習する。これが本人の技量となる。そして新
入社員は様々なキャリア経験からの技量学習により次世代経営幹部候補に選ばれ、さら
にはその後のキャリア経験による技量学習により経営幹部に求められる技量を学習し、
経営人材となっているはずである。そして本研究ではとくに次世代経営幹部候補者およ
び経営人材に求められる技量がどのような経験に基づき、どのような学習により得られ
るのかを明らかにすることを企図しているのである。 
ここで学習と技量の概念の違いについて明確にしておきたい。本研究では先にも示し
た通り、学習を「構成主義的学習観を基礎に置き、経験の中から能動的に新たな知識を獲
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得し、実践に移行できるようにすることまでを学習とする。」と定義した。これは学習者
が経験に対し能動的に関わり、主体的な概念化作業などを通じて技量などを構築してい
くことを意味している。この学習の概念化のプロセス自体は一連の手続きとして技量の
一つと考えられるが、本研究においては次のように弁別する。技量は、それが発揮される
ことで直接企業のいずれかのレベルのパフォーマンスに影響を与えるものであるが、学
習自体は直接的にパフォーマンスと関わらず、パフォーマンスを高めるための技量の習
得に関わるものである。一方技量は直接パフォーマンスに関わるものである。すなわち学
習は技量の先行要因であり、パフォーマンスには技量を介した間接的な関係しか有さず、
技量は学習により形成されるもので、パフォーマンスに直接的な影響を与えるものであ
る。学習と技量の因果関係、およびパフォーマンスとの間における直接的・間接的関係の
違いにより両者を弁別するのである。 
 
Ⅴ 本研究のアプローチ方法について 
 
 人事に関する研究は、様々な学問が研究対象としてきた。経営学が展開してきた人的資
源管理論、経済学が進めてきた労働経済学、その他社会学や組織行動論（応用心理学）な
どである。そして当然それら異なった学問分野の知見を取り入れて学際的な研究もなさ
れてきた。本研究においては人的資源管理論、労働経済学、組織行動論、そして認知科学
における学習理論などを取り入れて研究を進める。 
 ここで学際的研究として本研究を行う理由を簡単に記す。進め方としてはまず個別の
公理とそれに基づく理論体系を有する純粋学問の中での研究と学際的な研究それぞれの
特徴を示す。その上で学際的研究の正統性の根拠を与える考えの１つである
Watson(1997)が提唱した実践的多元主義(pragmatic pluralism)の考え方を紹介する。そ
して最後に本研究においてその必要性を簡単に説明する。 
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 純粋な個別の学問体系には公理が存在する。そしてそれを前提に知の体系が構築され
る。そしてそこにおいて内的に一貫した説明とその検証が求められ、検証され真とされた
者の蓄積によって学問が発達すると考える。それに対し学際的な研究とは研究テーマに
対して関連する個別の学問体系の蓄積を利用して、行うものである。 
 純粋な個別学問においては、こうして内的に一貫したものが蓄積されていき、学問体系
としての内的な一貫性と整合性を構築していくことができる。しかしながらこのことは
同時に、変化する現実世界もしくは現実世界の認識方法に対して未来永劫その公理とパ
ラダイムが有用であることを保証しないだろう。Kuhn(1962)は科学の前提となるパラダ
イムの転換が科学の劇的な革命をもたらすとした。 
ここに学際的研究の意義が生じる。ある特定分野の問題に対する研究においては、より
それを現実に即した形で探求していくこととなる。当然純粋科学としての 1 個別学問で
は説明しきれない問題も存在する。また時間の流れとともに、説明できなくなるようなこ
とも生じる。そこでより現実を説明できるように多様なパラダイムを導入しようという
ものが学際的なアプローチである。このようなアプローチを最も肯定する研究について
の考えが Watson(1997 )の実践的多元主義（pragmatic pluralism）である。以下に
Watson(1997)の考えを纏める。 
これは多様なパラダイムを取り込んで新たな一つのものにする、もしくは支配的なも
のとそうでないものを決める、ということではないとする。そしてこうした複数パラダイ
ムの統合などの問題を避け、複数のパラダイム戦略を並置させ得るものである、とする。
そうした研究は理論化の信頼性のために特定の立脚点－研究プロジェクトの特定の目的
と関連した複数の立脚点を確立することが求められる、とした。そしてこの実践的多元主
義の理論化は研究から作成された特定の著作物の読者に対する現実妥当性の観点から判
断されるべきものとする。これは単にぞんざいに寄せ集めたものではなく、実践的多元主
義に基づく研究は、統合性を有した仮説と概念のフレームワークにより理論的一貫性
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(theoretical coherence)が与えられることが必要である、とした。 
Watson(1997)によると、実践的多元主義の考えの根底にあるのは、真(truth)とはある
環境と関連する行為を促す力の増加である、というものである。つまり理論の現実妥当性
が高まるほど、関係者はそれに基づき行為するようになる。そしてそうした理論こそが真
である、とするのだ。 
上記をまとめると、実践的多元主義とは特定問題の研究において、異なる学問の有する
公理やパラダイムを取り込み、それは並置しながら、仮説とコンセプトのフレームワーク
により統合性を担保し、現実を実践的により良く説明できるようにする、という立場であ
る、と言える。そしてこの考えの強みは個別の研究対象を一つのパラダイムのみに則る純
粋な個別学問より、複雑な現象をより良く説明できるようになることであり、弱みは仮説
とコンセプトの統合的なフレームワークの構築が出来るか否か、ということに依存する
ことである。 
本研究において実践的多元主義の考えを導入する理由としては、本章 2 節で検討した
ように、本研究が前提とする日本型経営そのものについて、個別の学問領域の研究者から
疑念の声が上がっていること、また既存研究の殆どが日本企業の経営層などを直接対象
にしてこなかったことである。 
石水(2013)は「エコノミストの議論における真の問題は、経済分析ですら、その裏にあ
る経済理論に握られてしまい、経済政策もその理論の演繹にすぎないということなので
す。」と記している。これは純粋の個別学問が複雑な現実に対して、実践的な方策を提供
しようとするときに生じる根本的問題を示している。すなわち現実に適したとされる政
策などの方策の根拠が、純粋学問の研究蓄積が根拠となっている場合、それらが学問内の
理論としては素晴らしいものであろうとも、実践に対しては十分な道具を有していない
ことを意味する。もちろんこのことが学問として価値を下げることはいささかもないが、
実践に対して一つの純粋個別学問に依拠した根拠となることには慎重な態度が求められ
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る。 
先の日本型経営、特に終身雇用に関して純粋個別学問から疑念が発せられた場合、それ
が本当にそうなのか、はたまた当該学問が有するパラダイムなどの前提により現実をと
らえきれないことが原因として導かれた結果なのか、という 2 つの可能性が存在するこ
とになる。我々は実践的多元主義に基づく研究を行い、その疑念に対して慎重に検討して
いくことが必要となる。そして必要な場合にはパラダイムの転換を行っていかなければ
ならない。 
知的熟練論などこれまでの殆どの研究がキャリア経験と技量という 2 変数の関係に絞
っており、そこからキャリアの幅に関する議論が導き出されていた。しかし知的熟練論の
実証研究が明らかにしたことは知的熟練というメカニズムが存在することで、これは大
変素晴らしい学問的貢献であるが、そこから拡張して主張されているキャリアの幅に関
する議論は、経済学の理論から演繹的に導き出されたものであり、そのこと自体が検証さ
れてはいない。また実際には多くの日本企業のキャリア・システムにおけるその幅につい
ては後に見るように、先の理論から予測されるものとは異なっている。この時日本企業の
実践に問題があるのか、学問それ自体の現実に対する不十分さが問題なのかはこのまま
では分からないのである。そこで本研究では実践的多元主義の立場に立ち、認知科学の学
習理論という異なる学問を導入し多元的にし、統一的なフレームワークを用意してアプ
ローチすることにより、この問題にも一定の答えを与えることを企図しているのである。 
  
Ⅵ 本論文の構成 
 
 本論文は、経営幹部に求められる技量がどのようなキャリア・システムを基にしたキャ
リア経験に基づき、どのような学習を経て習得されるのかを明らかにするものである。そ
のために以下のようなアプローチをとりたい。 
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まず本章に続く第２章では関連する既存研究・調査の検討と研究アプローチを扱う。こ
こでは以下の 3 領域のことについての既存研究のレビューを行う。 
第 1 が次世代経営幹部候補の選抜・育成制度および日本企業のキャリア・システムの
実態についてである。具体的には、次世代経営幹部候補の制度の導入状況と内容に関する
民間シンクタンクの調査内容と日本企業のホワイトカラーのキャリア・システムについ
ての研究である。民間シンクタンクの調査からは導入目的がグローバル化や事業変革を
行う経営人材の必要性が高まり経営人材の早期育成の必要性が高まったこと、および従
来と異なった力量が求められるようになったことへの対応であり、導入状況としては 3
割から 7 割とばらついていたが大企業においてはおよそ 7 割が導入済であること、選抜
対象者は課長職で年齢としては 37 歳前後であること、育成方法としては外部教育機関の
活用よりは計画的ローテーションなど異動を重視していることなどが明らかになる。ま
た日本企業のホワイトカラーのキャリア・システムについてであるが、ここでは異動にお
ける経験職能数などを中心に調査した結果を確認する。確認された内容としては一般的
に課長ポストに就いた者の一部が、多様な職能を経験するようになり経営幹部へとなっ
ていく傾向があること、しかしながらこの傾向は緩やかなもので同一産業内においても
個別企業により多様性が存在すことである。 
これらの既存研究のレビューから今日の日本企業、特に大企業においては入社してか
ら課長職になる頃までに次世代経営幹部候補として第 1 段階の選抜があり、次いで実際
に課長になった後に多様な職能経験などを経て実際に役員など経営層になる者とならな
い者の選別がなされる、という少なくとも 2 段階でのキャリア・システムを土台とした
キャリア経験に基づく育成と選抜の長期プロセスが存在することが確認される。 
第 2 は上記のような日本型のキャリア・システムを土台としたキャリア上の経験とそ
こからの学習内容についての既存研究を確認する。ここでは以下の異なる４つのアプロ
ーチからの研究群について検討する。１つは小池（2005 など）の知的熟練論、次いで橘
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木（1995）および伊藤・照山（1995）などの経済学者による、ゼネラリストとしての資
質に関する実証研究である。さらにはキャリア上の経験とリーダーシップに関する学習
内容の関係を「経験と教訓」と捉えて分析した一連の研究を確認する。これらの研究には
McCall, Lombardo, & Morrison (1988)、 金井・古野（2001）、金井（2002）などのい
わゆる「一皮むけた経験」研究である。そして最後が松尾（2013）による Kolb(1984)の 
経験学習論を意識した管理職の経験学習と能力に関する研究である。これら経験と学習
内容に関する異なるアプローチの研究において明らかになるのが経験と学習内容の間に
学習そのものが介在していないことである。そして特にこのことがキャリア・システムの
経済的合理性を判断できないこと、経験と学習内容の関係を説明できないことを明らか
にする。 
第 3 は、学習についての検討において、経験－教訓アプローチには学習概念を導入す
ることで更なる発展への可能性があることが明らかになったことから、学習に関する各
種理論を概観する。ここでは熟達や帰納的推論などのように同一文脈上の学習だけでは
なく、構造写像理論や目標によるカテゴリー化など文脈を超えるような学習が存在する
ことが明らかになる。もし働く人が職場においてこのような学習をするのであれば、知的
熟練論が想定するような、補完関係の弱い職能への異動による効率性の犠牲は、実際には
従来考えられているほどは存在しない可能性があることが、文献レビューから明らかに
なる。 
以上の既存文献レビューから、課長職層における次世代経営幹部候補の選抜、そして次
世代経営幹部候補からさらに役員へと選抜される２つのことに関し、選抜された人々が
いかなるキャリア経験をし、そこからどのような学習で何を学習したのか、について明ら
かにすることの必要性が確認される。またこれに加えて役員になった者がそれまでのキ
ャリアで職能を超えた異動を行った時の学習を詳細に分析することで、経営者に求めら
れる要件は何か、またそれはどのような学習により学習可能となるかなどについて明ら
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かにすることの必要性が確認される。 
第３章では第２章で明らかになった本研究テーマに関する理論的・実践的問題点を明
らかにするためになされた実証研究を報告する。 
ここではまず、次世代経営幹部候補者（課長職層）に対し、入社後からのキャリア経験
と技量を明らかにする。そのために２つの実証研究を行う。第 1 が日本の総合電機メー
カーの次世代経営幹部候補者（課長職層）に対するインタビュー調査によるものである。
第 2 が次世代経営幹部候補者の技量に対する人事部長の認知構造を大手企業への質問紙
調査により実証的に明らかにするものである。 
次に次世代経営幹部候補（部長職層）のキャリア経験と技量についてインタビュー調査
による実証研究から明らかにする。 
最後が次世代経営幹部候補（部長職層）のキャリア経験・学習・技量についての実証研
究である。ここでは調査時より数年経ており、対象のおよそ半分が役員となっていること
から、役員となった者を対象にそのキャリア経験と学習について明らかにする。なお役員
には職能群間異動を経験しているゼネラリスト役員と職能群内異動のみのスペシャリス
ト役員が存在していた。そこでゼネラリスト役員のキャリアにおける職能群間異動と学
習および技量の関係を、また同様にスペシャリスト役員のキャリアにおける職能群内で
の学習と技量について明らかにする。そしてこの分析で職能群間異動において比較・類推
学習が多用されていることが明らかになる。またスペシャリスト役員も比較・類推学習を
用いていた。それ故にゼネラリストおよびスペシャリスト役員を対象に比較・類推学習に
よりいかなる技量が学習されているのか、について詳細な分析を行う。 
以上の一連の実証研究により、①次世代経営幹部候補（課長職層）のキャリア経験と技
量について、②次世代経営幹部候補（部長職層）のキャリア経験と技量について、③次世
代経営幹部候補(部長職層)のうち職能群間異動を経験して後に役員なるゼネラリストの
職能群間異動というキャリア経験と学習および技量の関係について、また④次世代経営
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幹部候補（部長職層）のうち職能群間異動を経験せず役員となるスペシャリストの経験に
おける学習と技量の関係、そしてさらには⑤次世代経営幹部候補（部長職層）における後
のゼネラリスト役員およびスペシャリスト役員の比較・推論学習と技量の関係が明らか
にされる。 
第４章では、本研究の結論・含意および残された課題について検討する。特に含意にお
いては理論的な観点から、これまでの知的熟練論の主張する内容の一部修正の必要性を
指摘し、また日本企業におけるキャリア・システムによる経営者育成メカニズムに関する
理論構築に向けた考察を行う。最後に本研究の残された課題を示す。 
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第２章．関連する既存研究・調査の検討と研究アプローチ 
 
Ⅰ 本章の目的 
 
本章の目的は既存研究を検討し、３章で行う実証研究が明らかにすべき課題を明確に
することである。本研究は日本企業の雇用システムに基づいたホワイトカラー従業員の
キャリア上の経験からいかなる学習を経てどのような技量を習得して役員となっていく
のかということを明らかにすることである。そのために次世代経営幹部候補の選抜、およ
び次世代経営幹部候補の中から経営者が選抜される２つの選別ポイントに焦点を当てて
明らかにすること、そして特に職能を超えた異動においてどのような学習でいかなる技
量を習得しているのかを明らかにする。 
次世代経営幹部候補の選抜・育成制度はこの 10 年ぐらいで普及してきたものである。そ
こで本章では第 1 に次世代経営幹部候補のキャリア・システムについて検討する。具体
的なアプローチ方法としては、まず次世代経営幹部候補の選抜・育成制度の実態について
明らかにする。このために民間シンクタンクなどの主要調査をレビューする。次いでホワ
イトカラーのキャリア・システムについての研究をレビューする。 
次に日本企業のホワイトカラーのキャリア経験と学習内容の関係に関する既存研究を
検討する。具体的には以下４つの研究群について確認していく。第 1 が小池（2005）の
知的熟練論、第２が橘木（1995）や伊藤・照山(1995)の日本企業の役員の能力・資質を実
証調査した研究群、第 3 が McCall et al.(1998)、金井・古野(2001)、金井（2002）など
の「一皮むけた経験」群、そして第 4 が松尾(2013)の経験学習理論の枠組みで管理職の能
力獲得についてアプローチした研究である。 
第３に検討することは学習についてである。キャリア経験と技量との関係に関する研
究には、学習者が技量をどのような学習を経てキャリア経験から獲得したのか、というこ
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とについて関心を払う必要がある。しかしながら本章で検討するようにこれまで学習、す
なわちどのようにしてキャリア経験から技量が学習されたのかということについては検
討されてこなかった。その一方で小池（1987，2005）においては学習の効果とコストの
観点から合理的なキャリア・システムの幅について言及している。学習プロセスによって
は知的熟練論が想定している訓練コストと実際の程度に大きな差異が存在する可能性も
ある。そこで企業の中で用いられると考えられる認知科学の学習理論を概観し、これまで
のキャリア上の経験－学習内容という分析枠組みからキャリア上の経験－学習－技量と
いう分析枠組みに発展させるための基礎作業を行う。 
 
Ⅱ 次世代経営幹部候補のキャリア・システムの実態 
 
 １ 次世代経営幹部候補の選抜・育成制度の実態に関する既存調査 
 （１） 実態の確認方法について 
本論では 2012 年から 2014 年にかけてなされた民間シンクタンク等の次世代経営幹部
候補に関する調査結果を調べ、日本企業の次世代経営幹部候補の選抜・育成システムの実
像に迫る。その際以下の６つの観点にその他を加えた７つで検討していく。それらは①制
度等の有無、②導入目的と背景、③選抜対象層、④選抜方法、⑤管理部署、⑥被選抜者の
特徴、⑦プログラム内容、⑧その他、である。 
 （２） 「2012 年 人事労務に関する経営トップ・マネジメント調査結果」日本経済
団体連合会（2012） 
日本経済団体連合会（以下経団連）の調査は同団体及び東京都経営者協会会員 1889 社
の労務担当役員以上を対象に行われたものであり、有効回答数578社（有効回収率30.6%）
回答企業の内訳は製造業 46.5%、非製造業 49.3%でほぼ同数。ただし 500 人未満 128 社
（22.1%）と中小企業の割合が高めである。 
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この調査は②導入目的と背景についてのデータが存在した。特に重視している中核人
材（複数回答）という問いに対して「新たな課題にチャレンジできる」(61.3％)が最も多
く、２位は「部下や後継者を育成できる」（39.8%）であった。経営環境の変化を踏まえ
たものであることが推察された。 
（３） 『第 36 回 企業の課題[組織・人事編]グローバル経営を担うリーダー』日本能
率協会（2014）  
 『第 36 回 企業の課題[組織・人事編]グローバル経営を担うリーダー』（日本能率協会，
2014）の調査対象は同協会の会員企業 1331 社である。294 社の有効回答が回収されてい
る（有効回収率 22.1%）。グローバル経営を担うリーダーに関連する調査なので回答企業
の 83.4％が現地法人を有している。また規模別には 300 人未満の企業が 72 社で 1 万人
以上の企業が 86 社であり、特定の規模の企業に偏っていることはない。製造業が 180 社
で非製造業が 113 社と若干製造業の方が多い。 
 この調査では②導入目的と背景、⑥プログラム内容、⑧その他についてのデータが存在
した。まず②導入目的と背景であるが、「次世代経営層の発掘・育成」が組織・人事領域
の経営課題のなかで２番目に高いものとなった（２7.4％）。また次世代リーダーに求めら
れる能力として「既存事業を変革する能力」63.3%、「世界で戦える経営能力」(62.2 %)、
「新たな事業を生み出す能力」（60.5%）となっている。 
 ⑥プログラム内容であるが、次世代リーダー育成で重視していることとしては「計画的
なローテーションによる複数のマネジメント経験」（81.0%：「重視している」と「やや重
視している」の合計）、既存事業を再建するマネジメント経験」（67.0%：同上）であった。
異動によるキャリア経験の中で育成することが中心となっていると考えられる。また具
体的な育成方法として既に運用しているものが「次世代を担うビジネスリーダー教育プ
ログラム」（60.5%）、「管理職前段階での選抜研修」（49.7％）、でありまた今後の強化の
意向のあるものが「次世代を担うビジネスリーダー教育プログラム」(77.2％)、「ビジネス
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リーダー育成のためのキャリアパス」(70.4%)であった。研修とキャリアパスによる仕事
経験が中心と考えられていることが伺える。 
 
（４） 『新任役員の素顔に関する調査結果報告書』日本能率協会広報委員会（2012） 
この調査の調査対象者は 2012 年 1 月から 6 月までに上場企業において株主から選任
された新任取締役 1445 人で、有効回答数 269 名（有効回収率 18.6%）である。この調査
は他のものと異なり、企業側ではなく経営幹部になった人から、人となりなど様々なこと
を回答してもらっているものである。その中で①制度等の有無および⑥プログラム内容
を推測できるものがあった。①の制度の有無に関しては「経営者育成教育を受けてきた
か？」という質問に対し、33.5%のものが「受けた」とした。また⑥プログラム内容に関
連するものとしては「これまでに受けてきた経営者教育（多重回答）という質問項目があ
り、最も多く選択されたものが「社内のトップ・マネジメント育成プログラム」で 50.0%
であり、２位が「子会社・関連会社の役員経験」（38.9％）であった。但し他の選択肢が
「海外ビジネススクールへの派遣」5.6%、「国内ビジネススクールへの派遣」（27.8％）、
国内外ビジネススクールへの留学（0％）であった。企業が独自に用意した次世代経営幹
部候補向け教育プログラムと異動による経験を中心とした育成が一般的になされている
ことが伺える。 
（５） 『経営人材育成実態調査』リクルートマネジメントソリューションズ（2012） 
この調査は従業員 1000 名以上の会社に質問票を配り、回収できた 263 社のデータに
よるものである。実際に何社に配布したのか、などは明記されていない。 
①の制度などの有無についてであるが、経営人材育成候補を選抜する企業が 72.5％、
行わないとした企業が 27.5％であった。なお②の導入目的と背景の項にも関係するが、
導入していない企業の理由は「公平性」であった。つまり昇進機会の公平性を崩すことに
よる企業コミットメントや仕事のモティベーションに対する懸念が次世代経営幹部候補
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の選抜・育成プログラム導入を躊躇させる要因となっていることが伺える。 
②の導入目的と背景であるが、導入背景として「経営人材に求められる能力の質の変
化」(89.5%：「あてはまる」と「やや当てはまる」の合計)が最も多く、次いで「経営人材
育成に求められるスピードが速まっている」(94.5%：「あてはまる」と「やや当てはまる」
の合計)であった。 
③の選抜対象層であるが、最も多かったのが課長層で 34.8%であった。 
④の選抜方法に関しては、選抜方法そのものの内容に関する調査はなかったものの、選
抜方法の課題として「選抜基準があいまいである」が最も多く、68.9％の企業が回答して
いた。 
⑥のプログラム内容に関する事項としては、「経営人材候補の育成を目的とした異動・
配置を行っている」が 58.4%で育成方法としても最も多く用いられている。また次世代
経営幹部候補をその育成を目的として最初に異動させる時期において最も回答が多かっ
たのは「部長層」で 59.1％、次いで「課長層」の 58.4%であった。課長層で候補者を選
抜し、部長層もしくは課長層で異動させはじめることが伺える。また異動による育成方法
の課題として「現場が人を手放さない」が 54.1%、「異動・配置が計画的でなく場当たり
的になっている」が 46.3%となっていた。「現場が人を手放さない」という課題において
は、平野（2006）が指摘するように本社側と現場の情報の非対称性により、現場の機会
主義的行動が発生している可能性を伺わせる。また「異動・配置が計画的でなく場当たり
的になっている」という課題については、人事異動が多様な要因で決定されるものなの
で、そもそも一つの目的だけのために計画的に行えるのかは不確かであるが、少なくとも
基本方針や基本的考え方が整理されておらず、場当たり的な対応の中でなされているこ
とが伺える。 
⑧その他としては、制度全般の課題について「実施後の経過観察やフォローが行われて
いない」が 50.6%、「費用対効果が明確でない」が 49.8％、「長期にわたる継続的な取り
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組みができない」が 48.3％、「身につけるべき能力が明確になっていない」が 40.3%とな
っている。最後の「身につけるべき能力が明確になっていない」ということに 4 割以上
の企業が回答しているということは、本制度で達成すべき事項そのものが曖昧であり、多
くの企業がそうした状況にあることを示している。大きな問題といえよう。 
（６） 『人材マネジメント調査 2013』リクルートワークス研究所（2013） 
 この調査の調査対象企業は、東京証券取引所一部上場企業 1750 社に質問票を配布し、
回収された 238 社（有効回答率 13.6％）である。 
①制度等の有無、に関してこの調査では公式の制度と、公式に制定された制度は導入さ
れていないが意図的に運用されているレベルのものの２つの存在を尋ねている。公式の
制度の存在について「次世代リーダーの選抜や育成の仕組みや制度がある」と回答したの
は 21.0%であった。なお製造業だけでは 28.5、非製造業では 12.1%と製造業の方が公式
制度として導入している割合が高くなっている。一方「特別の仕組みはないが意図的に選
抜や育成を行って」という運用で対応している企業は全体で 20.2%であった。製造・非製
造業別では製造業が 21.5%，非製造業 18.7％であった。両方合わせると全体では 41.2％、
製造業は両方合わせて 50%となる。 
③の選抜対象層についてであるが、「次世代リーダー育成の対象者」の平均年齢は 36.8
歳であった。製造業の方が積極的に制度を導入・運用していることから大学院修士・大学
卒を中心的な人材と考えると、入社して 12～15 年経過した人材が中心のようである。       
⑥プログラム内容であるが、この調査結果は他のものと大きく異なり、「MBA や
executive 研修」が 59.2％、「海外へ派遣」が 30.6%となっている。「海外へ派遣」につい
てはグローバル化を背景とした海外現地法人などへの異動も含まれている可能性がある。
  
 （７） 小括：次世代経営幹部候補の選抜・育成制度の実態のまとめ 
 これまで検討してきた代表的なシンクタンクなどによる次世代経営幹部候補の選抜・
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育成に関わる５つの近年の実態調査の結果を表２－２－１にまとめる。 
 ①次世代経営幹部候補の選抜・育成制度の有無に関しては 5 調査のうち 3 調査で調べ
られていた。結果は 3 割強から 7 割まで幅があった。企業規模が大きくなるほど制度導
入率が高くなることなどが多くの調査において見られる。導入率 7 割となった調査の対
象企業は企業規模 1000 名以上を対象としていた。②制度導入の目的と背景においては
２つの調査で調べられていた。経営幹部をこれまでよりも早い時期に経営幹部にしなけ
ればならないなど発掘と育成の方法を見直す必要が生じていること、また事業全体の変
革やグローバル競争力強化などを先導する経営幹部が必要となり、開発すべき経営幹部
の能力の内容も変化したという認識が存在していることが伺える。ただしグローバル化
への対応ニーズなどは企業によって異なることも見て取れる。しかし２調査からのみの
ことなので、状況を判断するにはもう少しデータを増やす必要があろう。③選抜対象層
についても２調査が結果を示している。対象層は課長層、もしくは 37 歳程度である。
大学卒であれば入社 14 から 15 年、大学院卒（修士）で 12 から 13 年程度。平均的に
は課長職資格への昇格時期と重なることが推測される。 
 ④選抜方法については調査されておらず、選抜時の基準の曖昧さが 1 つの調査で指摘
された。選抜方法については、選抜基準によりどのような人材が選抜されているのかと
いうことに加え、選抜手続きは現場主導でなされるのか、人事主導でなされるのかによ
っても被選抜者の質が異なることが考えられる。ライン主導でなされる場合は、平野
（2006）が指摘するように本社人事とラインの情報の非対称性によりラインが優秀な人
材を出し渋る可能性がある。⑤被選抜者の管理部署であるがこれについては全く調査が
なされていなかった。被選抜者が本社人事で管理されれば、事業部や職能を超えた人事
異動が容易になることが考えられるが、ラインで管理されるならば範囲は同一事業部内
などに限られる可能性がある。異動範囲の制限により育成方法の可能性も制限されるこ
とになる。⑥プログラム内容では、計画的ローテーションなど 
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異動による職務経験が 7 割から 8 割の企業が重要視するものであった。また約 6 割の企
業が教育プログラムの重要性を認識していた。しかしながら 1 つの調査を除いて、MBA
など汎用の知識を得るための外部への派遣はあまりなされていなかった。最後の⑦その
他であるが、ここでは継続的な取り組みが出来ていないことや、今後体系的な育成のため
のローテーションの構築の必要性といった異動による育成のさらなる強化の意向が見ら
れた。 
 
表２－２－１．近年の主要シンクタンク等による次世代経営幹部候補の選抜・育成 
システムなどに関する調査結果 
 
 
調査機関名（年） 日本経済団体連合会（2012） 日本能率協会（2014）
日本能率協会広報委員会
（2012）
リクルートマネジメントソリュー
ションズ(2012)
リクルートワークス研究所
(2013）
観点　　　　　　調査名
2012年　人事労務に関する経
営トップ・マネジメント調査結果
第36回　企業の課題[組織・人
事編]グローバル経営を担う
リーダー
新任役員の素顔に関する調査
結果報告書
※新任取締役の選任以前の
経験の調査
経営人材育成実態調査 人材マネジメント調査2013
調査対象企業
経団連及び東京都経営者協
会会員1889社の労務担当役
員以上、回答数578社（有効回
収率30.6%）
協会会員企業1331社、294社
（有効回収率22.1%）
2012年1月から6月までに上場
企業で選任された新任取締役
1445人、有効回答数269名（有
効回収率18.6%）
従業員規模1000人以上の企
業263社（有効回答数）
東京証券取引所1部上場企業
1750社、有効回答数238社（有
効回収率13.6%）
制度などの有無
●経営者育成教育を受けてき
た経験　あり（33.5%）
●経営人材育成候補を選抜す
る企業が72.5 %
●次世代リーダーの選抜や育
成の仕組みや制度がある
(21.0%)、特別の仕組みはない
が意図的に選抜や育成を行っ
ている(20.2%)：合計41.2％
導入目的と背景
●中核人材に求めるもの：「新
たな課題にチャレンジできる」
(61.3％)
●「次世代経営層の発掘・育
成」が組織・人事領域の経営
課題の重要性認識（27.4％，全
体の2番目）
●次世代リーダーに求めるも
の１）既存事業を変革する能力
（65．0%）、新たな事業を生み
出す能力（60.5%）世界で戦える
経営能力（49.7%)。「世界で戦
える経営能力」は3000人以上
の製造業群では最も高くなる。
●背景　「経営人材育成に求
められるスピードが速まってい
る」(94.5%：「あてはまる」と「や
や当てはまる」の合計)、「経営
人材められる能力の質の変
化」(89.5%：同)
選抜対象層
●課長層（34.8%） ●次世代リーダー育成の対象
者平均年齢36.8歳
●次世代リーダー育成プログ
ラム年間対象人数　企業規模
「1000人以上5000人未満」
(32.5人)、「5000～10000人未
満」(57.0人)、「1万人以上」
(77.2人)
選抜方法
被選抜者管理部署
プログラム内容
●重視していること；計画的な
ローテーションによる複数のマ
ネジメント経験（81.0%）、既存
事業を再建するマネジメント経
験（67.0%）
●具体的プログラム；「次世代
を担うビジネスリーダー教育プ
ログラム」60.5%、「管理職前段
階での選抜研修」（49.7％）
●受けた経営者育成教育内容
で多いもの「社内のトップマネ
ジメント育成プログラム」
（50.0%）、「子会社・関連会社
の役員経験」（38.9％）
●少ないもの「海外ビジネスス
クールへの派遣」（5.6%）、「国
内外ビジネススクールへの留
学」（0％）
●育成方法としての異動・配置
経営人材候補の育成を目的と
した異動・配置を行っている
(58.4%)
●異動時期　最初に経営人材
候補の育成を目的に異動・配
置を行う時期　部長層
(59.1％)、課長層(58.4%)
●育成方法　MBAやexecutive
研修(59.2％)、海外へ派遣
(30.6%)
その他
●今後の強化の意向「次世代
を担うビジネスリーダー教育プ
ログラム」(77.2％)、「ビジネス
リーダー育成のためのキャリア
パス」(70.4%)
●選抜方法上の課題　選抜基
準があいまいである（68.9%）
●全般的課題　実施後の経過
観察やフォローが行われてい
ない(50.6%)、費用対効果が明
確でない49.8％、長期にわたる
継続的な取り組みができない
(48.3％)、身につけるべき能力
が明確になっていない(40.3%)
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２ 日本企業におけるホワイトカラーのキャリア・システムの実態研究 
 （１） 実態の確認方法について 
本節では日本企業のキャリア・システムが用意しているキャリアの幅、すなわちどの程
度横方向（異なる職務）に異動させるキャリア・システムであるか？という観点から検討
する。理由は経営者が保有する「総合的判断力」（猪木,2002）など、経営者に求められる
技量の習得のメカニズムを考える際、「総合的」というからには機能・職掌を超えた異動
による仕事経験が必要と思われるが、実際にどのようになっているのかを確認しておく
必要があるからである。しかしながら日本企業の次世代経営幹部候補のみを対象とした
研究は少ないため管理職層を対象としたものにまで広げて検討する。ここでは日本労働
研究機構（1997, 1998）、砂田・遊間（1998）、辻（2008）、平野・内田・鈴木（2008）、
一瀬（2012）を取り上げる。 
横への異動におけるキャリアを明らかにするためのアプローチとして２つの観点から
検討される（例えば日本労働研究機構；1997・1998）。１つは経験する機能3数に関する
ものであり、もう１つは一つの機能内で経験した職務数に関するものである。前者はさら
に２つに分かれる。１つは従業員の専門性に関するものであり、現在の会社における勤続
年数に占める最長経験機能分野の経験年数の比率である。専門性を重視するほど勤続年
数と最長経験機能分野の経験年数は 100％に近づくことになる。そしてもう一つは機能
の経験数である。機能の数が多いほど特定分野の専門家というよりはゼネラリストとし
ての育成を目指しているものと考えられる。 
後者は機能内での職務数ついてであるが、日本労働研究機構（1997）は以下のように
説明する。すなわち「広義の経理とはつぎの 3 領域の集合である。財務会計、管理会計、
資金（ファイナンス）である。このうち 10－15 年という中長期をとっても、１領域しか
                                                   
3 機能(function)とは人事・営業・経営企画・生産・広報など経営上の異なる基本的役割をさす。研究
者によっては職能という言葉を用いているが、同語は職務遂行能力の略称としても使用されるため、
本研究においては基本的に機能という語を用いる。ただし職能という語を用いた研究を引用する場合
は「職能」というように表記することとする。 
37 
 
経験しないタイプを狭、２領域を経験するものを中、3 領域とも経験するのを広となづけ
る。（中略）3 領域のうち２領域はよく経験しても、3 番目はすこし経験する場合も広と
みる（p.5）。」機能内に存在する異なる職務数のうちどの程度経験したかを表すものであ
る。 
本研究は次世代経営幹部候補がどのようなキャリアにおいてどのような技量を学習し
ているのか、について明らかにしていくことが第一の目的である。そしてその際猪木
（2002）が主張する「総合的判断力」などのものが学習されているのか、またあるとす
ればどのように学習されているのか、ということを中心テーマに据えている。そこで以下
では第 1 の機能数に関連する研究のレビューを行い、管理職においても課長クラスであ
れば一つの機能を中心にキャリア展開が図られることが多いが、部長、そして役員と上位
職になると他の機能へとキャリアの幅が広がる傾向にあることが示される。すなわち次
世代経営幹部候補の育成の基本は課長職以降の複数機能経験によるものである可能性が
高いということである。しかしながらこれはあくまでも一般的傾向であり、企業や企業内
における機能の特徴などにより、キャリアの在り方は影響を受けることも示される。 
（２） 機能数①：勤続年数に占める最長経験機能分野の経験年数の比率 
日本労働研究機構（1998）は、日本・アメリカ・ドイツの大手企業4の課長クラスの管
理職がどのような機能分野の経験をしているのか、について以下のような調査結果を報
告している。それによると日本企業は現在の会社における勤続年数に占める最長経験機
能分野の経験年数の比率が 76％以上の「単一職能型」は 39.2％、51～75％の「準単一職
能型」が 30.4％、50％以下の「複数職能型」が 30.4％（27.4％＋3.0％）となっていた。
一方アメリカ企業においては「単一職能型」は 65.6％、「準単一職能型」が 18.7％、「複
                                                   
4企業規模（従業員数）において日本企業は 1000 名～2999 名が 48％、3000 名以上 44％、アメリカ企
業は 3000 名以上が 93%、ドイツ企業は 3000 名以上が 45％で 999 名以下が 37％となっている。なお調
査の回答者は日本・アメリカ・ドイツ企業共に 4 割が部長クラスで約 6 割が課長クラスである。回答者
数は日本が 1567 名、アメリカが 752 名、ドイツが 674 名である。また職能別では人事・営業・経理の
うち日本企業は経理が 47％、ドイツは 42％が人事である。学歴において最も多い層は日本企業が大卒
で 84％を占め、アメリカ企業は大学院以上で 61％、ドイツ企業は短大卒以下で 42％となっている。 
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数職能型」が 15.7％（14.7％＋1.0％）となっていた。日米企業と同一企業属性とするた
めドイツ企業のうち従業員数 1000 名以上の企業に所属する 334 名を対象としたところ、
「単一職能型」は 52.4％、「準単一職能型」が 29.3％、「複数職能型」が 18. 3％（13.5％
＋4.8％）となっていた（表２－２－２参照）。日本企業はアメリカおよびドイツ企業と比
べて「複数職能型」および「準単一職能型」が多く、3 タイプが 3 割から 4 割でほぼ均等
に分かれていることがわかる。 
砂田・遊間（1998）は通信工業連盟、社団法人日本電機工業会（当時）加盟の 13 社
の情報、事務管理、人事・労務、能力開発などの 10 機能（同論文内では分野という語
が用いられている）の部長クラスの管理者 145 名を対象にその人々のキャリアパターン
を調査している。 
 
表２－２－２．最長経験職能分野とその経験期間 
 
日本労働研究機構（1998）p.13 をもとに筆者作成 
 
キャリアパターンと被調査者の現在担当の機能に対して A から D の 4 パターンが想定
されている。A パターンは該当機能の経験が他機能の経験よりも長い、B パターンは該当
機能と他機能の経験は同程度、C パターンは該当機能の経験は短く、他機能の経験が長
い、そして D パターンは該当機能の経験が全くなく、他機能のみの経験、というもので
２５％以下 ２６～５０％ ５１～７５％ ７６％以上 計
日本
計1415人 3.0 27.4 30.4 39.2 100.0
アメリカ
計619人 1.0 14.7 18.7 65.6 100.0
ドイツ
（従業員数1000名以上）
計334人
4.8 13.5 29.3 52.4 100.0
現在の会社における勤続年数に占める
最長経験職能分野の経験年数の比率(%)
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ある。A パターンは 49.7％、B パターンが 9.0％、C パターンが 23.4％、D パターンが
17.9％であった。A パターンは先の日本労働研究機構（1998）のキャリア類型では「単一
職能型」であり、電機業界において部長クラスになる人の約半数が「単一職能型」であり、
B パターンは「単一職能型」および「準単一職能型」に区分されるだろう。C パターンと
D パターンは共に「複数職能型」とみなすことができる。すなわち「単一職能型」および
「準単一職能型」で約 6 割、残り 4 割が「複数職能型」となる。この研究で面白いのは
新たに次の２つの発見があることだ。１つは企業別のキャリアパターン毎の出現率に大
きな違いがあることである。ある会社では A パターンが 82.3％いるが、別の会社では
26.7％となっており、業界環境よりも個別企業の条件により大きくキャリアパターンが
異なることが示唆されていることである。2 つめが分野別のキャリアパターンの特徴につ
いてである。機能分野によって他機能の経験を必要とするものと、しないものが存在する
ということである。情報・事務管理分野や経理・財務分野においては、ほとんどがその機
能内のみの経験者が部長になっており専門性が重視されていると考えられる。一方で経
営企画分野ではこの分野を経験することなく部長になる D パターンが 43.8％と半数近く
を占めていたという。また同一分野で専門能力を高めるパターンと他分野での経験を活
かすパターンに２分化している機能も確認されている。 
辻(2008)はトヨタ自動車の社内報に掲載された事技系社員2499人の人事異動記事をデ
ータベース化し、1960 年から 2000 年の間になされた約 8500 回の部署異動を分析して
いる。機能については総合企画、総務人事、国内営業、海外事業、開発技術、生産技術な
ど 1１に分類している。そして「キャリアの核」、すなわちある職業人の仕事能力の中核
となる部分とし操作的にはトヨタ在籍中に通算して最大（最長）の期間を過ごした部署と
いう概念を提示し、その部署に所属していた年数の分析を行っている。なお辻(2008)にお
けるキャリアの核を分析する際の部署とは先の 11 機能別のものとなっている。そして、
「印象深いのは、どの分野の社員も 20 年前後を同じ分野（機能）で過ごしていることで
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あり、同一分野（機能）での長期在籍がキャリア管理の大原則であることがここでも確認
できる」としている。キャリアの核における平均在籍年数は 22・6 年である。より詳細
には「製造生産、開発技術、生産技術、工務物流などの技術系分野や製造系分野では 23
年超である。これに対して総合企画、総務人事、購買調達などの事務系分野ではいくらか
短くなり 20 年程度である。」としている。同論文に掲載されている具体的数字としては
製造生産が 23.9 年、生産技術が 23.6 年、工務物流が 23.4 年であり、総合企画は 19.6 年、
総務人事は 20.4 年、購買調達が 21.1 年となっている。また辻（2008）では、到達最高
地位別にキャリアの核年数とキャリア核比率を算出している。キャリアの核年数におい
ては係長級が最高地位の者が 24.6 年、そして課長級が 24.5 年、次長級が 21.3 年、部長
級が 20.5 年、役員級が 21.7 年となっている。大きな傾向として高い地位まで出世した者
ほどキャリアの核年数は短くなっている（表２－２－３．参照）。 
 
表２―２－３．到達最高点とキャリア関連指標 
 
出典：辻（2008）一部抜粋 
 
 上述の辻（2008）から機能分野に関係なくトヨタでは職業キャリアの 6 割～7 割は同
一機能内で過ごすこと、そして事務系分野の機能と技術系分野の機能では、キャリアの核
機能における在籍年数に 3～4 年の差が存在していること、そしてキャリアの核年数は部
長・役員になる者の方が係長や課長が到達最高地位の者よりも短い傾向が存在すること
が伺える。 
最高地位 経験分野種類数(回) キャリア核年数(年) キャリア核比率(%)
4係長級 1.2 24.6 65.3
5課長級 1.6 24.5 71.0
6次長級 1.9 21.3 67.4
7部長級 2.2 20.5 64.5
8役員級 2.1 21.7 63.6
合計 1.8 22.6 67.8
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平野・内田・鈴木（2008）はハウス食品株式会社の 28 名の部長・次長クラスの調査を
行い、同様の分析を行っている。それによると最長経験機能分野の経験年数が勤続年数に
占める割合は最大が 100％で最小が 34％となっている。日本労働研究機構（1998）と同
様に 76％以上の「単一職能型」、51％～75％までの「準単一職能型」および 50％以下の
「複数職能型」に平野ら（2008）に示されているデータを用いて筆者が分類すると、「単
一職能型」が最も多く 78.6％、次いで「準単一職能型」の 14.3％、そして「複数職能型」
は 7.1％となった。最長経験機能分野の経験年数の勤続年数に占める割合という観点から
みるとハウス食品株式会社は、アメリカ型の企業に近いことがうかがえる。 
一瀬（2013）は警察官僚（警察庁）と地方採用警察官のキャリアの幅を分析している。
これによると警察官僚は平均的には其々の全キャリアのうち、1／3 が官房系業務、キャ
リアの核（特定専門分野）に 1／3、その他業務＋出向に 1／３ずつに振り分けられてい
た。一方地方警察においては警部までは同一職務内の幅広いキャリアを経験し、時に他部
門を経験するキャリア・システムとなっていた。ただし地方警察官の中でも警視以上（警
察全体の２％）の上位層では徐々にキャリアの幅が広くなり、官房系業務の経験年数が増
えるような技能形成手法が採られていることが確認された、とする。そして「警察官僚は、
官房系（総務・警務）部門に多くの人的資源を配分しながら他部門への多彩な異動が行わ
れているが、それは自治体警察(25 万人）を含めた警察組織全体をマネジメントするため
の必須技能である『総合的判断力』を警察庁が国家組織として蓄積するためのシステムで
あると言える」とした。 
民間企業とは異なるものの、現場のオペレーションを担当するも者は基本的に 1 つの
機能内を中心とした「単一職能型」、「準単一職能型」のキャリアを歩み、組織全体への責
任を有する（ことを期待される）者については「複数職能型」のキャリアとなっているこ
とは、辻（2008）のトヨタを対象とした研究と同様の内容となっている。 
 ここから日本企業の課長クラス以上のキャリアにおいて平均的には「単一職能型」「準
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単一職能型」「複数職能型」それぞれが一定比率は存在することが明らかである。そして
日本企業は課長クラス以上においてアメリカやドイツ企業と比べ専門性のみだけでなく、
より多くの機能を経験したゼネラリスト型の人材（「複数職能型」）が存在していることを
示している。しかしその比率などは機能や企業の要因によって大きく影響を受けること
も確認された。また特定の機能間で異動が多くなされる可能性も一部の研究から示され
た。次世代経営幹部候補のキャリア経験における学習を検討していくうえで参考になる
のが、辻（2008）による分析であった。それは部長級もしくは役員級まで到達した人材
のキャリアの核における年数が係長や課長層よりも短いというもので、これは一瀬（2013）
の警察官僚を対象とした研究と同様のものとなっており、経営幹部に求められる組織全
体を管理するための総合的判断力を開発することが企図されているのではないか、と考
えられる。 
なおこれらの研究のいくつかは次世代経営幹部候補を含む課長層から部長層を対象と
したものであること、また機能分類が統一されていないこと、さらに「単一職能型」、「準
単一職能型」、「複数職能型」という分類は今回比較を容易にするために便宜的に日本労働
研究機構（1998）に揃えたものであり、この分類自体に理論的もしくは経験的な根拠が
あるわけではないことに留意する必要がある。 
 （３） 機能数②：経験機能数 
 ここでは次世代経営幹部候補が実際にいくつの機能を経験しているのか、を明らかに
していきたい。 
先にも示した砂田・遊間（1998）の通信工業連盟・日本電気機械工業会加盟の 13 社を
対象とした研究において、機能間の異動に特定の傾向が存在し、４つのグループが存在し
ていたという。第１のグループは人事・労務・能力開発と法務・総務である。第２のグル
ープが生産管理と物流管理である。第３のグループが営業・マーケティング分野を中心
に、国際業務と経営企画である。そして第４のグループが経営企画を中心に、経理・財務
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分野と営業・マーケティング分野である。そして電気機械器具製造業においては、分野
（機能）及び複数の分野（機能）を含むキャリアグループ内で異動する専門的なキャリア
形成がされている、としている。このことは経験機能数が２～3 程度になることを含意し
ている。 
守島（2002）は先の日本労働研究機構（1998）のデータを用いてキャリアの幅につい
て分析を行っている。それによると日本企業の人事部長・人事課長・営業部長・営業課長・
経理部長・経理課長それぞれの経験機能数を算出している。人事部長が 3.26、人事課長
が 2.58、営業部長が 4.38、営業課長が 4.06、経理部長が 2.68、経理課長が 2.21 である。 
ここから日本企業のホワイトカラー管理職層は平均的には２～5 機能を経験すること
が伺える。また課長よりも部長の方がどの機能においても数値が高くなっている。課長か
ら部長の間に新たな機能を経験する傾向があり、また経験機能数はそれほど多くないこ
とから、キャリアの初期には同一機能内に傾向があることが推測される。守島（2002）
は、早い時期から、職能（機能）間を横断してキャリアを開発することは一つの職能内で
複数の職域を経験する際に積み上げの効果が期待できず、人材開発のためにはあまり有
効ではないと推測され（中略）我が国では、部長や課長という中間管理職レベルから、将
来の経営者層の育成を意図した職能（機能）を横断したキャリアの拡大が始まると解釈さ
れよう、とした（284 頁）。 
 辻（2008）によるトヨタのデータ分析よると事技系社員が経験する機能数は平均で 1.78
回であった。より詳細には 1 分野（機能）経験者が 48％、２分野（機能）経験者が 33％、
3 分野（機能）以上の経験者が 20％であった。そして社員の 8 割（1 分野（機能）＋２分
野（機能）経験者）のキャリア形成は深さ追求であり、例外的な２割（３分野（機能）以
上経験者）が幅追求型になっている、とした。この研究では調査対象者の到達最高地位と
経験分野（機能）数の分析も行っている（表２－２－３．参照）。到達最高地位が係長級
では経験分野（機能）数は平均 1.2、課長級 1.6 に対し、部長級は 2.2、役員級は 2.1 と
44 
 
多くなっている。先のキャリアの核に関する調査と同様に到達地位が高くなると経験機
能数が増えることが確認された。 
 平野ら（2008）に示されているハウス食品株式会社のデータを計算すると、経験機能
数は 2.1 となる。同論文内においても経験した職能数の平均は２を超え、とある。平野ら
（2008）はさらに調査対象者が入社時から係長任用時、課長任用時、次長任用時、部長
任用時の各段階においてどの機能に配属されていたのかという、キャリアパスを明らか
にし、分析をしている。それによると「研究・開発部門以外の多くのマネジャーは、現場
第一線（地方の支店・出張所）からキャリアをスタートさせ、営業関連の知識を得た後に
他の部署（機能）へと移っていることがわかる。また、特定の職能（機能）の部署（営業
企画、資材・購買、工程管理、製品開発・設計）には新入社員は全く配属されていない。
これらの部署は、ハウス食品において戦略的に重要な職能（機能）であり、他の部門での
経験を経たうえで配属されている」としている（平野ら, 2008）。すなわち企業の採用す
る戦略要因によりいくつかの他の機能を経験しないと配属されない機能が存在する可能
性がある、ということである。 
 また同研究は機能毎の平均経験機能数を算出している。それによると経営企画は２（1
名）、法務５（1 名）、経理・財務２（1 名）、人事・教育２（1 名）、総務・秘書４（1 名）、
営業企画 2.6（5 名）、販売・営業２（8 名）、貿易・海外事業２（1 名）、資材・購買・工
程管理２（1 名）生産技術・生産管理１（２名）、製品開発・設計２（1 名）、研究・開発
1.2（5 名）となっている。生産技術・生産管理および研究・開発機能は入社後ほとんど
の人が異動せずに配属されていることがわかる。つまり機能によって必要とされるキャ
リアの幅が異なることが示唆されている。 
 経験機能数の観点から次世代経営幹部候補のキャリアの実際を検討してきたが、ここ
で明らかになったことは、一般的に管理職になっている人は２から 3 の異なる機能を経
験しており、その中でも役員などに到達する人はそれより多くの異なる機能を経験する、
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ということである。あくまでも平均的な像であるが、課長級までは基本は専門性を重視し
た異動がなされるが、経営幹部のポジションに近づくにつれ、多機能を経験するようにな
るというものである。しかしながらこのような一般的傾向は各企業の戦略や機能そのも
のの特性などにより影響を受けることも明らかになった。 
（４） 小括：日本企業におけるホワイトカラーのキャリア・システムの実態 
次世代経営幹部候補のキャリアの実態を明らかにするために、本節では日本企業にお
けるホワイトカラーのキャリア・システムの実態についての研究について、勤続年数に占
める最長経験機能分野の経験年数の比率および経験機能数の観点から接近した。その結
果どちらのアプローチからも同様の内容が確認された。確認された内容は以下の５点で
ある。 
・日本企業の管理職は平均的に２から３の異なる機能を経験している 
・日本企業の管理職には「単一職能型」、「準単一職能型」、「複数職能型」それぞれが存
在している 
・日本企業の管理職のうち、経営幹部になる者はならないものに比べて経験機能数が
多い傾向にある。すなわち次世代経営幹部候補は異なる機能経験による育成がなされて
いる可能性が高い 
・日本企業は一般的に課長職級までは専門性を中心とした機能内の異動の方が多く「単
一職能型」、「準単一職能型」が多いが、その後は「複数職能型」に移行するという傾向が
みられる 
・上記１から４の日本企業の管理職のキャリアの実態の平均的傾向は、あくまでも平
均的なものであり個別企業の戦略やその企業内における機能の特性などにより影響を受
ける 
 ここでは日本企業のホワイトカラーのキャリア・システムの実態を見てきた。レビュー
してきた研究から一般的な傾向として上記 5 点を特徴とした。しかしながら多くの研究
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がメーカー中心のものであることを考慮する必要があろう。 
 
Ⅲ 次世代経営幹部候補のキャリア経験からの技量：技量分類枠組みの構築 
 
 １ はじめに 
ここでは次世代経営幹部候補が学習している技量について検討していく。ただし前に
記したように次世代経営幹部候補を明示的に選抜し育成していくプログラムが日本企業
に導入されるようになってまだ 10 年である。それゆえに次世代経営幹部候補のみを対象
にした育成の研究は筆者の知る限りない。また技量に焦点をあてた研究もない。そこで次
世代経営幹部候補に求められるものは経営幹部が有するものであり、技量は能力・資質の
中に含まれるものであることから、日本企業の経営幹部が有する、もしくは学習した能
力・資質に関する研究をレビューし、次世代経営幹部候補がキャリア経験の中からいかな
る技量を学習するのかということについてのヒントを得ていこうというものである。そ
の上で次章において実証研究を行う際の次世代経営幹部候補の技量を分類する枠組みを
構築する。 
まず小池（2005）のホワイトカラー層を対象にした知的熟練論を中心に、知的熟練論
を確認する。次いで橘木（1995）、伊藤・照山（1995）の日本企業の役員を対象としたゼ
ネラリストとしての資質・能力に関する研究をとりあげる。その上で経験学習を想定し
た、もしくはそれに類似したフレームを採用している研究に基づくものを確認していく。
具体的には McCall, Lombardo, & Morrison（1998）や金井・古野（2001）、金井（2002）
の一皮むけた経験と学習に関する研究、および松尾(2013)の管理職の経験学習と能力に
関する研究である。 
上記の検討が終了した後、検討結果およびホワイトカラーのスキルに関する分類軸を
提示している本田（沖津）（2002）を検討し、技量の分類枠組みを構築する。 
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２ 知的熟練論の検討 
 小池（2005）はホワイトカラー層がキャリアの中での経験から不確実性対処の能の力
（知的熟練）を獲得するメカニズムを日本労働研究機構（1997）のケースなどを用いな
がら詳しく説明している。以下にその内容を要約して示す。まず第一線あるいは下積み経
験により、ある機能に配属されたホワイトカラー層の人は、そこでの業務に必要な基礎的
知識を習得する。メーカーにおける経理担当者の予算管理の仕事には、原価管理における
予実分析を適切に行い得る力が必要であり、そのためには製造過程や製品の知識が不可
欠になる。すなわちキャリアの初期に工場に配属され、製造ラインの原価管理を経験する
必要があるということである。そしてその後同一機能内の同じ職務において製品・組織・
市場などの異なる職場に異動して、経験の幅を広げるようになる。但しその範囲は同一機
能内そして同一製品群の事業部（本部）内に留まることが普通であるとする。 
 同一機能内に留まる理由としては２つを挙げる。第 1 は他の機能に異動すると、そこ
で必要な技量の習得にかかるコストが大きく、そのコストが異動による利益を超えてし
まうことである。なおこの習得のコストは企業にとっての訓練コストと考えて差し支え
ないであろう。小池（2005）では予算管理の人が営業に異動することがない理由として
以下のように説明する。すなわち、「なぜ経理のなかにとどまるのか。予算管理の仕事を
見ていけば、製造過程や営業の動向の分析も極めて重要であった。かといって営業に回っ
てもそこで戦力になるほど熟達するには時間がかかりすぎる。要するに、経験を広げすぎ
ると損失が利得をこえる。」とする。 
 同一製品群の事業部（事業本部）に留まる第２の理由としては、異動前の事業部で習得
した技能が活用できなくなることによる機会コストが発生するからだとする。小池（2005）
は「もし半導体事業本部から産業機械本部へ移動すれば、折角の製品知識、製造知識、市
場知識が活用できない。移るときは産業構造の変動に応じた雇用調整の意味となる。」と
48 
 
している。それゆえ幅広い 1 職能（機能）型か、せいぜい主＋副職能（機能）型つまり営
業 12 年人事 3 年などというタイプになろう（小池；2005，p.62）、と主張している。こ
れは第 1 節で検討した日本労働研究機構（1998）のキャリア分類における「単一職能型」
（単一職能型）および「準単一職能型」（主＋副職能（機能）型）と同じである。同様の
ことを中村（1992）、野田（1995）も主張する。 このような基本的に「専門のなかでの
幅広さ」（小池, 2005）が不確実性対処の能力の涵養に関係しているのかということであ
るが、小池（2005）は２つの重層的効果を指摘する。 
 １つは多様で複雑な問題への対処である。小池（2005）は卸の営業の例を挙げる。こ
れによると卸の営業で最も要求される技能は顧客への相談機能である、とする。そして顧
客である小売店の商圏は多様で、個性を踏まえて提案する必要があり、そのような技能を
身に着けるためには多様な地域、多様な店を経験しなければならないとする。このことを
抽象化して整理すると同一職務を多様な文脈で遂行し経験し学習することで、様々な状
況への対処能力が高まる、ということであろう。ただし先にも示したように技量の機会コ
ストを発生させない範囲という制限が存在する。 
 もう１つは重層的な相互作用である。小池（2005）ではデパートの例で説明している。
すなわちデパートの紳士服部門において店頭販売を 10 年ほど経験すると、ときに仕入れ
に異動となる。またその後仕入を経験した後店頭販売に戻ることもある、という。これは
仕入れという職務には単に商品を仕入れるだけではなく商品開発の企画も行うので、店
頭での消費者の要求を知ることが基本となる。また仕入れにおいて関連する複数商品を
順次経験すると、メーカー、デザイナー、問屋をよく知り、その人たちとの交渉の在り方
なども理解するようになる。店頭販売に戻るとこれら関係者のことを念頭に置いたうえ
での適切な意見を仕入れに伝えることができるようになる、ということだ。つまり同一機
能内の職務遂行上の知識や技量間に相互の補完関係が存在する場合、新しい職務に異動
した際に補完関係から異動先で学習コストを上回る価値を提供できる。また元の機能に
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戻った際にも、異動先での技能と元に戻った機能における職務との補完関係による重層
的な相互作用効果から利益が見込め、またこの場合は最初の職務の技量などの習得のた
めにかかった費用が埋没しないので、専門の中での幅広さを企業は追求するということ
である。 
 ここから小池（2005）が主張するホワイトカラー層の知的熟練の本質は同一機能内に
おける同一職務を多様な文脈で行うことによる「多様で複雑な問題への対処能力」と同一
機能内の異なる職務を経験し、その職務間補完関係の理解に基づいた「重層的な相互作用
による問題処理能力の向上」ということになる。 
なおこの論にはいくつかの前提もしくは範囲が設定されているように思われる。第 1
がキャリアによるホワイトカラーの能力開発の目的を特定の事業（本）部や機能内におけ
る不確実性処理に限定しているということである。前節で課長級より上位層になるほど
専門外の機能への異動がみられることを確認し、その上で経営幹部に求められる総合的
判断力（猪木；2002）や守島（2002）が提示した「経営者層の育成」などがなされてい
る可能性が示されていたが、ホワイトカラー層を対象とした知的熟練論では説明の対象
範囲に入っていない可能性がある。複数事業部や複数機能を経験することによる会社全
体についての知識を増やし、そのレベルで判断したり、全体を統率したり、変革したりす
る技量を次世代経営幹部候補に学習してもらうことが必要であれば、一つの事業部や機
能で得た知識や技量の機会コストが発生しようとも、それが理由で事業（本部）間もしく
は機能間異動を行わないということは、それ自体が非合理的なこととなる。例えば実際企
業経営においては全く異なる事業間におけるシナジー効果も存在する（例えば Campbell, 
1998）。このことは事業間シナジーの創出・管理・再構築などについては複数の製品や地
域事業部を経験している経営幹部の存在が有効となることも考えられる。先の機会コス
ト問題のみをとりあげるということは、事業間シナジーを考慮しない事業部や機能（部）
の運営を前提とするもので、次世代経営幹部候補にならない大多数の管理職クラスまで
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のホワイトカラーを基本的に対象としていると考えられる。 
このことは異動による機会コストを根拠とした事業部内及び機能内に基本的に範囲を
限るキャリアの幅の問題の再考を必要とする可能性を示唆する。それはもし経営幹部に
求められるこれらの総合的判断力が企業特殊性を有するものであり、外部労働市場から
の調達が困難であるならば、企業は必然的にこれらの能力を自前で開発する必要がある。
しかし一方で経営幹部人材のポストは限られている。ここらへんに一部の人材対象に総
合的判断力を育成し、大多数の人にはそのことを行わない理由が存在する可能性がある。 
第２は職務遂行における価値創造プロセスにおける不確実性処理、即ち技術上の不確
実性処理に焦点を当てているものであり、リーダーシップやその基盤としての信頼蓄積
(Hollander;1978)、事業部ごとに異なる組織文化の理解等といった組織的側面には照射し
ていない。 
第 3 に新たなところに異動した場合、一から全て学習しなければならないということ
を前提としている可能性が高いことである。このことはこの知的熟練論において適正な
キャリアの幅の根拠となっていることなので、この点に関しては認知科学における学習
理論からの検討が必要であろう。第 1 と第２の点については知的熟練論の理論上の適用
可能範囲に関するもので、理論的問題点を指摘するものではない。本研究との関係からす
ると次世代経営幹部候補が知的熟練論の対象範囲となるのか否かが問題となる。経営幹
部候補に事業間シナジーなど複数事業部や異なる製品群の総合的管理や組織的側面が求
められるのか否か、に関係する。 
 
 ３ ゼネラリストとしての能力・資質に関する研究群の検討 
 一方で機能領域とは関係のない、よりゼネラリストとしての能力・資質が重要であると
いう研究も存在する。橘木（1995）、伊藤・照山（1995）は全国上場企業および非上場の
大手生損保会社の役員より無作為抽出した 8000 人を対象として被調査者本人が認識し
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ている役員の能力・資質に関する研究を行っている。橘木（1995）は因子分析を行い、そ
の結果から 3 因子を抽出している。第 1 因子は「協調性・公平性・そして信用の高さ」、
第２因子は「強い精神力・斬新さ・冒険心」、そして第 3 因子が「知識の豊かさと計画性」
である。伊藤・照山（1995）は会社役員にとっての重要な能力・資質について記述された
項目の平均点を算出し、「公平さ」「組織作りと統率力」「多様な情報を処理・統合する能
力」「会社と事業についての広範な知識」の 4項目において高い値を示していることから、
これらを役員の能力・資質としている。そして役員はスペシャリストよりゼネラリストと
しての能力・資質がより重視されているとした。 
 この２つの研究において重要なことは、以下の２つであろう。第 1 に特定の機能に関
する知識とは関係ない能力・資質が役員に必要なものと本人たちが認識していることで
ある。第２は会社組織を束ね動かしていくためのリーダーシップや、会社や事業全体につ
いての広範な知識といったものが役員に必要なものと認識していることである。役員に
はスペシャリストよりゼネラリストとしての資質が求められているという結論となって
いる。 
 これらの研究は日本の主要企業の役員を対象とした体系的実態調査として大変意義の
あるものであるが、理論的に説明する作業が今後に委ねられている。特に役員がゼネラリ
ストとしての資質や能力が求められているということであるならば、それはどうしてか、
またスペシャリストとしての技量などは役員に不要なのか否かについても明らかにして
いく必要があろう。 
 
４ 「一皮むけた経験」とリーダーの持論に関する研究群の検討 
 McCall, , Lombardo, & Morrison（1988）はホワイトカラー管理職のキャリア上の経験
と学習の関係を明らかにしている5。それによると成長する経験(developmental events)は
                                                   
5 McCall, et. al.（1988）は 1981 年より調査開始し、最初に 3 社 79 名のインタビュー調査を行い、
その後追加で他の 3 社から半構造化質問紙調査を行い 112 名の回答を得ている。合計 6 社 191 件が分
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１．厳しい試練：職務配属からの学び(trial by fire: learning from job assignments)、
２．他者が重要な時(when other people matter)、３．修羅場(hardship)の 3 領域に分類
し、さらにそれぞれをより具体的な経験に細分化している。 
 まず１．厳しい試練：配属からの学びであるが、これは中分類として①場づくり
(setting the stage)、②説得による先導(leading by persuasion)、③ラインでの指揮
(leading on line)が設定されている。①場づくりにおいては⑴初期の仕事経験(early work 
experience)、⑵最初の管理職業務(first supervisory job)、②説得による先導では⑴プロジ
ェクト／タスクフォースへの配属(project/task force assignments)、⑵ラインからスタッ
フへの異動(line to staff switches)、③ラインでの指揮では⑴ゼロからのスタート(starting 
from scratch)、⑵事業の立て直し(turning a business around)、⑶広範囲の管理
(managing a larger scope)に類型化され、まとめられている。次いで２．他者が重要な時
において、であるが⑴上司(bosses)のみに分類されている。最後の３．修羅場であるが、
これは⑴個人的トラウマ(personal trauma)、⑵キャリアの挫折(career setback)、⑶仕事
の変更(changing job)、⑷事業の失敗(business mistakes)、⑸部下の業務遂行問題
(subordinate performance problems)の 5 つに類型化されている。 
  McCall, et. al.（1988）ではこれらの経験に対し特定の学習が伴う傾向があるとし、
以下のように分析している（表２－３－１参照）。 
金井（2002）は一皮むけた経験となるものは以下の 8 種類の異動や配属であることを示し
ている。第 1 が入社 初期の配属、第 2 が初めての管理職、第 3 がプロジェクト・チーム
への参加、第 4 がラインからスタッフ部門・業務への配属、第 5 が新規事業・新市場開発
などゼロからの立ち上げ、第 6 が悲惨な部門・業務の事態改善、第 7 が昇格・昇進による
権限拡大、第 8 のその他上記以外の異動・配属である。なおこのような経験からどのよう 
                                                   
析の中心。最終的には計 12 社以上でデータ収集がなされる。対象企業はすべてフォーチュン５００
で、被調査者の属性は全員白人・男性・年齢は４０打前半から半ば。ここから 616 のイベントと 1547
の教訓を得た、としている。 
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表２－３－１．経験と学習内容の関係 
  
 
経験領域 経験（大分類） 経験（中分類） 潜在的な教訓：主要学習要旨
労働の世界への移行。一連の現実経験ー学校では教わらない多くの学ぶべき
ことがあることの認識
働く人々。人々の違い、彼ら／彼女らを動機づけているものへの洞察
自己についての洞察。組織において物事を行い新たな状況を操る技量への自
信
(2)最初の管理職業務
管理は技術的な仕事と異なる：人々を効果的に扱うことを学ぶことが管理の中
心である
(1)プロジェクト／タスク
フォースへの配属
他者の視点の理解：他者の経験を持ち合わせておらず、またしばしば状況を制
御する手段がないので、管理者は納得させたり、説得したり他者の考えを学ぶ
ために質問することを学ぶ。管理者はプロジェクトを完了するために共通の目
標と戦略を導入するためにこの知識を用いていた
企業戦略と文化の理解：管理者は事業の可能性を考えるより広範な技術的フ
レームワークを開発し、そしてどの可能性が実現するのかについて企業文化が
影響を与えることを理解するに至っていた
曖昧な状況への対処：管理者は正しい答えなどありえない、またほとんど見え
ないようなトピックについて力のあるエグゼクティブと折り合いをつけなければな
らないことについての不安への対処を学んでいた
混沌とした状況や様々な要求から、管理者は何が重要かをいかにして明らかに
するか、そしてそれらを片づけるためにどのように構造化すればよいかを学習
していた
スタッフをつくることで管理職は部下の選抜方法、訓練方法、動機づけ方法を
学習した
こうした経験を乗り切ることで管理職は困難な状況でもなんとかやっていけるこ
とを学んでいた。この素晴らしい忍耐力により自信を深め、リスクテイクの意志
を増大させていた
管理職は直接如何にリーダーシップが重要で、その役割は如何に孤独なものと
なりえるかを学習していた
毅然と説得的になること：　管理者はどの選択肢を選ぼうとも、人に関するコス
トが存在するような時でも毅然とした意思決定ができるようになった。また何か
を取り壊し、再構築する最良の方法は他者を変革に取り込むことであることを
学んでいた
毅然となり人を手段として扱うようになること（ダークサイド）：何人かの管理者
は目の前の仕事に焦点を当て、人を通してではなく数字で変革を行った。悲惨
な状況においてはこのことは時として必要となるが、人へのケアの欠如は非生
産的であった。立て直しの任務により毅然さ、構造および事業を好転させるた
めに必要なコントロールシステムの作り方を学習していた。管理者は、そうであ
らねばならない時は殆ど説得的であった。完全な権限を有している場合は、し
ばしば他者を手段的に扱っていた
他者を信頼すること：　職務が大きくなると管理者は直接に行うだけではなく、他
者を動機づけて自分たちが設定した仕事を達成させることを強いられるように
感じていたー管理職は部下を育てることですべきことを自ら決定できるように
なっていた
エグゼクティブのように考えること：　管理者は精神的に移行していた－物事を
うまく行うことから物事がうまくなされることを見ることへと
管理上の効果性に向けての活動中の価値の重要性について
組織において人はいかに扱われるべきか、そして管理者の部下に対する特別
な責任について
隠れた欠陥および強み弱みとなり得ることの潜在的な損害効果について
（２）事業の立て直し
（３）広範囲の管理
③ラインでの指揮
厳しい試練：
配属からの学
び
（１）上司２．他者が重要な時
(1)初期の仕事経験
①場づくり
(2)ラインからスタッフへ
の異動
②説得による先導
(1)ゼロからのスタート
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表２－３－１．つづき 
 
 
出典：McCall, et al(1998)pp.15-117 の内容を基に筆者作成 
 
なことが学ばれているのか、ということであるが、例えば第 5 の新規事業・新市場開発
などゼロからの立ち上げにおいては「関与している仕事全般」「戦略的考え方」「組織・管
理体制の構築・活用」「交渉時の戦略」「逆境に負けない」「曖昧な状況に対処する」など
が学ばれているとしている。これらは特定機能においてのみ必要とされるものではなく、
マネジメントを行い、リーダーシップを発揮する際には有効と考えられるものである。  
金井・古野（2001）は関西経済連合会の人材育成委員会に参加している企業 19 社のト
ップ 20 名およびリクルートワークス研究所によって収集された日本のリーディングカン 
パニー10 社の次世代リーダー候補 26 名を対象に McCall, et. al.（1988）と同様の研究を
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行っている。ただしデータ収集方法は全てインタビュー調査によっている。それによると
日本企業で成功を収めている管理職層は自身の仕事経験の中からリーダーの要件を学習
し、それによりリーダーシップを発揮していることを明らかにし、そうした学習のきっか
けとなる経験を「一皮むけた経験」と呼び、経験と学習内容についてまとめている。関西
経済連合会所属企業トップのデータによると一皮むけた経験となるものは以下の 8 種類
の異動や配属であるとしている。第 1 が入社 初期の配属、第２が初めての管理職、第 3
がプロジェクト・チームへの参加、第 4 がラインからスタッフ部門・業務への配属、第 5
が新規事業・新市場開発などゼロからの立ち上げ、第 6 が悲惨な部門・業務の事態改善、
第 7 が昇格・昇進による権限拡大、第 8 がその他上記以外の異動・配属である。そして
経験から学習した教訓としては 5 領域に分類された 33 個のものが明らかにされている。
5 領域と各領域内の項目例および数を示すと、第 1 の領域は業務などの設定・遂行で「関
与している仕事全般」など 6 項目、第２が人的な関係への対応で「他人の考えを理解す
る」など 12 項目、第 3 が基本的な価値で「基本的なマネジメントのあり方」など 3 項目、
第 4 が幹部としての気質で「逆境に負けない」など 6 項目、第 5 が個人としての気付き
で「自分の限界と盲点」など 6 項目である（金井・古野；2001）。 
 これら一連の研究から明らかなのがプロジェクト・チームへの配属、スタッフ部門へ
の配属、ゼロからの立ち上げなど一つの機能内の職務の範囲を超える業務が割当てられ
る、もしくは他機能への異動と考えられるものが主要なイベントであることが明らかに
なっていることである。特に金井・古野（2001）では新規事業の立ち上げなどゼロから
の立ち上げの経験は他の経験と比べはるかに多くの教訓が得られている。しかもその経
験により頻度多く学習され（3 回以上）、それ以外の経験ではあまり学習されない（ゼロ
からの立上げによる学習が 50％以上）教訓は、戦略的考え方（業務などの設定・遂
行）、組織・管理体制の構築・活用（業務などの設定・遂行）、交渉時の戦略（人的な関
係への対応）などである。これらは伊藤・照山（1995）の「多様な情報を処理・統合す
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る能力」「会社と事業についての広範な知識」などに対応するものである。また事態改
善・再構築という異動・配属の経験もトップとなった人に多くの学習をもたらしてい
る。その中には逆境に負けないなどがあり、これは先の橘木(1995)の「強い精神力・斬
新さ・冒険心」と同様のものと考えられる。 
 即ち機能というひとつの専門領域だけで対応できるものでなく、複数の様々な機能上
の知識などを動員し、対処しなければならない新規事業や新組織の構築、不振事業など
の再構築などの経験が最終的に経営幹部となっている人の能力などの開発に役立ってい
ることが伺える。 
 この調査は西山（2004）により追試がなされている。それによると一皮むけた経験（一
皮むけたイベント）やそこからのレッスンにおいて出現順位などは異なるもののほぼ同
様のものが確認されている。 
 リーダーシップの持論形成論が本研究に示唆することは以下の３つがある。第 1 は縦
方向も含むが異動や配属において、特定機能とは関係のない組織のマネジメントやリー
ダーシップに関する学習がなされていることである。第２が異動の中には新規事業・新市
場開拓などゼロからの立ち上げを行う職務へと異動する人材がおり、これは知的熟練論
が主張する学習コストを意識した「専門内での幅広い経験」という考えでは、そもそも説
明しづらい可能性がある現象が存在する、ということである。第 3 は経験し、それを内
省し、教訓を得るという Kolb(1984)の経験学習論に類似するフレームを暗黙的に採用し
ていることである。 
 またこの研究の特徴としては、全ての経験が学習の契機となるのではなく、特定経験が
特定の学習に繋がりやすいことを示しているが、長期にわたり経験から学んだ複数の教
訓の統合であったり、過去に学んだことの学習棄却などはなぜ生じるのか、ということに
ついての説明はなされていない。このことについて谷口（2011）はこれらの研究の問題
点の一つとして、経験からの学習が生み出す、個人の信念あるいは持論といった概念との
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関係であるとしたうえで、時間的な積み重なりと、その中での信念の強化を考慮していな
いため、経験を一つひとつ切り離して分析している（谷口，2011）としている。このこと
はもう 1つの特徴の原因ともなっている。それは対象者の具体経験（concrete experience）
のみを焦点化していることである。経験学習以外の学習（例えば次節で検討するメディア
による学習など）がなされているか、またあるとすれば技量にどのような影響を与えるの
かなどは今後検討していく必要があるだろう。 
 なおリーダーシップの持論研究も対象が必ずしも次世代経営幹部候補だけでなく管理
職全般となっていることに注意が必要である。 
  
５ 日本企業の管理職の経験学習と能力の関係に関する研究の検討 
松尾（2013）はKolb(1984)の経験学習論の視座から管理職の経験と能力の関係を調べ、
３つの学習系統が存在していた、とする。それらは「情報系の経験と学習」、「目標系の経
験と学習」および「実行系の経験と学習」である。「情報系の経験と学習」とは部門を超
えた連携の経験により情報分析力が高まることであり、「目標系の経験と学習」は部下育
成の経験により目標共有力が高まることであり、「実行系の経験と学習」とはマネジャー
の変革へ参加した経験により事業実行力が高まることである。そしてこの研究では上記
３つの学習系統は担当者・課長職・部長職といったキャリア段階での違いは見られなかっ
た、という。そしてこのことに対して、人が特定の経験を積むとき、組織における役割の
重さよりも、その出来ごとに「かかわる」こと自体に重要な意味があることを示している。
つまりマネジャーになる前であっても、マネジャーとしての必要な能力を獲得できると
いうことを示唆するものである（p.118）、としている。 
なお松尾（2013）の研究では日本の大規模製造業 A 社の部長・事業部長クラスのマネ
ジャー914 名に対し、自由記述調査を行い、それを基に質問紙を作成し定量調査を行って
いる（回答者 315 名，回収率 34.4％，部長 167 名・事業部長クラス 148 名）。さらに株
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式会社マネジメントサービスセンターが主催するアセスメント研修を受講した中堅・大
手企業 11 社の課長クラスのマネジャー209 名を対象に A 社と同じ質問紙調査を行って
いる（回収率 100％）。そして経験を含む各種尺度は調査対象者が A 社においては担当者
時代、課長時代、部長時代の、11 社調査においては担当者時代、課長時代における経験
と獲得した能力についての５つのデータセットを作成し、因子分析を行い、各時代に共通
した因子及び項目を抽出して作成されている。すなわちキャリア段階固有の経験などは
この調査では対象となっていないことを確認しておきたい。 
なおマネジャーの経験である「部門を超えた連携の経験」「部下育成の経験」「変革に参
加した経験」それぞれの定義であるが、それぞれ以下のようになされている。まず「部門
を超えた連携の経験」とは自分が担当している部門を超えて、他部門、グループ会社、関
連会社と連携しながら事業活動を進めた経験である、とする（松尾,2013；p.50）。「部下
育成の経験」は仕事を通して部下を育成したり、部下のモチベーションを管理したり、組
織としての一体感を醸成した経験を指す、としている（松尾,2013；p.52）。また「変革に
参加した経験」は、事業の再編・統合・撤退への参加、組織構造や制度改革の推進、様々
なレベルの戦略立案にかかわった経験（松尾,2013；p.49）、としている。なお A 社にお
いて担当者時代、課長時代、部長時代に分けて、それぞれの経験の度合いを比較すると、
各キャリア段階を通じて「部下育成の経験」のスコアが最も高く、次いで「部門を超えた
連携の経験」がその次に来ており、「変革に参加した経験」のスコアが最も低かった。そ
こから日本企業のマネジャーはこうした活動（変革）への参加することが少なく、現状維
持型の仕事をする傾向にあることが分かる（松尾，2013；p.56）、とした。 
一方の能力についてであるが、目標共有力とは部門や組織における理念や目標を示し、
率先垂範しつつ、部門内で共有・浸透させながらメンバーを巻き込む力（（松尾，2013；
p.78）としている。また情報分析力とは市場・業界・他者動向などの情報や業務に関する
知識をもとに、多様な視点を持ちながら論理的に考え、物事の原因を見定め、これから起
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こることを事前に想定する能力（松尾，2013；p.80）、としている。さらに事業実行力と
は、自社の経営指標や市場の動きを読み解き、その中からビジネスチャンスを見極め、リ
スクを恐れることなく事業を実行・推進する能力（松尾，2013；p.82）、としている。そ
して情報分析力との概念的な違いにおいて、情報を行動につなげ、事業を推進・構築する
力にある、（松尾，2013；p.82）とする。 
 松尾（2013）の管理職の経験学習と能力に関する研究は、本研究に以下の示唆を与え
る。すなわち管理職において学習する能力は「情報分析力」「目標共有力」「事業実行力」
といった特定機能非固有の能力である、ということだ。特定機能に非固有なものをキャリ
ア上の経験から管理職は学ぶという主張は先の橘木（1995）、伊藤・照山（1995）、
McCall(1988),金井・古野（2001）、金井（2002）と同じである。また能力の内容につい
てであるが、情報分析力は伊藤・照山（1995）の「多様な情報を処理・統合する能力」や
McCall（1998）のプロジェクト・タスクフォースへの配属経験により得られる「他者の
視点の理解－管理者はプロジェクトを完了するために共通の目標と戦略を導入するため
にこの知識（他者の経験や考えを質問して学ぶこと）を用いていた」などと同様のものと
考えられる。また目標共有力は伊藤・照山（1995）の「組織作りと統率力」と、事業実行
力は同じく伊藤・照山（1995）の「会社と事業についての広範な知識」が同様もしくは類
似のものと考えられる。 
 しかし留意すべき点もいくつかある。第 1 が情報分析力についてである。松尾（2013）
では情報分析力は「部門を超えた連携の経験」から主に学習されるものとの研究結果が示
されており、その具体的中身として A 社のインタビュー調査のデータを 3 つほど示して
いる。そのうちの２つを以下に示す。 
 
事例 1 これまで全社的にも経験のない事業領域の新事業を立ち上げるにあたり、営業・
開発・生産が三位一体となって事業を推進した。技術もなく営業経験もない者にとって、
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事業運営は非常に難しかった。この経験を通して、市場マーケティングの重要性を感じ
た。新事業を立ち上げる場合は、ある一定期間のマーケティングを専任部隊できっちりと
行い、国策の方向性や市場成長性を分析したうえで、自前でできることとできないことを
明確にし、事業化の判断を決定するプロセスが必要であることを学んだ。 
 
事例２ 顧客の興味を引く各種評価データを取るため、社内の関連部署、海外事業会社や
海外販社との関係を深めるなど、社内部署間の垣根を取っ払い、連携ムードを作っていっ
た。その結果、自社技術周辺に留まらない製品周辺知識が向上し、自社製品や技術を顧客
メーカーの視点で価値を説明するスキルがついた。 
 
 この２つの事例は共に他部署、他機能、関連会社、取引先など部門を超えた連携により
情報分析力が学習された事例である。しかしこの２つの学習された情報収集力は、特定機
能についてのものなのか、それともより会社や事業全体の総合的判断力に関わるものか、
という観点から見ると異なるものと思われる。第 1 の事例は全社的にも経験のない事業
領域の新事業を構想し、事業化を判断する際の情報分析力で、これは総合的判断力と関連
するものであろう。しかしながら事例２の方は連携による周辺知識の増大による営業機
能の高度化が図られたことを示すものである。すなわち特定機能固有の能力についての
ものなのである。 
 山本（2014）は日本を代表する大手重機メーカーA 社のある事業本部所属の営業と経
営企画２職場の課長クラス２人、および事業本部等ライン人事担当への複数回の聞き取
り調査を行い、知的熟練論を基礎においてデータ分析を行っている。そこで大卒ホワイト
カラー層による統合や調整に必要とされる幅広いスキルについて「広がり方」に注目する
ことで２タイプあることをスキルの内容と形成の両面から確認している。具体的には、入
社 3.5 年までは工場実習およびある機能の仕事に就いているが、4 年目の下期に専門とす
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る職能（機能）分野が決まるとする。そして営業に専門分野が決定した場合、統合や調整
に必要な幅広いスキルは営業活動と密接な関係のある「業務」に従事してから営業の経験
を積むことで形成されている。それは幅広く知る焦点が営業職能（機能）の活動に関わる
こと、すなわち「部分」にあることを示す。一方企画担当の場合、企画に先立つ職能（機
能）分野で経験を積んだ者が充当されるとする。これは営業のように入社 3.5 年の配属で
専門が決まるということとは異なるという。企画職に関しては企画部門の中で長期にわ
たりキャリアを展開することは一般的でなく、事業本部内における特定の職能分野で経
験を積んだ者が配属されている場合が多い。そして、長く留まる者もいて、一概には言え
ないが、ある程度の期間担当したらまた異動していく。また企画に先立つ職能（機能）は
インタビュー対象者および事業本部人事担当ともに特定の職能（機能）である必然性はな
く、企画の仕事に生きる知識や経験が蓄積される部門の者であればよいとされた、とす
る。そしてプロフィットセンター等の組織全体の目標や利益を優先した統合や調整が必
要になる、として企画部門は当該事業本部においてそうした役割を担っており、統合や調
整に必要な幅広いスキルとして焦点が「全体」にあるタイプが見出された（山本，2014）、
とする。すなわち「部門を超えた連携の経験」による情報分析力には焦点が部分、すなわ
ち特定機能についてのものと、事業や企業の全体についてのものが存在することになる。
そして当然総合的判断力は「全体」に焦点があてられたものとならなければならないだろ
う。 
 先に示した松尾（2013）の情報分析力の２つの事例において第 1 の事例は焦点が「全
体」にあり、第２のものは「部分」にあるものと考えられる。このことは橘木（1995）や
伊藤・照山（1995）の役員に求められるのはゼネラリストとしての能力・資質であると
いう調査結果をも考慮すると、次世代経営幹部候補が獲得すべきは「全体」に焦点が当て
られた「部門を超えた連携の経験」による情報分析力である、ということが考えられる。
このことは松尾（2013）の管理者の能力の 3 分類は、多くの一般管理職を分析するには
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適切であるが、経営幹部や次世代経営幹部の能力を検討するには、やや粗い類型である可
能性が高いことを示している。 
 なお山本（2014）においては「全体」にあたるタイプの育成に関して、「複数職能（機
能）型」ではない、としている。しかしこれは検討の余地がある。「複数職能（機能）型」
ではないとは、以下の２つのどちらかを意味することになろう。一つは日本労働研究機構
（1998）で示されたキャリアの 3 類型のうち「複数職能（機能）型」以外の他の２類型、
すなわち「単一職能（機能）型」もしくは「主＋副職能（機能）型」のどちらかになると
いうものである。もう一つは「単一職能（機能）型」もしくは「主＋副職能（機能）型」
とは全くことなる類型が存在するということである。 
 まず「単一職能（機能）型」もしくは「主＋副職能（機能）型」のどちらかになる、と
いうものは全体を 3 類型に分けてあり「複数職能（機能）型」ではないのであれば残りの
２つのどちらかになる、と考えることである。そして経済学的な理論から基本的に「複数
職能（機能）型」は存在しないとし、それは２つのコストにより経済的に非合理となる、
とするからである。確認すると１つは新規の学習コストであり、もう一つは下積み経験な
どそれまでに学習したコストが異動により活用できなくなる機会損失のコストである。
ここから「主職能（機能）型」「主＋副職能（機能）型」の正当性が主張され、「複数職能
（機能）型」が否定される。このとき「副機能（職能）」とは「主機能（職能）」との強い
補完関係がある場合においては、新規の学習コストを上回る価値が生まれるので異動の
経済合理性が存在するが、補完関係が弱い場合は新規学習コストの方が高いので、異動は
経済的合理性を有さないこととなる。そしてこの時「副職能（機能）」に留まり、そこで
熟達していく、即ち複数の「主機能」を有するには下積みの経験から初めて多くの年数を
必要とするので学習コストが高く、経済的に非合理ということになる。小池（2005）が
主張するホワイトカラー層の知的熟練の本質は同一機能内における同一職務を多様な文
脈で行うことによる「多様で複雑な問題への対処能力」、および同一機能内の異なる職務
63 
 
を経験し、その職務間補完関係の理解に基づいた「重層的な相互作用による問題処理能力
の向上」となる。そして前者は他機能への異動を想定していない。後者においてはあくま
でも主機能のレベルを向上させるために職務間補完関係を理解することだけを目的に一
時「副機能」へ異動すると考えられる。「副機能」で長期に学習コストをかけて、そこで
熟達するには多様な学習を必要とし、ベネフィットはそこでのコストを超えないからで
ある。 
 しかし山本（2014）では先述したとおり、企画部門の中で長期にわたりキャリアを展
開することは一般的でなく、事業本部内における特定の職能分野で経験を積んだ者が配
属されている場合が多い。そして、長く留まる者もいて、一概には言えないが、ある程度
の期間担当したらまた異動していく、としている。ここには２つの疑問が残る。１つは
「主機能」から異動してきて短期間企画職として仕事をした者はどこへ異動していった
のか、ということである。理論的には「主機能」に全員が戻っていなければ説明がつかな
くなるが、これについては山本（2014）では明示されていない。 
 もう 1 つの疑問は、山本（2014）は長期に主機能で働いたものが異動して企画機能の
仕事に就いた場合、そこでの仕事は短期間で終了し異動するとしているが、このことは企
画を「主機能」とする人が殆どおらず、「副機能」の人だけで成り立つものとなってしま
う。このことは知的熟練論の根幹に関わる。第 1 に「主機能」とする人のいない機能が存
在することになるからである。一般的に企画という機能が副機能の人だけで成立しうる
とは考えにくい。すなわちキャリアにおける主機能・副機能という概念そのものが成立し
ない。第２にホワイトカラー層の知的熟練論の基本的考えは知的熟練の本質は同一機能
内における同一職務を多様な文脈で行うことによる「多様で複雑な問題への対処能力」と
同一機能内の異なる職務を経験し、その職務間補完関係の理解に基づいた「重層的な相互
作用による問題処理能力の向上」である。いずれもホワイトカラー層の仕事の多様性・複
雑性・重層的な相互作用性を前提としている。こうしたことへの対処能力の開発のために
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長期にわたる同一機能内での経験が必要であり、それゆえ育成コストも大きくなる、とし
ている。これが「主機能」に留まるべきとする理由である。そして「部分」ではなく「全
体」に関心を当てる企画職の仕事に多様性・複雑性・重層的な相互作用性が存在しないと
は考えられない。事実山本（2014）でも企画職務をそのようなものとして説明している。
そうすると多様性・複雑性・重層的な相互作用性の存在する仕事に短期間で対処する方法
について、新たな説明が必要ということになる。このことについては後に検討する。 
 なお上述のことは理論的な話であるが、山本（2014）が先の結論に至った実証研究上
の特徴も指摘しておきたい。それは調査対象者が本社ではなく事業本部内の営業と経営
企画の課長クラスである。第２章２節の「次世代経営幹部候補のキャリアの実態」で検討
して明らかになったように、多くのこれまでの調査から日本企業の傾向として課長より
上位管理職になるにつれキャリアの幅が広がることが確認されている。すなわち被調査
会社がたとえ「複数職能（機能）型」であっても、調査対象者であるラインの営業と企画
の課長職クラスのデータからはそのことが明らかになりにくかったことも考えられる。 
 
 ６ 小括：経営層になるまでに学習する技量 
本節では次世代経営幹部候補の異動による技量学習に関連する研究群として、小池
（2005）を中心としたホワイトカラー層の知的熟練論、金井・古野（2001）の一皮むけ
た経験論、および松尾（2013）の管理職の経験学習と能力に関する研究をレビューして
きた。これらは必ずしも技量学習に焦点を当てたものではなく、能力や資質といったより
広い概念のものとしている。また次世代経営幹部層を対象としたものでもない。そこでこ
れらの研究群毎に確認されたことで技量に関係することをまずまとめる。ただしここで
の検討において技量のことだけではなくキャリアのことや学習に関することについても
多くの示唆が得られたので、そのことについても別途まとめる。その上で全体として本研
究に示唆することを明確にしていく。 
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 ホワイトカラー層の知的熟練論（小池，2005）から技量に関することで明らかになっ
たのは以下の２点である。 
・ホワイトカラー層の知的熟練の本質は同一機能内における同一職務を多様な文脈で
経験することによる「多様で複雑な問題への対処能力」と同一機能内の異なる職務を経験
し、その職務間補完関係の理解に基づいた「重層的な相互作用による問題処理能力」の向
上である 
・職務遂行における価値創造プロセスにおける不確実性処理、即ち技術上の不確実性
処理における技量に焦点を当てているものであり、機能非固定的な組織的なものや事業
全体、複数事業などの効率的管理などは理論の対象外のものとなっている、と考えられ
る。 
ゼネラリストとしての能力・資質に関する日本企業の役員へのアンケート調査から次
世代経営幹部候補が目標とする実際の役員が役員の能力・資質について必要と考えてい
るものを明らかにした研究からは以下の２つが、本研究にとって示唆を与える。 
・役員の能力・資質は「協調性・公平性・そして信用の高さ」、「強い精神力・斬新さ・
冒険心」、「知識の豊かさと計画性」（橘木，1995）、や「公平さ」「組織作りと統率力」「多
様な情報を処理・統合する能力」「会社と事業についての広範な知識」（伊藤・照山，1995）
など、特定職能の技量に長けたスペシャリストではなく職能非固定のゼネラリストのも
のがより重視されるとした。 
・会社や事業全体についての知識など企業特殊な技量が必要である、とした。 
一皮むけた経験と学習の研究群から得られた知見は以下の１点である。 
・異動や配属において、特定機能とは関係のない組織のマネジメントやリーダーシッ
プに関する技量が習得されている 
松尾（2013）の管理職の経験学習と能力の関係に関する研究およびそれと関連する研
究（山本,2014）から明らかになったことは以下の４点である。 
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・「Kolb(1984)の経験学習論を採用した分析で管理職の成長は「情報系の経験と学習」、
「目標系の経験と学習」および「実行系の経験と学習」の３つである。 
・「情報系の経験と学習」とは部門を超えた連携の経験により情報分析力が高まること
であり、「目標系の経験と学習」は部下育成の経験により目標共有力が高まることであり、
「実行系の経験と学習」とはマネジャーの変革へ参加した経験により事業実行力が高ま
ることである。 
・管理職において学習する技量は特定機能非固有のものである。 
・情報分析力には焦点が「全体」にあるものと「部分」にあるものがあり、管理者の能
力の 3 分類は、多くの一般管理職を分析するには適切であるが、経営幹部や次世代経営
幹部の能力を検討するには、やや粗い類型である可能性が高い。なお④情報分析力におい
て全体・部分の２つがあるとすることについては山本（2014）を加味したものである。 
これらの知見からまず第 1 に次世代経営幹部が習得する技量はスペシャリストの特定
の職能に固定的なものではなく、ゼネラリストに必要な職能非固定的なものである、こと
が強く示唆される。また会社や事業全体についての知識などの技量の必要性が指摘され
ていたが、これは単にスペシャリスト・ゼネラリストといった職能固定的か非固定的かと
いうことではなく、企業特殊な技量が求められていることも明らかになった。 
 
７．キャリア経験において学習する技量の分類枠組みの構築 
 次章では実際の実証研究を報告するが、その際に次世代経営幹部候補が身につけた技
量を分類する枠組みをここで構築する。 
 まず本節での検討から技量を分類するにあたり２つの軸が必要であることが明らかに
なった。１つは職能固定、すなわちスペシャリストとしての技量なのか職能非固定、すな
わちゼネラリストとしての技量なのか、というものである。そしてもう一つは会社や事業
のことについて技量で、これは企業特殊か汎用のものかという軸となる。以上の２軸が先
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のキャリア経験と技量の関係に関する既存研究のレビューから明らかになった。 
 本田（沖津）（2002）は、ホワイトカラーのスキルを企業特殊－企業間で共通、および
固定的－非固定的という２軸を用いて４つに分類する。そして固定的－非固定的の軸に
おいて固定的スキルは職能面および技術面での基礎的な知識があげられるとし、また非
固定的なものについては状況に対する評価や判断、新しい事態への対処、将来の予測や計
画、対人的な能力など職能固有のものと管理・経営的なものの双方を含むとしている。一
方企業特殊－企業間で共通という軸において企業特殊とは各企業の扱う製品・商品に固
有の技術的知識や経理財務などにおける企業独自の業務処理方式、あるいは社内人脈な
どとしている。他方企業間で共通なスキルは、職能の基礎的知識、多くの企業の事業や業
務を経験したうえで得られる幅広い知識・視野やネットワーク、としている。 
 ここで企業特殊－企業間で共通という軸は、競争戦略上重要な意味を持つと考えられ
る。それは稀少で模倣困難な資産、すなわちその企業にしかなく、他社はなかなか獲得し
づらい、いわゆる企業特殊資産は持続的競争優位をもたらす可能性を有する（Barney，
1991；Barney, 2002; Prime and Butler, 2001)とする。 
 この企業特殊－企業間で共通という軸において、先に示した本田（沖津）（2002）では
社内人脈などの組織的なものと各企業の扱う製品・商品に固有の技術的な知識などがあ
るとしている。ここで例えば企業内のネットワークなど企業の水平的情報処理能力にか
かわる企業特殊な技量は、必ずしも企業特殊性を担保しなくても例えば水平的情報処理
力が競合他社とその効率性において等結果性（equifinality）が存在する場合、競争優位
とはならない。あくまでも効率性そのものに違いが存在しないと競争上意味がないので
ある。しかし技術的な企業特殊性においては商品・サービス自体の差異化をもたらすので
競争優位の源泉となり得るのである。ここから企業特殊性を有する技量の場合、それが組
織的に企業特殊なのか技術的に企業特殊なのか弁別する必要があることが分かる。なお
当然ではあるが例えば全社にまたがる水平的情報処理能力は企業にとってそれがないと
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大きな問題を抱える。それゆえ組織的な企業特殊性を有するものであれ汎用のものであ
れ職能非固定的な（企業や事業体全体にまたがる情報処理能力に関連する）技量が存在す
ること自体は非常に重要なことなのである。 
 以上の検討から技量を分類する軸としては①職能固定－非固定、②企業特殊－汎用、そ
して企業特殊の場合にはさらに組織的－技術的という 3 つを定めることとする。分類枠
組みとしては表２―３－２．となる 
 
表２―３－２．技量の分類枠組み 
 
 
Ⅳ キャリア経験における学習の分類枠組みの構築 
 
１．はじめに：キャリア経験に用いられる学習 
 本節では次世代経営幹部候補のキャリア経験から技量に至る学習方法について検討し、
次章の実証研究で用いる次世代経営幹部候補がキャリア経験から技量を学習する、その
学習方法を分類するための分類枠組みを構築することを目的とする。議論を進める前に
第 1 章 4 節の分析枠組みの項で示しているが、学習と技量の概念上の違いを簡単に確認
しておきたい。それは学習と技量の因果関係、およびパフォーマンスとの間における直接
的・間接的関係の違いにより両者を弁別する、ということであった。すなわち学習が技量
に先行するものであるということ、またパフォーマンスとの関係において学習は間接的
であるのに対し、技量は直接的であるということである。 
 本研究は従来働く人の仕事上の経験と能力や技量との関係を中心に議論されてきたこ
とに対し、学習を媒介変数として組み込むことを企図している。そのことにより、より正
組織的 技術的 組織的 技術的
技量１ 技量２ 技量４ 技量５技量3 技量６
職能固定 職能非固定
企業特殊 汎用 企業特殊 汎用
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確に経験と技量の関係を明らかにできると考えるためである。しかし今日認知科学で発
達した多様な個別の学習理論をきちんと先の媒介項として精査した研究はない。学習は
後に明らかになるように、個人の認知プロセスを扱うものである。従って深いインタビュ
ー調査などが必要となる。このような時は探索的にどの学習がどのような状況で用いら
れているのかについて調べていくのが、一つの方法であろう。そこで本研究の進め方とし
ては以下の通りとする。まず Kolb(1984)の経験学習モデルを検討する。そして経験学習
の基本的考えを確認した上で、楠見（2010，2012）を参考に①経験の反復に基づく学習、
②経験からの帰納、③観察（社会的）学習、④他者との相互作用、⑤メディアによる学習、
⑥類推による転移といった認知科学における学習理論を検討し、それぞれの概念的違い
を確認していく。その上で知的熟練（小池，2005）や総合的判断（猪木，2002）を認知
科学の学習理論を用いて説明することを試みる。このことにより知的熟練や総合的判断
力も本研究が採用している分析枠組みである「キャリア経験」→「学習」→「技量」の中
で検討することが可能となる。こうした作業を経てキャリア経験の学習方法に関する概
念的定義および操作的分類手続きを明確にし、分類枠組みを構築する。分類枠組みを作る
にあたり、各学習の概念が操作的に相互に排他的でありながら、キャリア経験上の学習全
体として全体を網羅するようになることに注意しなければならない。 
 
 ２．経験学習理論の理論的特徴：Kolb(1984)の経験学習理論の検討 
Kolb(1984)はレヴィン、デューイなどの経験学習理論のモデルを検討し、経験学習理論
には従来の伝統的教育の理想論者的アプローチや行動主義アプローチとは異なった視座
を有しているとする。伝統的教育の理想論者的アプローチや行動主義アプローチはロッ
クなどの経験哲学が基礎にあり、それは常に同じ「意識の要素（ elements of 
consciousness）」－「精神的原子(mental atoms)」やロックの用語である「単純観念(simple 
ideas)」－があるという考えを基礎にした認識論である、という。そしてこれらの一貫し
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た要素の様々な組み合わせや関連づけが様々なパターンの思考を形成する、という。そし
て支配的な学習と教育へのアプローチに多大な影響を及ぼしてきたこうした不変で固定
された要素による思考の概念は、事実の蓄積された倉庫としての知識であれ、特定の刺激
条件への行動的反応としての習慣であれ、結果という観点から学習と教育を定義する傾
向をもたらした、とする。なお三木（1966）はヒュームやロックなどの経験論者は人が
持つ印象（経験）は 直観的な確実性があるとした、と主張する。すなわち先のロックの
単純観念は感覚の確実性・実在性を前提としているのである。しかしながら経験学習理論
は別の仮定からスタートする。観念は固定された不変の要素ではなく、経験を通じて形成
され、再形成されるものだとするのだ。すなわち学習するということは概念（concepts）
が経験から抽出され、経験により持続的に修正されるプロセスとして描かれる
（Kolb,1984; p.26）とする。 
Kolb(1984)は学習プロセスには世界への適応についての弁証法的に対立する様式間のコ
ンフリクトの解消が必要であるとし、デューイ6やレヴィン7のモデルを基礎に置いていると
する。しかしこの出典が明らかにされていない。恐らくそれぞれ以下のものではないかと思
われる。 
・Dewey, J. (1922) Human Nature and Conduct; An Introduction to Social Psychology, 
Carlton House, New York  
・Lewin, K (1951）Field Theory in Social Science, Harper & Brothers. 
まず Dewey (1922)の p.96 には「（若者の）未成熟で未発達な活動が、偶然もしくは知ら
ないうちに大人の組織化された活動を修正するのに成功してきた。しかしながら進歩的な
改善の考えや衝動の新たな使い方への関心が見えてくると、そこには若者の衝動を慎重か
つ人道的に扱うことによって創られた目的や希望の変化した未来の社会といったレベルの
                                                   
6出版年が示されていないのは、Kolb(1984)において示されていないため。これは Dewey(1922)の p.96
およびデューイ（1956）の「教育信条」の第 4 章の 154－155 頁のことと思われる。 
7出版年示されていないのは Kolb(1984)において示されていないため。Lewin, K(1951)の訳書（82－94
頁）において学習の説明がなされ、行動主義との違いが示されている。 
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意識がそこには成長しているのだ。このことが教育の意義である。本当の人道主義的な教育
においては、社会状況の可能性と必要性の観点からの人間の生来の行動の知性的な方向付
けが存在するのだ。」とある。ここでは理性（reason）ではなく知性（intelligence）という
言葉の違いはあるが、人間が本来有する（社会化されていない）衝動に対し、それを知性的
な方向付けをすることにより、これまでと違ったより進歩した社会に向かう、という弁証法
的な考えが存在している。同様のものは Dewey(1897)にも見られる。 
 Lewin (1951)についてであるが、同書（邦訳書）の p.44-p.55「 日常の概念と科学的構成
概念」の節に以下のような考えが提示されている。これと同じことは同書のⅣ章 集団力学
の開拓線 のなかの「５．社会的実在性と概念」（p.193-p.195）にも示されている。Lewin
（1951）はフロイトによって提出されたフラストレーションが日常のことばから取られて
きたものゆえに厳密な実験や量的手続きに対して基礎的なものとして役立つものとは考え
られなかった、とした。そしてフラストレーションなどを例にとり、多様な事態の中で質的
に異なるものとして把握されるものであるが、これを「(a)各場面を量的な取り扱いに連関
せしめ、(b)かかる質的に異なった場面を全く分離した実体として扱わないで、量的な変動
または力の分布の変動の結果と考えるというような仕方で、これらの区別はトポロギー及
びヴェクトル概念によって表現できる」（pp.44-45）とする。これを構成の方法（method of 
construction）であるとし、この方法は実体を一定の構成要素（elements of construction）
とその結合の産物として捉えることだとする。これにより「質的な現象や量的な問題の広大
な領域を、具体的な分析方法で分析的に取り扱ったり、“発生的に定義”することが可能に
なる」（p.46）とした。そしてＳＲ理論との違いとして、ＳＲ理論は例えばフラストレーシ
ョン自体を「“概念（concept）”として、“構成の要素”として扱うものとし、これでは「(a)
数学的概念と対位した概念定義を欠く，(b)一つの概念的に定義可能な事態よりは、曖昧な
仕方で、多数の異なれる場面組織に関係する」（p.47）であるとし、批判している。これは
ロックなどの経験主義と同様にフラストレーションという経験自体の確実性を前提として
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いる。これに対し Lewin（1951）は経験したこととは異なる概念（日常の言葉を“概念的
次元”（Lewin, 1951; 邦訳書 p.50）で規定することの必要性を主張しているのである。ここ
に環境と感覚器官から人間が解放され主体的になれる（三木，1966）のである 
これらは教育および研究そのもののあり方について如何に捉えるべきか、ということが
根底に存在している。そして両者に共通するのは日常の中での個人的な経験などは、それを
そのままの日常の言葉を用いて理解しようとしても、主体的な人間による社会の発展にも、
また多様な場面での統一的な理解が不可能で、経験そのものを表す言葉とは離れた概念に
よる方向付けや関係付けの必要性を訴えるものである。 
 このことから Kolb(1984)は人間の経験に対して、その内省を経て抽象的概念化により認
知的再構成がなされることを学習とし、これがＳＲ理論などとの違いであると考えたのだ。
ここから特定の現象に研究者が立ち向かう場合には、その現象を理解するのに必要な概念
的道具立てが必要ということになる。 
本研究では経営幹部候補のキャリア上の経験と技量の関係を明らかにすることを目的と
している。このことに必要な抽象水準の概念（構成要素）とその関係性についてのとしての
学習概念ないしは分析・分類枠組みの開発が必要となる。 
Kolb(1984)は、以上のことを基礎として学習の５つの特徴を示す。 
まず第１が学習とは経験に基づいた持続的プロセスである、ということである。第２が
学習プロセスは世界への適応についての弁証法的に対立する様式間のコンフリクトの解
消を必要とするというものである。弁証法的に対立する様式とはレヴィンのモデルにお
いては具体的経験と抽象的概念のことであり、デューイのモデルにおいては観念に原動
力を与える衝動(impulse)と願望に方向を与える理性(reason)である、とする。第３が学習
とは世界に適応するための全体的プロセスである、ということである。そして第４が学習
には人と環境の交流（transaction）が含まれる、というものである。経験学習理論にお
いては人と環境の交流は経験の２重の意味により象徴されており、一つは個人の内的状
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況を言い表す主観的で個人的なものであり、もう一つが客観的で環境的なものだとし、こ
れらが相互浸透し、相互関連する。とするのである。第 5 が学習とは知識創造のプロセ
スであるとするものである。 
上記の議論から Kolb(1984)は学習を「経験の変換(transformation)を通して知識が創
造されるプロセスである」とし、経験的視座からの学習プロセスは第 1 に適応のプロセ
スであり内容や結果の対局としての学習であること、第２に知識とは獲得されたり送ら
れたりする独立した実体ではなく、継続的に創造され再創造される変換プロセスである
こと、第 3 に学習は経験が客観的であれ主観的であれ変換するものであること、そして
最後に学習を理解するためには我々は知識の性質を知らなければならないし、またその
反対も同様であるということを強調している、とした。 
このように伝統的教育の理想論者的アプローチや行動主義アプローチと異なるものと
して提案された経験学習理論のモデルの概要を Kolb（1984）に基づき示す。 
経験学習理論のプロセスは 4 つの適応学習モードを有する 4 ステージ・サイクルとし
て描ける。4 つの適応学習モードとは具体的経験（concrete experience）、内省的観察
(reflective observation)、抽象的概念化（abstract conceptualization）、能動的実験（active 
experimentation）である。そしてこのモデルにおいて具体的経験／抽象的概念化、およ
び能動的実験／内省的観察は２つの異なった次元であり、それぞれは２つの弁証法的に
対立した適応方向（adaptive orientation）である。そして学習プロセスの構造的基礎は
これら４つの適応モードと適応的弁証法が解消される方法の相互作用(transactions)にあ
る。そして抽象／具体の弁証法は「理解（grasping）」の一つで、それは世界の経験を把
握する２つの異なるそして対立するプロセス－それが概念的理解（comprehension）と
Kolb(1984)が呼ぶ概念的解釈と象徴的表象への信頼によるものであれ、または感覚的把
握（apprehension）とよぶ、目に見えるそして質を感じることのできる直接経験への信
頼によるものであれ－なのである。また「能動／内省の弁証」は一つの「変換
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(transformation)」であり、経験の把握もしくは「具象的(figurative)」に象徴する２つの
対立する変換方法－それは Kolb(1984)が内包(intension)と呼ぶプロセス、すなわち内省
を通してであれ、外延(extension)と呼ぶ外的世界の動的外的操作であれ－なのである。 
そして Kolb(1984)は学習を経験の変換を通して知識が創造されるプロセスであるとす
る（p.41）。具体的には理解に関する２つの弁証法的に対立する方法（感覚的把握，概念
的理解）と理解を変換する２つの対立する方法（内包, 外延）により４つの異なる知識の
基本形式（elementary forms of knowledge）が生じるとする。経験が感覚的把握により
把握され内包によって変換されることにより拡散的知識（divergent knowledge）が生じ、
経験が概念的理解により把握され内包によって変換されることにより同化的知識
（assimilative knowledge）が生じ、経験が概念的理解により把握され外延によって変換
されることにより収束的知識（convergent knowledge）が生じ、経験が感覚的把握によ
り把握され外延によって変換されることにより調節的知識（accommodative knowledge）
が生じる、とした（図 ２－４－１参照）。 
Kolb の経験学習モデルはこれまで見てきたとおり、経験主義的認識論や行動主義の学
習理論などと異なる学習モデルとして提示されてきたものである。具体的経験は直接学
習者が活動したことによる経験、観察による経験など様々なものを含み、含まれないの
は楠見（2010）の先の分類ではメディアによる学習および他者との相互作用となるだろ
う。他者との相互作用については後に詳述するが、Kolb の経験学習モデルが個人の学習
に焦点を当てているが、より社会的要因を重視する考えが台頭し、他者との相互作用に
よる学習はこの社会的要因を重視する学習観に根差すものである。大島（2006）は「学
びの認識論が大きくかわろうとしている。学びの支援という考え方からいうと、『基礎
的な知識から理解へと、教師の知っていることを伝達すること』が目的とされてきた知
識伝達型の学びのモデルから、構成主義に基づいた、『学習者自らが理解を深めていこ
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図２－４－１．経験学習に内在する構造次元とそれにより生じる基本的知識形式 
出典：Kolb（1984），p.42（筆者訳） 
  
うとする活動の支援』としての教授という考え方へと移行しているのである、とした。こ
のことは先のロックなどの経験主義に基づく考えから、経験学習論が構成主義的なもの
へ変換していったことと軸を同一にするが、経験学習と相互作用による学習との違いは
他者による学習者の知識の構成の支援というところを強調するか否かによるのである。
そしてこのことは従来の学びとは学校では教師であり、企業内においては上司や先輩、も
しくは研修講師などにより学習者が知らない知識を伝達してもらうこと、という学びが
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あることも示唆する。これは学びを「知識を憶えること」とするのか「自発的な知識構築」
とするのか、（大島，2006）という根本的な違いが存在する。またメディアによる学習は
すでに言語などに分節化され、象徴化されたものを学習することであり、先のモデルにお
いては具体的経験を感覚的把握し拡散的知識を生じるプロセスは存在せず、概念的把握
が中心となることが考えられる。そしてこれら以外は理論的にはほぼすべての学習がこ
のモデルに含まれることになる。このことは Kolb の経験学習理論は企業内における学習
方法を分類するものとしては個人にのみ焦点を当てていること、また個人の学習タイプ
を検討するには抽象度が高すぎるモデルであると考えられる。なお Kolb(1985)では LSI
（learning style inventory）を開発し、拡散者（diverger）、同化者（assimilator）、収束
者(converger)、調節者（accomodator）という学習スタイルによる個人差を明らかにする
尺度開発を行っている。そして今日においても多くの研究者がこの検証と改良を行って
いる（例えばNanolis, Burns, Assudani & Chinta, 2013; Metallidou & Platsidou; 2008）。 
しかしながら、本研究の目的は単に学習者の経験学習におけるそのプロセス上の得手
不得手の場所の特定ではない。次世代経営幹部候補がキャリアの中でどのような学習を
行っているのかを明らかにするものである。新たな機能へ異動した際にどのような学習
を行っているのか、それは同じ機能内での異動経験における学習と経営幹部に必要な 
能力開発との関係で同様の機能を有するのか否か、研修や講演会、それに書籍 
などの企業内外のメディアを通した学習と具体的経験に基づく学習においてもどうであ
るか、などを検討する必要がある。そこで本研究では楠見（2010）の挙げる学習理論を
中心に検討していくことにする。ただし先に見た知的熟練論は学習プロセスに関する認
知的学習理論上の基礎は持ち合わせない状況学習論の一つとも捉えることが可能である。
また「総合的判断力」について学習との関係についての検討が必要である。そこで知的熟
練論および総合的判断力を認知的学習理論の観点から再解釈を行い、本研究の分析枠組
みを構築する際の基礎作業としたい。 
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３ 経験の反復に基づく学習に関する理論の確認 
経験の反復に基づく学習とは、仕事の場において意図的な経験の反復であれ、無意図的
な経験の反復であれ、同様の仕事経験の反復に基づいて学習がなされていることである。
いわゆる熟達化のことである。楠見（2012）は熟達化を「人が、経験を通して実践知を獲
得し、初心者から熟達者（エキスパート）になる長期的な学習過程」とする。仕事の領域
でいえば、職人や特定機能での高度専門職人材などがイメージされる。 
 波多野・稲垣（1983）は熟達者を 2 つに類型化する。一つは手際のよい熟達者（routine 
experts）と適応的熟達者（adaptive experts）である。波多野と稲垣（1983）によると
手際のよい熟達者とは領域や課題において問題を解くために繰り返し用いられる手順
(routine)である手続的知識の適用に習熟し、その技能の遂行の速さ・正確さ・自動性など
においてのみ他の人々と比べてすぐれている、とする。しかし手続き的知識に基づく手際
のよい熟達者は「柔軟性・適応性が欠ける」としている 
一方の適応的熟達者とは、手続きの遂行を通じて、なぜその手続きがうまくいくのか、
それぞれのステップでこのように行為することがなぜ必要なのかなど、手続き知識全体
およびその下位手続きに対して意味が付与された概念的知識（波多野・稲垣，1983）を
有することにより、課題状況の変化に柔軟に対応していく適切な解を導くことのできる
人のことである。そして概念的知識の獲得には「仮説実験により理解が深まる」、という
ような手続的知識の意味を探ることを奨励するメタ認知的知識や手続き的知識の扱う系
に「小幅の変異（minor variations）」が存在することが必要だとする。小幅の変異があ
ると手続き自体が多少とも柔軟性を持たざるを得ず、そこで手続きを繰り返し適用する
ことで変数の共変関係を観察することができ、より深い理解につながるためだとする。 
大浦（1996）は熟達化を促す要因として能動的モニタリングを伴った学習と意味ある
文脈の中での学習の２つを挙げる。 
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最初の能動的モニタリングを伴った学習とは 1 つの分野において同じ種類であるが
様々な典型から逸脱した課題を何度も解決していくことにより、それまでの自分の理解
の程度について学習者が自らモニタリングすることである。例えばある課題がうまくで
きた後に、同種のしかし条件が少し異なる課題についてうまく解決できないという経験
により正しい知識を有していなかったことを知ることである。そしてこのことによりそ
の誤解を正し、より深い理解に至ることができる、とする。もう一つの意味ある文脈の中
での学習とは熟達者と一緒に働くことで、例えば熟達者の観察ができることなどにより
学習がなされることである。 
Ericsson, Krampe, & Tesch-Romer（1993）は改良を最適化するためにデザインされ
た努力を要する活動による療法（regimen）を熟慮された練習(deliberate practice)と呼
び、これが専門的パフォーマンスの獲得に重要であるとした。大浦（1996）はこれを能
動的モニタリングの一つだとした。 
熟達化には 10 年程度の長期的時間が必要であり（Ericsson, 1996）、さらに熟達化には
いくつかの段階があるとする研究が複数存在する（Chi，2006； Dreyfus，1983 など)。 
楠見（2012）では初心者は殆ど何も経験がない状態、もしくは入門的な指導を指導者
から受けている段階があるとし、この段階では手続き的知識を中心に学習し、手続き的熟
達者となり、次いで類似状況において類似性認識（類推）ができるようになり、過去の経
験や獲得したスキルを使えるようになる適応的熟達化がなされ、中堅者となる。そして一
部の熟達者がさらに豊かな経験を重ねることによって暗黙知を獲得し、状況の深い分析
と状況に応じた新たな手順やルール、そして技を創造できる領域に達し熟達者となる、と
した。 
ここから熟達化とは一つの特定領域において 10 年以上などの長期にわたり、小幅の変
異のある課題解決を行っていくことにより、手続き的知識から概念的知識さらには暗黙
知を獲得して、様々な文脈や状況においても対応して課題解決できるようになることで
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ある、とまとめることができる。これは事業所などをかわりながらも、すなわち文脈の変
更という小幅の変異を繰り返しながらずっと営業職でのキャリアを過ごす人や、研究職
で同一分野を、すなわち同一研究分野の類似製品開発など文脈の変更による小幅の変異
を経験しながら長く研究している人などがすぐにイメージされる。なお鈴木（1996a）は
複雑な領域の思考を説明するためには、思考や学習が行われている領域の知識、背景知識
を考慮にいれる必要性が認識されるようになってきたとし、それらは論理学のような内
容独立のルールではない、とする（p.3 および p.10）。このことを領域固有性という。特
定領域を超えた異動を非効率的と厳格に考える場合は、次世代経営幹部候補はそれぞれ
の１つの固有領域内で熟達化しながら経営幹部となっていくと考えることになる。ゼネ
ラリストの総合的判断力が学習されるとする場合は、領域非固有性を有する学習の存在
が必要となる。なお本研究において研究目的などから照らして、領域固有性の領域は機能
を指すものとする。 
 
４ 経験からの帰納による学習理論の確認 
楠見（2012）は経験からの帰納（帰納的推論）を蓄積したスキルや知識、事例を類似性
に基づいてカテゴリー化し、その共通性やルールを抽出（帰納）することである、とした。
ここで、共通性やルールは、すべてのカテゴリー対象となる事例からなされる完全帰納推
論であることは現実的でない場合が多く、前提ですべての事例を枚挙せずに、一般的結論
を導く不完全帰納推論が通常の帰納的推論であり、事例から普遍的命題への帰納は、論理
的な飛躍があるが、これによって新しい知識が増えることになる（楠見，1996）、とした。
Johnson-Laired（1988）は演繹に対する帰納は「意味情報を増大させ、前提が除外するよ
りも多くの事態を除外する。（中略）意味情報を増大させるために支払われる代償は、確実
な保証がないステップを踏むことにある。帰納は政府の警告つきで生じるので」とした。 
Johnson-Laired（1993）は帰納的推論には以下の 3 段階があるとする。第 1 が事例獲得
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である。事例獲得とは命題や言語アサーション、知覚的観察を把握する段階である。 
第２は仮説形成である。把握した情報を一般的知識（general knowledge）との関連で
よりよい記述となり、またよりよく理解できるようになる仮説を形成する段階である。た
だし結論は前提や背景知識からの妥当性から生じることもあり得る。そしてこのような
場合推論（仮説）は帰納ではなく省略三段論法（enthymeme）となる。すなわち演繹で
ある、とした。第 3 段階は結論を評価し、その結果としてその結論を維持したり修正し
たり棄却したりすることである（pp.64-65）。このことは帰納的推論には、固有領域の知
識の共通性などから一般的結論を導く、すなわち意味情報を増やした仮説形成を行うも
のと、領域知識が一般的概念に含まれるなどの仮説形成とその妥当性の結論を演繹的導
く、すなわち意味情報を増やさないものとの２種類があることを示す。 
なお仮説形成の際に意味情報の増えないものは三段論法による演繹である、としたが
これは説明による一般化（explanation-based generalization）もしくは説明による学習
（explanation-based learning）と呼ばれるものである。 
石崎（1996）は、新しい訓練例が与えられたとき、知識ベースにある背景知識（領域知
識、領域理論ともいう）を利用して、その訓練例が目標概念を満たしていることを「説明」
する機能を導入する。この説明は 1 つの仮説生成であり、目標概念にこの仮説を用いて
演繹推論を行って、その新しい訓練例を矛盾なく効率的に説明することができる。このよ
うな説明は、特定の訓練例にたいするものなので、説明自体を一般化して、他のさまざま
な例が入力されたときも説明できるようにする。このような一連の学習方式を「説明に基
づく学習」という、とした。その上で、説明に基づく学習は、新しい知識を発見したり、
多くの例から共通する規則を見つけだすものではないが、合理的な説明によって新しい
概念を効率的に学習し、他の例がその概念に属するかどうかを判定する操作を可能にす
るものである、とした。 
説明に基づく学習・説明による一般化は、ある個別事例が普遍的な概念に属する例であ
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ることを学習するので、領域を超えて活用できる知識となる。この学習方法を用いること
により、企業において異なる機能や地域、扱う製品群の部署などに人が異動した際に、新
しい概念を効率的に学習できることが考えられる。 
このことから説明による一般化は異なる領域において学習した知識を適用する際に、
帰納的推論ではその根拠が領域固有のもので、なおかつそれを根拠なく一般化している
ものであり、説明による一般化は背景知識の妥当性（例えば科学的に普遍的であると証明
されている概念）などで領域固有の事例を汎用的に説明し、その概念に当てはまるものと
することから、その確からしさにおいて格段の違いがあることになる。そこで本研究にお
いては次世代経営幹部候補が用いている学習方法を検討する際に、この２つは弁別して
いく。 
楠見（1996）は仮説は何通りも形成可能だとする。そこで重要となるのは有効な仮説
を生成することである。Holyoak（1985）は実用主義の視座から帰納的推論において推論
（仮説形成）は（１）システムの目標に関連し（relevant to the system’s goals）、（２）
成功期待が高まるようにする処理制約（processing constraints）が重要であるとし、（１）
においては問題解決活動（problem-solving activity）により方向づけられるもので、（２）
に関してはシステムによって生成される成否の予見に関するフィードバックに基づくと
した。 
ここで（２）の成功期待が高まるようにする処理制約は領域固有の知識が必要であるこ
とを意味する。また（１）のシステム（本研究では次世代経営幹部候補）の目標であるが、
これについては通常は担当業務の効率的な遂行を目標とするであろうが、次世代経営幹
部候補は経営幹部になるための経営的判断力すなわち総合的判断力の獲得を目的に置く
かもしれない。そうすると仮説形成の仕方や仮説形成に必要な知識の意味も異なるかも
しれない。目標の機能については後に検討する。 
ここで熟達化と帰納的推論の違いを確認しておきたい。熟達化は長期にわたる特定領
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域での応用力のある課題解決方法についての学習のことであった。それに対して帰納的
推論は蓄積した知識を基に情報を付加して一般化、ルール化し、その知識の適用範囲を仮
説という形で広げることである。こうした認知的メカニズムおよび時間幅の違いとそれ
に伴う経験数の違いが存在する。熟達化では長期にわたる複数経験による学習であるが、
経験からの帰納（帰納的推論）は個別経験について背景知識を利用して学習するものであ
る。 
 
５ 観察（社会的）学習理論の確認 
観察（社会的）学習は、スキルや態度などの獲得に関わる。初心者が、仕事場において、
意図的にモデルとなる先輩、熟達者を選択し、そこに注意を向け、その行動を記憶内に保
持し、適切なときに、自ら動機づけることによって、実行することである（楠見,2012）。
このことの代表的な理論は Bandura の社会的学習理論におけるモデリング学習である。
以下では社会的学習理論の概要を記す。 
Bandura（1977）はモデリング学習とは観察者がモデルを見ている間に、モデルの活
動に関する象徴的表象を獲得し、これが適切な遂行のための道標として作用する、とす
る。そして以下の 4 つの下位過程（注意過程、保持過程、運動再生過程、動機づけ過程）
を想定する。 
第 1 の注意過程であるが、ここではモデルの重要な特徴に注目し、正確に知覚するこ
とである。観察経験のタイプと量は観察者の特徴、モデルの活動の特徴、人間関係の構造
的配置などにより決まってくる、とする。観察者の特徴とは観察者の情報処理能力などで
あり、モデルの活動の特徴とはモデルが示範する行動の機能的価値や魅力のことである。
また人間関係の構造的配置とは観察者はどのような人々と付き合っているかということ
である。これにより繰り返し観察される行動のタイプに大枠が与えられる、とする。 
第２の保持過程はある時に見た行動を保持しておくことである。観察学習は、主にイメ
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ージや言語的シンボルという二つの表象系により変換され保持される。こうした象徴的
コーディングに加えてリハーサル、すなわち人々がモデルの反応パターンを心の中で試
演したり、実際にやってみることで上達したり保持が高まる。保持過程ではイメージや言
語による象徴的コーディングがなされ、さらにリハーサルが心的にまたは実際になされ
ることにより、モデルの示範行動を保持するのである。 
第 3の運動再生過程であるが、これは象徴的表象を行為に変換する過程のことである。
観察者は、示範パターンと一致するように、時空的に反応を統合することによって一致行
動を再現する。この行動的実行（behavioral enactment）は反応的認知的統合、反応の始
発、モニタリング、情報フィードバックによる洗練に分解される。 
第 4 の動機づけ過程は、観察により習得した行動を誘因により実際に遂行する過程の
ことである。誘因がない場合はその行動を遂行しようとは思わないだろう。 
モデリング学習の影響範囲であるが、特定のモデルの行為を観察し、学習するというも
のなので、極めて限定的な行為を学習するものとも想定できるが、Bandura（1977）は
抽象モデリングによりルールに基づいた判断の仕方、言語様式、概念的枠組、情報処理戦
略、認知的操作、行為の標準などを学べることから、ルールといった複雑な概念の学習を
助けるとし、また道徳的判断の発達にも機能するものであるとしている。なお抽象モデリ
ングとは観察者は、いろいろな示範反応に含まれる共通な特徴を抽出し、同様の構造的特
徴を持った行動を作り出すためのルールを形成する。観察者の反応、すなわち観察によっ
てルールを抽出し、それを具体化した反応は、同種の環境下ではおそらくモデルがそうす
るであろう行動とよく似たものとなる（Bandura, 1977）、というものである。 
また Bandura（1977）は創造モデリングにより、新しいパターンがモデリング過程を
通して出現できる、とする。様々なモデルを観察する中で、観察者は、ある一人だけのモ
デルに従って行動をパターン化することはめったにないし、あるモデルのすべての属性
を採用してしまうこともない。そうではなく、観察者は、いろいろなモデルの諸々の側面
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を組み合わせて、どの一つとも異なる独自な新しい混合体を作る。（中略）モデリングは
新しい行動様式の「発端」において最も創造的発達に貢献すると思われる。ひとたび開始
されるや、その新しい形での経験に基づいて更に進化的変化が生み出される。こうして従
来の考え方から部分的に脱け出すことによって、結果的に新しい方向に進むことができ
る、とした。 
モデリング学習は、観察者は他者をモデルとし、モデルの行為を注意し、イメージやシ
ンボルで保持し、リハーサルを行って運動再生し、その行為が必要となった場合、動機づ
けられてモデルと同様の行為を行うというものである。そしてこれはルールなどの抽象的
な概念を学習する際に、そのルールを体現する人から判断の仕方、言語様式、概念的枠組、
情報処理戦略、認知的操作、行為の標準などを学べることから、ルールといった複雑な概
念の学習を助けるとし、また道徳的判断の発達にも機能するとした（抽象的モデリング）。
さらに複数のモデルから多様なことを学ぶことや、新しい行為を学んだ後に、それが発端
となって経路依存的に創造的な発達を遂げる創造的モデリングがある、とした。 
モデリング学習では誰をモデルとするかにより学習内容が大きく異なるだろう。例えば
営業に所属するものが、より営業の技量を高めたいと思い、先輩の営業社員をモデルとし
たならば、それは同じ営業という領域固有の知識の学習となるが、経営的観点から高度な
判断を下す上司をモデルとしたならば、経営的観点に基づく判断の仕方、概念的枠組、情
報処理戦略、認知的操作、行為の標準などを学ぶことが考えられる。本研究の目的に照ら
すと、経営幹部としての総合的判断力などを学習できる、次世代経営幹部候補の上司や近
くにいる経営幹部などを学習モデルとする場合と、同僚など外部の人など自社の経営幹
部以外の人を学習モデルとする場合では、自社における総合的判断力に必要な各種技量
の学習について質・量ともに異なると考えられる。従って観察（社会的）学習については
経営幹部などをモデルとしたか否かで観察学習（上位モデル／上位以外）として弁別して
検討していく。また企業外部の人をモデルとすることもあり得るのでこれは観察学習（外
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部）とする。 
 なお熟達化と徒弟制度などによる長期の観察学習との概念的な違いはあくまでも学習
者自身の実際の直接経験が中心なのか、モデルの観察に基づく学習が中心なのかにより
弁別される、と考えてよいだろう。 
 
６ 他者との相互作用による学習理論の確認 
中原（2010）は職場における他者からの支援について探索的因子分析による実証調査
を行い、その結果精神支援、業務支援、内省支援の３因子があることを明らかにしている。
精神支援とは「仕事の息抜きとなる」「精神的な安らぎを与えてくれる」などの項目に高い
因子負荷量を示すもので、他者から与えられる精神的安息に関する支援である。また業務
支援とは「仕事に必要な情報を提供してくれる」「仕事の相談にのってくれる」などの項目
からなる因子で、業務に必要な支援である。内省支援とは「自分自身を振り返る機会を与
えてくれる」「自分について客観的な意見を言ってくれる」などの項目に高い因子負荷量を
示す因子で、成人学習にとって重要な内省や省察を支援するものである。 
中原（2010）ではさらに、上司、上位者・先輩、同僚・同期の 3 者からのいかなる支
援が能力向上に資するのかを調べている。これによると上司からの内省支援および精神支
援、上位者・先輩からの内省支援、そして同期・同僚からの業務支援及び内省支援が能力
を高めるという結果が示された。 
この 3 つの支援は学習という観点からすると異なるものと考えられる。まず精神支援
であるが、これは学習に対して間接的な機能を有するものと考えられる。金井・古野(2001)
らの一皮むけた経験論では修羅場経験というものがあったが、そのような状況に人が置か
れた場合、その上司や同僚からの精神支援により逃げたりあきらめずに克服することがで
き、そのことにより修羅場経験の克服という帰納学習が促進されることが考えられる。た
だしこのことは精神支援が直接学習を促しているわけではないことに注意する必要があ
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る。 
これに対し業務支援は当人の業務上の知識や技能の不足を上司が提供するものである。
学習者は他者から新たな知識や技能の概念を教授され学習するということがその根本に
存在する。いわゆる教授－学習関係である。 
ヴィゴツキ （ー1956）は自然発生的でより早く成熟する、より単純な、より要素的な概
念特性を低次のものと呼び、より遅く発達する、より複雑な、自覚性や随意性と結びつい
た概念特性を高次のものと呼ぶならば、子どもの非自然発生的概念は上から下へ、より複
雑な高次な特性からより要素的な低次な特性へと発達するということができよう、とした
（邦訳書 pp.315-316）。すなわち自然発生的概念（生活的概念）は日常の経験から概念を
得ていくことにたいして、非自然発生的概念（科学的概念）はまず高次の概念が与えられ、
そこに日常の経験から獲得された自然発生的概念が統合されるということである。教授－
学習モデルは経験を内省し学習する経験学習とは全く反対のプロセスを経るものなので
ある。業務支援の本質は学習者からすると業務における新しい概念を他者から教授され、
それを学習者自らの経験や知識を統合して概念学習を行うことである。すなわち業務に関
する過去の知識や経験に依存する学習であるので領域固有性が高いといえる。 
内省支援について中原（2012）は、Kolb（1984）の経験学習論における経験学習サイ
クルを駆動させる主体として、経験を蓄積し内省を全うする超越的自我が想定されている
ことが多かったとし、それゆえに今日でも経験学習を左右する個人の資質、行動、認知的
特性などを探求する傾向が強いが、1980 年代以降の学習研究の潮流、すなわちヴィゴツキ
ーの再評価、社会文化的アプローチ、協調学習研究などの影響を受け、経験学習モデルの
内省においても、「他者」の役割が重視される、とした。即ち内省支援は Kolb（1984）の
経験学習サイクルにおける学習者の内省に他者が介入し、学習者の気づきを豊かにするも
のである。そして気づきや内省は学習者自身の過去の経験が関わり、内省支援者は学習者
の業務上の経験に関する何がしかの介入を行うことから、領域固有の程度は高いと考えら
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れる。具体的な内省支援としては企業内で仕事の成功談・失敗談を共有するワークショッ
プ（中原，2012）、メンタリング（Kram, 1988）、横浜市の公立学校の教師による内省支援
システムを活用したメンターチームの取り組み（横浜市教育委員会，2011）などがある。 
他者などからの支援が学習者の学習を促進するという考えの背景にはヴィゴツキー 
の最近接発達領域という考え方が背景にある（中原，2010）。ヴィゴツキ （ー1956）は（子
どもの）知能年齢あるいは自主的に解答する問題によって決定される現下の発達水準と、
子どもが非自主的に共同のなかで問題を解く場合に到達する水準との間の相違を子ども
の発達の最近接領域である（p.298）とし、子どもの発達状態を現状の発達水準だけで決定
するのは不十分であるとした。このことは人間の発達には独力では不可能であるが他者の
支援により発達することができる領域があり、ここにこそ発達可能性が存在するというこ
とを意味している。なおヴィゴツキ （ー1956）は、「子供は共同のなかではつねに自分一人
でやるよりも多くのことをすることができるということを述べた。だが、われわれは次の
ことをつけ足さなければならない。無限に多くのことではなく、かれの発達状態、かれの
知的能力により厳密に決定される一定の範囲ということ。」と記している（p.300）。中原
（2010）はヴィゴツキーの心理学は 1990 年代の学習研究に多大な影響を与え、例えば
Collins, Brown, & Newman(1989)の認知的徒弟制度（cognitive apprenticeship）という
概念や Lave & Wenger(1991)の実践共同体（community of practice）に正統的周辺参加
(legitimate peripheral participation)して状況に埋め込まれた学習（situated learning）
を行うという理論が発達したとする。 
認知徒弟制度においては熟練者が新参者（徒弟）に対しモデリング（modeling）：示範
すること、コーチング（coaching）：指導すること、スキャフォルディング（scafolding）：
新参者ができないところのみ支援すること、フェイディング（fading）：新参者（徒弟）の
自立に向け支援解除を行うこと、といった支援があるとした。これらは基本的に先の中原
（2010）の精神支援・業務支援・内省支援の 3 分類では業務支援に関連するものである。 
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Lave & Wenger(1991)は、実践共同体とは企業や職場を実践者の共同体とみなし、知識
や技能の習得には、新参者が正統的周辺参加をし、共同体の社会文化的実践の十全参加者
となっていくことが学習であるとした。なお Lave & Wenger(1991)は正統的周辺参加の概
念に関心を抱いたのは、徒弟制概念が、学習研究に関する広範囲の問題に対する新手の万
能薬となり、無意味化する危険性があった（翻訳書 p.3）ため、徒弟制を通じた学習が正統
的周辺参加の問題としたのだという。 
 Lave & Wenger(1991)が示した正統的周辺参加による実践共同体への十全参加者となる
学習観は、個人による脱文脈化した知識の内化としての学習観と対立する視座を提供する
ものである。本研究は次世代経営幹部候補がいかなる学習をしてその技量を高め、経営幹
部となっていくのかを検討するために、彼ら／彼女らのキャリア上での経験とそこで用い
られる様々な学習と知識内容と知識獲得状況を検討するものである。従って様々な学習方
法は同一視座に基づくものでないと、目的を達することはできない。そこで正統的周辺参
加の視座は取り入れず、従来の認知的学習観の枠組みで現象を捉えることにする。 
 近年越境学習という概念で成人学習の研究が進められている。その中には公式組織とは
全く関係のない外部の勉強会などを実践共同体として捉え、そこでの学習を越境学習とす
る研究も存在する（荒木,2008, 2009；石山,2011 など）。これは先に記した Lave & Wenger
（1991）の実践共同体という概念とは異なると思われるが、松本（2013）は研究者によっ
て様々な意味で用いられている、としている。また実践共同体としては取り上げていない
が、公式組織とは関係のない組織外部での学習コミュニティーへ参加する学習を越境学習
とした研究も存在する（舘野，2012；中原 2012 など）。越境学習に関する研究はまだ緒に
就いたばかりなので、研究蓄積も少ない。そのため越境学習の実態を明らかにする研究が
主体である。そのような中で越境学習の学習プロセスおよびその特徴について検討がなさ
れている研究成果をここでまとめる。 
 荒木（2008）はワークプレースラーニング（workplace learning）を「個人や組織のパ
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フォーマンスを改善する目的で実施される学習その他の介入の統合的な方法」としたうえ
で、その研究アプローチを学習観（経験による内省学習観，参加学習観）および境界（職
場志向、越境志向）の２軸でもって 4 類型化している。越境志向のワークプレースラーニ
ングへのアプローチとして経験による内省型と参加型の２つがあることになる。荒木
（2008）は経験による内省学習観は、「個人が経験をどのように認識し、振り返り、学習す
るかという、個人の内面に着目するもの」とし、また参加学習観については「学習とはあ
る共同体に参加すること」であり、学び手とは共同体に参加し、共同体の熟達者とともに
活動し、対話することを通じて学んでいく。知ることとは、知識を持つことなのではなく、
共同体に所属し、参加し、そこで他のメンバーとコミュニケーションを行うことである」
としている。 
中原（2010）は仕事の中での他者との関わりにおいて２名を挙げてもらったところ、「職
場の人」と「社外の人」を 1 名ずつ回答している人の方が、「職場の人」だけを２名回答し
た人や「社外の人」だけを２名挙げている人よりも、「視野の拡大」が進んでいることが明
らかになった、としている。ここから越境学習がイノベーションに資するものではないか
という考えを中原（2010）は提示している。 
このことから越境学習はまだまだ分からないことが多いものの、社内での学習とは異な
った機能を有する可能性があることから他者との相互学習において、他者との相互学習
（社内）と社外でなされる他者との相互学習（越境学習）に分けて次世代経営幹部候補の
技量との関係を検討する。 
相互作用に基づく学習においてもう一つ検討すべきことは、先の４－２．Kolb の経験学
習理論についての箇所にて議論したが、経験学習理論が有する主体者としての学習者を想
定するが、従来の教授法に関する学習観は、教授者から与えられた知識を覚えるだけの存
在とされていたとする。そして大島（2006）は、こうした認識論を強くもっていると、そ
の教師の教授学的専門の知識は、「どうすればきちんと覚えてくれるだろう？」という疑問
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に基づき構成されていき、そうした活動を学習者に強調するようになる、とした。これは
複数の人による相互学習と捉えることができるが、その基本的考えは正反対のものである。
そこでこうした受動的学習者に基づく教授による学習のことをレクチャーによる学習と
本研究では呼ぶことにする。 
 
７ メディアによる学習に関する理論の確認 
メディアによる学習とは、書物、雑誌、テレビ、インターネット、マニュアル、内部資
料、研修などのメディア（媒体）を通した学習である（楠見，2012）こうしたメディアの
特徴を考えるにあたって、ここでは書物などの文字媒体による学習（以降テキスト学習）
を中心に検討する。Kintsch(1994)はテキスト学習をテキストベース（textbase）によるも
ものと状況モデル（situation model）によるものの２つをあげる。前者において学習者は
テキスト内容を命題（proposition）に分析し、一貫性のある全体的な意味へ纏めることで
学習するものである。従って基本的にはテキスト内容の理解ということになる。一方状況
モデルによる学習においては、テキストに示されている知識は、学習者の当該領域のこと
に関する十分な既存知識の中に取り込まれ、学習者がその全体を構成することになる。従
ってテキストの内容を超える知識の中に統合される学習である。従って状況モデルによる
テキスト学習は、固有領域に関する既存知識の存在を前提としている。小嶋（1996）は状
況モデルが形成されていなくても、テキストを再生したり、要約したりすることは、テキ
ストベースに基づいてできるが、テキストに書いていない応用問題の解決は状況モデルを
持っていないとできない、とした。 
他のメディア学習と同様テキスト学習は、予め学習すべき内容が表象されて提示され
るものである。テレビなどは映像や音声など言語以外のものも用いて表象化されているこ
とが異なるが、予め学習すべき内容が提示されていることについては同じである。これは
経験学習などとは最も異なることである。さらにテキスト学習において、学習する内容と
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同じ領域の既存知識を多く持ち、状況モデルを構築するものでないと、高度な学習とはな
らない。そしてこのことはいかなるメディアによる学習であれ、予め用意された表象化さ
れた内容を学習するということでは同一なので、学習を促進する条件も同一と考えられる。 
テキスト学習においては、そのコンテンツの多くは社外のこと、もしくは汎用的なこと、
専門的なことなどが多数で、自社固有のことは会社の資料や社史、自社で自社のことにつ
いてまとめたテキストのことなどにとどまる。本研究においては、メディア学習において
は領域固有ではない汎用・専門性の高い知識などへの接触機会となることにおいて意味あ
ること、と考えることにする。そして本研究の目的は次世代経営幹部候補がキャリア上の
経験から総合的判断力習得しているのか否かについてのものであるので、コンテンツとし
て経営理論についてのものか、実務に関するものかを分けて捉えることが必要である。た
だしメディアによる学習はいかなるメディアであろうとも、学習内容はそのままではテキ
ストベースの学習となり、状況モデルの学習とはならない。すなわち経営理論を知ったと
ころで、それですぐに経営者が務まるわけではない。多くの実際の機能での経験があって
はじめて成り立つものと考えられる。 
 
８ 類推による転移による学習に関する理論の確認 
類推による転移（以下類推）とは以前に経験したことがら（ベースドメイン）を現在直
面していることがら、あるいは問題（ターゲットドメイン）に当てはめる（写像する）こ
とである（中村 1992）。すなわち現在と類似した経験を用いて推論することである。そし
て楠見（2012）は「ホワイトカラーの管理職は、複数の職場の経験によって、複数領域の
概念的知識やスキルを身につけたゼネラリストとして熟達化する必要がある。そのため
には、異なる領域に、もっている知識やスキルを転移して活用する類推による学習が重要
な役割を果たしている」、とした。 
ここで検討しなければならないのが、類似とは何なのか、そして写像するとはどういう
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ことなのか、ということである。 
類似についてであるが、以下のような疑問が生じる。すなわち楠見(2012)は異なる領域
に既有の知識や技術を移転すること、としているが、なぜ異なる領域で類似が成り立つの
か、ということである。類似に関する理論は伝統的なものとして特徴モデルと幾何学モデ
ルがある（Spencer-Smith & Goldstone, 1997）。特徴モデルの代表的なものの一つは
Tversky (1977)の対比モデル（contrast model）である（鈴木,1996b）。Tversky (1977)
は２つの対象それぞれを特徴集合とする。そして２つの対象間の特徴をマッチングし、共
有している特徴集合から２つの対象にそれぞれの固有特徴の集合を減じたもの、すなわ
ち線形結合したものを２つの対象間の類似度とした。実際には共有特徴および固有特徴
に重みづけする。 
 一方 Spencer-Smith & Goldstone（1997）は幾何学モデルの代表的なものは多次元尺
度モデル（MDS）である、とした。多次元尺度モデルは２つの対象を多次元の心理学的
空間内に点で表象し、その点間の距離が短いほど類似していることとなる（Spencer-
Smith & Goldstone,1997）。 
特徴モデルも幾何学モデルも比較の前に特徴が固定されていると仮定している点で共
通している（Spencer-Smith & Goldstone,1997）。また Tverskey の対比モデルに対して、
鈴木（1996）は対象の特徴は原理的には無数に存在している。こうした無限性を考える
と、どんな２つの対象の類似度は同じものになってしまう、とした。このことは対比モデ
ルだけでなく、多次元尺度モデルにも当てはまることである。さらに鈴木（1996b）は問
題解決や学習などの認知活動においては領域の知識の有無、その知識の組織化の度合い、
およびゴールが重要な役割を果たすことが明らかにされているが、こうしたことが反映
されていない、とした。これらのことから柔軟かつダイナミックに類似度を検討するため
の特徴が構成されること（Spencer-Smith & Goldstone,1997；鈴木,1996b）が必要とい
うことが認識されるようになった。 
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類似を用いた推論である類推においてはゲントナーの構造写像理論が類似性認知過程
およびベースからターゲットへの写像による推論学習を説明している。Gentner (1983 )、
Gentner & Medina (1998) 、Gentner, Rattermann, & Forbus (1993)の構造写像理論
（Structure Mapping Theory）はターゲットとベースの表象を構造的に整列させ、共通
と差異を認識し、ベースをターゲットに写像することで推論を行うという類推に関する
理論を構築している。以下に Gentner (1983 )、Gentner & Medina (1998)の構造写像理
論を簡単に纏める。なお写像とは、検索されたベース内のどの要素が現在の問題（ターゲ
ット）のどの要素と関係しているかを決定するプロセスである（鈴木,1996a）。 
写像においては以下３つのルールを満たす必要があるとする。第 1 は属性の非写像で
ある（discard attributes of objects）。第２が対象間関係の保存(try to preserve relations 
between objects)である。そして第 3 がシステム性原理（the systematicity principle）で
ある。 
第 1 の属性の非写像とは、対象の属性は写像されない、ということである。これはベ
ースとターゲットの関係性に焦点があたるもので、両者に同じ属性が存在する必要はな
いということである（楠見,2002）。第２の対象関係の保存とは、Gentner(1983)に示され
たものであり、Gentner & Medina (1998)においてはより洗練化され、構造的一貫性列
（structurally consistent alignment）として纏めている。これは構造的に整合している
ものが一対一対応（one-to-one correspondence）されること、および並行接続性（parallel 
connectivity）の２法則に従うことである。一対一対応とはベースの中にある 1 つの対象
や関係はターゲット中の 1 つの対象や関係にのみ対応する、ということである。つまり 1
つの表象にある各要素は最大でも他の表象の 1 つの要素と対応関係に置かれるというこ
とである。ベースはさまざまな要素を持つが、構造整列をするときにはある 1 つのもの
に固定して対応させていくということであり、一対多の対応はないとするものである。ま
た並行接続性とはベースとターゲットの一対の述語が対応関係に置かれたならば、その
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項も対応関係となるということである。第 3 のシステム性原理とは高次関係（higher-
order）が優先して写像されること、および一次関係（first-order）の中でも高次関係の引
数であるものが写像される、ということである。なお高次関係とはある関係を述語の項と
していることであり、例えば「太陽は惑星を引き付けることが、惑星の(太陽の周りの)公
転を引き起こす」という場合「引き起こす」という述語は「公転」という対象および「（太
陽が惑星より重いことにより重力が発生するため）太陽は惑星を引き付ける」という関係
を項として有している。このように関係を有する関係が高次関係である。また「太陽は惑
星を引き付ける」ということは一次関係であるが、これは「引き起こす」という述語の項
でもある。このような場合先の一次関係は高次関係の引数になっているので写像される、
ということである（Gentner,1983）。 
ベースとターゲットの関係について最初は表層的な対応関係を築くが、後に構造的な
対応関係をとるようになる学習のプロセスには以下の 4 つがあるとする（Gentner & 
Medina, 1998）。 
第 1 は強調（highlighting）で、対象と比較対象物の述語をマッチするシステムにより
両者の共通システムを抽出することである。２番目は候補推論の投影（projection of 
candidate inference）で、比較対象物からの推論を対象に投影し、比較対象物の知識を対
象領域に加えることである。第 3 の再表象（Re-Representation）とは、より高次元の表
象に置き換えるとことである。これによりベースとターゲットを同じ構造にし、対応関係
を作ることができ、置きかえが可能になるということである。最後の再構造化
（Restructuring）はベースの観点からターゲットの領域構造を変えることで、対象に新
たな統一的説明を与えるために、その要素を大規模に再配列することである。 
こうしてベースとターゲットの関係において適切な構造整列がなされ、それによる写
像によりターゲットについての学習がなされるのである。 
このことは本研究にとって多大な示唆を与える。それは類推という人間の学習メカニ
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ズムにより、新奇な事態に直面しても過去の経験から類推による学習に基づき、素早く対
処できることが学習理論から裏付けられることである。構造写像理論とは属性は捨象さ
れ関係が写像されるという固有領域を超える学習メカニズムのことである。これは知的
熟練論などで想定されている異動の範囲を決める際の、学習コストの前提を弱めるもの
である。またこのことは多様な経験を積めば積むほど新奇の状況への対応力も増すこと
でもある。 
このことはまた人的資源論（Becker，1975）で言われているように、長期雇用がなさ
れている限りにおいて、例え機能間異動を行おうとも、類推による学習がなされるのであ
れば、過去の教育コストを長期の中で回収していくことが可能になる。企業による従業員
への教育投資の経済合理性が失われないことが考えられるのだ。 
 
９ 学習理論に基づく知的熟練論の再解釈 
小池（1987，2005）および Koike(1994)の知的熟練論は学習を前提とした理論として
解釈できる。補完関係にある２つの職務を経験することで、両者を学習し、さらにその両
者の補完関係をも学習することを想定している。先にも示した小池（2005）にて用いら
れていた、百貨店における重層的な相互作用の例、すなわちデパートの紳士服部門におい
て店頭販売を経験し、その後仕入れに異動となり、またその後店頭販売に戻ることもあ
る、という異動のケース。仕入れは単に商品を仕入れるだけではなく商品開発の企画も行
うので、店頭販売時の消費者の要求を活用できる。また仕入れではメーカー、デザイナー、
問屋との交渉方法も理解する。店頭販売に戻るとこれらのことを念頭に置いた判断や提
案ができるようになる、ということである。 
ここでこのホワイトカラー従業員は最初の店頭販売で顧客要求を知り、仕入れ担当へ
異動した際には、自らの顧客要求の知識を一般化し、帰納的推論を行い、ある紳士服を企
画するということである。このことにより店頭販売での知識に意味を加えて、企画に用い
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ているのである。しかしここで疑問が生じる。仕入れの方では基本的に店頭販売での経験
のない人でも仕入れ業務ができるようなシステムが存在するはずである。例えばマーケ
ティング調査などを行う、またすべての店舗の男性服売り場の個品ごとの売上情報を纏
めて分析するなど、独自に企画に必要な情報を集めることがなされているはずである。さ
もないとキャリア・システムとして店頭販売から仕入れへの異動ルートを確立させなけ
ればならなくなる。すなわち、「なぜ敢えて２つの部署を関係付けて仕事を行ったのか」
という疑問である。考えられる答えとしては、無手勝流にやる方が学習の苦痛から逃避で
きるから、自信をもって企画を進めたいので自分の実感を大事にしたかった、仕入れ部門
の上司の経営的観点からの視野の広い判断力に感銘を受け自分もそのようになろうと思
ったからなど、様々に考えられる。この時それぞれ独自の目的や目標があり、それにより
必要な記憶内の情報を引き出して、カテゴリーが形成されている（Barsalow, 1991）、と
考えられる。これを目標導出カテゴリー（goal-derived category）という。すなわち目標
を何にするのか、によって引き出される情報が異なるのである。さらに知的熟練論は複雑
な帰納的推論であると考えられるのだが、帰納的推論で生成される仮説は一定範囲に数
が限られる必要がある。稲垣（1996）は検討すべき仮説を制限するものとして制約が存
在するとし、制約には生得的制約、社会的制約、文化的制約があるとする。例えば先の仕
入れ担当であれば、その企業に「仕事は信念をもって行うべし」という企業文化が存在し
ているならば、自分の実感に最も根ざす企画を作成するかもしれない。即ち店頭販売時代
の情報を引き出すのである。しかしもし官僚制的な企業文化が存在していたら、決められ
た手順に従い仕事をするので、過去の情報を引き出すことはしないだろう。すなわち知的
熟練は長期にわたる複数部署など異なった固有領域での経験に基づく知識を、目標及び
制約に影響されながら、必要なものだけ記憶から引き出し、仮説生成して対処していくも
のである、と考えられる。つまり一般の帰納推論とはこの点で大きく異なるのだ。そこで
知的熟練論を帰納推論の特殊なものと捉え、目標導出カテゴリーによって現在および以
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前の職場の知識を引き出し、それらを総合的に用いて仮説生成する学習として扱うこと
にする。ここに長期にわたる学習が成立すると考えられる。 
 
１０ 学習理論に基づく総合的判断力の再解釈 
猪木（2002）が経営者に必要とした総合的判断力のような全社的な観点、長期的な視
野に基づく判断などの技量はどのようにして学習されていくのかということであるが、
知的熟練論と同様に既存の学習理論を単純に当てはめることはできない。だが今までの
レビューでいくつか参考になることがある。まず第 1 に経営幹部としての広い視野であ
るが、これは基本的には複数機能の経験により養われる可能性が高い。企業内に遍在する
複数領域での多くの経験を経営的視点から統合するには経営的な目標によるそれらの目
標導出カテゴリー化が必要であろう。そして多様なしかも企業内に遍在する経験を経営
的目標で同一カテゴリー化したうえで、それらを帰納に基づく学習で関係付けて理解し
ているほど全社的視点からの判断が出来るようになると考えられる。ここから多数の機
能領域に対する認識や理解が存在し、その上で経営的視点からの目標を有している条件
の下、目標導出カテゴリー化がなされ、かつ経験からの帰納学習がなされることで総合的
判断力が高まると考えることにする。 
 
１１ キャリア経験上の学習の分類枠組みの構築：本研究で採用するアプローチ 
本研究は次世代経営幹部候補の「キャリア経験」→「学習」→「技量」という分析枠組
みを設定している。そして既存研究では「学習」について、少なくとも Kolb(1984)の経
験学習の考え方、すなわち学習者の主体性を重視する今日の認知科学の考えに基づくも
のとして扱ってこなかったことが明らかになった。そこで本章では企業で働く人が職場
の中で用いられる 6 つの学習（楠見，2010）を中心に、学習理論を検討した。そこから
明らかになったことの１つが、それら個別の学習理論の多様性である。例えば経験の反復
98 
 
に基づく学習について楠見（2012）は「人が、経験を通して実践知を獲得し、初心者から
熟達者（エキスパート）になる長期的な学習過程」とする。そして熟達化には 10 年程度
の長期的時間が必要（Ericsson, 1996）とされる。一方で「帰納による学習」について楠
見（2012）は「（経験を）蓄積したスキルや知識に基づいてカテゴリー化し、その共通性
やルールを抽出（帰納）すること」とした。これは 10 年といった長期間にわたる経験を
学習の対象にするものではなく、特定のごく短い、限られた期間での経験に対しても適用
できる学習である。 
また「他者との相互作用による学習」といった他者からの内省支援などを想定した学習
も存在した。中原（2012）は「Kolb(1984)の経験学習論における経験学習サイクルを駆
動させる主体として、経験を蓄積し内省を全うする超越的自我が想定されている。（中略）
1980 年代以降の学習研究の潮流、すなわちヴィゴツキーの再評価、社会文化的アプロー
チ、協調学習研究などの影響を受けて、経験学習モデルの内省においても、「他者」の役
割が重視される」とした。 
このように職場でなされる学習には、個人がその経験から主体的に学ぶ経験学習があ
り、その個別理論には一つの経験から学ぶものから 10 年以上にもわたる経験から学ぶも
のまで多数あった。すなわち学習空間が時間次元の中で異なっているのである。さらには
職場においては個人による経験学習だけでなく他者との相互作用によって学ぶ、といっ
た学習方法も存在し、非常に大きな差異と多様性を有するものであった。学習空間が空間
次元においても異なるのである。 
 Kolb(1984)の経験学習における考えでは、学習内容は学習者の学習環境や経験そのも
のによって規定されるのではなく、主体的な学習者自身による主体的な認知活動により
なされるものとされる。このことは何を学習対象とするかということの決定においても
主体的な学習者によってなされるものと考えるのが適当であろう。実際に構造写像理論
（Gentner, 1983）ではベースからターゲットへの写像に関し、ベースは学習者の過去の
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記憶の中から引き出されるものとされており、まさに学習者自身が何から学ぶか、という
ことを主体的に決めていることになる。 
ここで本研究が措定している研究フレームワークである「キャリア経験」→「学習」→
「技量」において、「キャリア経験」自体は「単一職能型」「準単一職能型」「複数職能型」
など誰にでもほぼ同様の認識が形成されると考えられるものである。しかしながら学習
者がそうしたキャリア経験の中で何を学習対象とするのかについては、意識的であろう
が無意識的であろうが、学習者自身が決定するものである。すなわちこの時間次元および
空間次元の中で学習する対象（キャリア経験内での具体的経験として学習者の中で認識
されているもの）の範囲を決め、なにを学習するかについて規定するものであるが、これ
を学習空間とする。この学習空間は学習者のその時々の目的や志向性、それに所属する組
織の文化や規範などに影響を受けるであろう。そしてこの学習空間で学習がなされ、それ
により技量が習得されるのである。 
この学習空間の中で学習者による認知的プロセスとしての学習がなされることにより、
現実の学習活動が展開されると考える。そしてキャリア経験に影響を受け学習者が構成
した学習空間で現実になされる学習のことを、本研究ではキャリア経験上の学習と呼ぶ
ことにする。すなわち本研究の研究枠組みは「キャリア経験」→「キャリア経験上の学習」
→「技量」となる。 
なお職場で用いられる学習には純粋な経験学習、すなわち主体的な個人による認知活
動としての学習だけではなく、相互作用による学習や、より受動的な学習者を想定する学
習、メディア学習などが存在する。 
これらについては主体的に学習空間が決まるのではなく他者との関係などで決定され
ていくものであるので事前に学習者自らが詳細に設定することはできない。しかしなが
ら学習者は何らかの意図なり、差し迫った状況などにより主体的に学習に参加している
のも事実である。そこでこれらについては大枠での学習空間の設定がなされていると考
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える。 
次に検討すべきことは経験上の学習を規定する学習空間をどのような次元で捉えるべ
きか、ということである。まず第 1 が空間的な範囲である。これは技量の分類軸が参考
になる。認知科学における学習理論では、少なくとも今回検討した限りにおいて一般的に
企業という場のみを取り上げたものは存在していなかった。すなわち範囲としての学習
空間を意識したものがないのである。先に構築した技量の分類枠組みは、各技量の習得に
必要な学習対象とすべき事象の範囲を示唆する。 
第１の次元は企業内／外である。企業特殊／汎用という技量の分類軸に対してのもの
である。学習空間が企業外のことに設定されているならば、そこからの学習で得られる技
量は汎用のものとなるであろう。しかし学習空間が企業内に限られている場合は、企業特
殊性を有する技量の学習となる可能性が高い。すなわち学習空間の分類次元の１つに「企
業内／外」というものが必要となるのだ。 
第 2 が機能についてのものである。これは職能固定／非固定という技量の分類軸と対
応するものである。職能固定とは学習空間が１つの機能内のことに限られていることで
あり、職能非固定の技量を習得するためには学習空間が複数の機能にまたがることが必
要となろう。これを「機能の単数／複数」とする。 
第 3 が職務のレベルについてのものである。同一の機能内においても単一の職務のみ
の学習空間なのか、複数職務にまたがるものなのかということが重要となる。単数職務の
場合、狭い範囲の専門性についての技量を習得している可能性が高く、複数職務の場合は
知的熟練論が示すような技量の習得が可能となるだろう。この学習空間の次元を「職務の
単数／複数」とする 
この学習空間は、1 時点のみの学習の対象となる経験を規定するものではない。学習の
中には経験の反復に基づく学習（楠見，2010、2012）があり、これは先にも示した熟達
などは 10 年以上にもわたるキャリア上の時間範囲を学習空間としている。すなわち学習
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空間は時間幅の概念が入るものであり、時間概念を含む次元設定が必要となる。空間的な
範囲の検討の際、「機能の単数／複数」という学習空間の次元を設定したが、これも時間
概念を含んだものである。兼任することで複数機能を同時に経験することは稀にあるだ
ろうが、一般的なものではない。ある期間において 1 つの機能もしくは機能内の業務し
か担当できないのであるならば、複数機能にまたがる学習空間を形成するということは、
時間的には長期であることを意味する。しかし単数機能の学習空間には時間概念は入っ
てこない。学習空間が単数機能に限られた場合、そこには時間軸概念が存在しなくなる。 
学習空間における職務レベルでは「職務の単数／複数」という次元を設けたが、これに
も一部に時間概念は含まれるが、その他の部分には時間概念は含まれない。「職務の単数
／複数」という次元において複数の場合、一般的に兼任というものが少ないとするなら
ば、そこには時間概念が含まれる。しかしながら「職務の単数／複数」次元において単数
となった場合、時間概念は入ってこない。 
また後に示すように非常に重要であるとの指摘があることから「担当領域の単数／複
数」という次元を導入する。例えば経理機能において本社経理の職務と、事業部の工場や
事業所における経理では職務内容は異なる。すなわち同じ営業や経理などといった職務
において扱う製品や所属する事業が異なることで経験することも異なる。担当領域とは
このレベルの弁別を行う学習空間の次元である。小池（2002a）ではキャリアの広狭の説
明において、職能（本研究では機能と呼んでいる）を広義の経理、営業、人事、生産管理
などとし、そしてその下位次元として領域というものを設定する。これは経理であれば財
務会計、管理会計、資金である、とした。これが一般的には職務となるであろう。そして
小池（2002a）はこの他に重要な指標があるとする。それについて以下のように説明して
いる。即ち「担当する製品の範囲、組織のレベル間の移動である。前者は多様な製品群を
つくる大きなメーカーならば、事業本部を変わるかどうかをいう。たとえば原子力事業本
部からコンピューター事業本部へ移動すれば、甚大な移動距離となろう。経理であれ営業
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であれ製品知識は重要な技量の要素であり、むしろ事業本部内の移動がふつうであろう。
後者、組織のレベルとは、本社、事業本部、工場や支店間の移動をいう。とりわけ、工場
や支店など下づみの仕事経験の有無に注目したい。草の根の経験なしに組織の上層にす
すむかどうかは、きわめて重要に思える。」（小池，2002a）としている。この所属する事
業や担当する製品の範囲を統合して本研究では「担当領域」としたのである。 
「担当領域」が単数の場合、やはりその時間概念が希薄になる。そこで割当回数の単数
／複数という学習空間の次元を導入する。これは「担当領域」の明確にされた職務が何回
割り当てられたのか、ということに関係する概念である。企業には期という事業期間の単
位があり、一般的にこれに合わせて決算がなされ、また大きな人事異動がなされる。多く
の企業は 1 年を 1 期とし、大きな人事異動は年 1 回となっている。そこでこの 1 年に 1
回毎に仕事の割り当てがなされていると考え、これを単数（1 回）と複数に分ける、とい
う次元である。単数になると学習空間が割り当てられて 1 回、すなわち 1 年未満であり、
複数になると 1 年以上同一の担当領域における職務を経験していることになり、それが
学習空間を形成していると考える。これにより「担当領域」における短期経験を学習空間
とするのか、長期経験を学習空間とするのかということが明らかにできる。 
もう 1 つ検討すべきことが存在する。それは小池（2005）の知的熟練論に関係する。
知的熟練論はキャリア経験上の分類では単一職能型もしくは準単一職能型のキャリア経
験で生じるとしている。そして準単一職能型は機能間を超えた異動であるが、その異動前
後の機能の異なる職務間において補完関係が強いことを異動が効率的であることの条件
にしている。すると機能間の異動を行った場合、その異動前後の異なる機能である２つの
職務の間に補完関係があるか否かを、確認しなければならない。しかしこれは非常に難し
い作業となることが予測されるため、本研究では先にも示した通り、機能に変えて職能群
という概念を導入した。これは研究開発と生産などあらかじめ関連する可能性の強いと
考えられる機能同士をまとめたものである。これにより職能群間関係において補完関係
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は存在しても無視できるほどに弱いものでしかないことになる。しかし職能群内の職務
間のレベルにおいては、補完関係が強いものと弱いものが存在する。補完関係が弱いと、
それを学習空間として設定した場合、比較・類推学習などで関連のない２つの職務を比較
などの認知プロセスを経て構造的に把握することよる学習がなされる可能性がある。一
方補完関係が強い場合は、その関係を学習して知的熟練度を高めることになる。ここから
学習空間の質的次元として「職務間の補完関係の強弱」を設定する。 
職場で用いられる学習には主体的な個人による認知活動としての経験学習だけではな
く、「相互作用による学習」や、より受動的な学習者を想定する「レクチャーによる学習」、
「メディア学習」などが存在する。これらについては学習者が主体的に学習空間を決める
のではなく他者との関係などで決定されていく。これは例えば当初与えられた学習者自
身の担当職務を遂行するための技量に関心があり、学習空間の「職務の単数／複数」次元
における単数を選択して学習空間が構成されていたが、他者の内省支援から会社全体の
観点、すなわち複数の職能群の関係から学習者自身の職務を位置づけることの必要性に
気づいた、ということがある。この場合、内省支援者により学習者の学習空間が変更され
たことになる。また「メディア学習」や「レクチャーによる学習」の場合、多くがメディ
アやレクチャーする側の人が提供する学習空間で受動的な学習がなされる。 
そこでこうした学習における学習空間は「企業の内／外」の次元のみを用いるのが良い
であろう。理由としてはこれらの学習は企業内のことの学習にも企業外のことの学習に
も用いられるものであり、特に企業外部の学習においては頻繁に用いられるものと思わ
れるからである。 
まず他者との相互作用による学習において、企業の内においては「他者との相互作用」
であるが、外になると「越境学習」となる。また「レクチャーによる学習」では、企業の
内であれば、社内講師による教育プログラムを受講することや、上司や先輩社員から仕事
の方法や手続きを教えられることなどが例として挙げられる。一方企業の外に学習空間
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が設定されている場合は「越境学習」となり、大学の MBA コースで勉強することで汎用
の経営学の様々な知識を習得することが例として考えられる。また「メディア」において、
学習空間が企業の内にあれば、例えば社史などを読みながら、自社の歴史と変遷などを学
習するかもしれない。一方学習空間が企業の外部となっていたならば汎用の経営学者や
コンサルタントの書いた本などにより、汎用の経営に関する技量を高めるであろう。 
以上をまとめるとポイントは以下の３点となる。第 1 は本研究で扱う学習は認知科学
が示す学習理論として示す一般的な認知活動のプロセスとしての学習とキャリア経験な
どに影響されて構成される学習空間から成るものとし、これを明確に弁別するために後
者を「キャリア経験上の学習」とすることである。 
第 2 は学習空間という概念の導入である。これは客観的なキャリア経験に対して、学
習者が学習する際にそのキャリア経験などから主体的に対象とする範囲を定めているこ
とから、これを学習空間とした。学習空間の次元は大きく空間次元と時間次元を統合した
次元（空間×時間次元）と質的次元の 2 つからなり、空間×時間次元は①企業の内／外、
②職能群の単数／複数、③職務の単数／複数、そして④割当回数の単数／複数とし、質的
次元は補完関係の強弱となった。  
 第 3 は「他者との相互作用」、「レクチャーによる学習」、「メディア学習」については
学習空間の次元として緩やかに「企業の内／外」を設定する、ということである 
「キャリア経験上の学習」の分類枠組みを作ることが本節の目的である。学習空間と認知
学習理論を掛け合わせることで、キャリア経験上の学習が導き出される。これにより技量
の分類軸により分類される技量が、いかなるキャリア経験上の学習を通じて学習される
のかが明らかになるであろう。 
次に学習空間（空間×時間次元と質的次元）と学習およびキャリア経験上の学習の関係
を説明する。 
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表２－４－１．キャリア経験上の学習の分類 
 
まず「空間×時間次元」における「企業の内／外」次元において内で「職能群」，「職務」，
「担当領域」，「対象経験」が全て単数の場合、基本的には企業内での単数経験に基づく学
習となる。なおこれらが全て単数の場合、学習の対象となるものが単数であることが決定
されるので質的次元である補完関係は存在しない。そして単数であるということは基本
的に時間概念が短いことであり、ある特定の 1 回もしくは短期の小数回の経験に基づく
学習ということになる。ここに該当するのは「経験からの帰納」、および「説明による一
般化」、「社会的（観察）学習」である。「経験からの帰納」における対象経験を複数とす
ると、概念上「経験の反復による学習」との弁別が困難となる。そこで本研究ではこの基
準で「経験からの帰納」と「経験の反復による学習」を弁別する。また「説明による一般
化」はある経験に対して、ルールや法則・規則などを当てはめることで、帰納ではなく演
繹的に経験事項を理解し一般化するものである。また「社会的（観察）学習」は他者の代
理経験を注意して観察し（注意過程）、イメージや言語などでモデルの特徴などを表象化
して保持し（保持過程）、リハーサルを行い表象したことを行為に変換できるようにし（運
動再生過程）、それを実際に遂行する（動機づけ過程）一連のプロセスである（Bandura, 
1977）。これらは経験の反復や、微妙に異なる文脈における多数の経験や長期の時間など
が学習の成立要件となるようなものではない。複数の経験や長期間にわたる経験などが
質的次元
企業の内／外 職能群の単数／複数
職務の単数／
複数
担当領域の
単数／複数＊
事業・製品群など
対象経験の単
数／複数
補完関係の強
弱
経験からの帰納 経験からの帰納
説明による一般化 説明による一般化
社会的（観察）学習 観察学習
複数 強 経験の反復 熟達（担当領域）
複数 複数 強 経験の反復 熟達（複数担当領域）
単数 複数 強 知的熟練 知的熟練
複数 複数 弱 類推による転移 比較・類推（職能群内）
単数 複数 弱 類推による転移 比較・類推（複数職能群）
複数 複数 弱 総合的判断力学習 総合的判断力学習
他者との相互作用 他者との相互作用
レクチャーによる学習 レクチャーによる学習（内）
メディア学習 メディア学習（内）
越境学習 越境学習
レクチャーによる学習 レクチャーによる学習（外）
メディア学習 メディア学習（外）
複数
空間×時間次元
単数
単数 単数
単数 n.a.
複数
学習 キャリア経験上の学習（サブカテゴリ―）
内
外
複数
n.a. n.a.
n.a. n.a.
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必要な学習があることから、これらとの混同を避けるために、「説明による一般化」およ
び「社会的（観察）学習」は学習空間における「企業の内／外」次元において内で「職能
群」，「職務」，「担当領域」，「対象経験」が全て単数のものとする。なお「経験からの帰納」
を含めた 3 学習の弁別は、直接経験か代理経験かで「社会的（観察）学習」と他の 2 つ
の学習が分かれ、「経験からの帰納」と「説明による一般化」は、経験を帰納的に解釈し
ているのか、他の一般法則などからの演繹として捉えているのかで弁別可能である。これ
ら３学習が実際に先の学習空間でなされる「キャリア経験上の学習」においては、それぞ
れ「経験からの帰納」、「説明による一般化」、そして「観察学習」とする。「社会的（観察）
学習」を「観察学習」としたのは、後に「相互作用学習」なども取り扱うが、社会的と相
互作用の概念が近似していることから、誤解を避けるためである。 
学習空間において空間×時間次元における「企業の内／外」次元において内で「職能
群」，「職務」，「担当領域」が単数で「対象経験」が複数の場合、わずかな違いなどはある
ものの同じ領域で複数回同じ経験をしたことを学習対象とすることを意味している。こ
の学習空間における複数経験には経験効果や、暗黙知の形成（楠見，2012）などによる
効果が生じているものが存在していると考えられることから、複数の経験の間に質的次
元における補完関係が相当程度存在すると考えられる。この学習空間に適しているのは
「経験の反復による学習」である。しかもこの学習空間は担当領域が単一であることから
同じ職務を同じ事業や製品群扱う部門などに限られている反復経験だと思われ、現実的
には担当領域内での「熟達」という学習である。これをキャリア経験上の学習では「熟達
（担当領域）」とする。 
学習空間が空間×時間次元における「企業の内／外」次元において内で「職能群」，「職
務」が単数で「担当領域」が複数の場合、「対象経験」も複数となる。さらにこの学習空
間は同じ職務を複数のエリアで行った経験を学習対象とすることを意味している。これ
は先の学習空間が空間×時間次元における「企業の内／外」次元において内で「職能群」，
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「職務」，「担当領域」が単数で「対象経験」が複数の場合と同様、学習空間における質的
次元において補完関係が強く存在すると考えられる。このような学習空間でなされる学
習は「経験の反復による学習」であるが、担当領域が複数となるので、キャリア経験上の
学習としては、これを「熟達（複数担当領域）」とする。 
学習空間が空間×時間次元における「企業の内／外」次元において内で「職能群」が単
数，「職務」が複数で「担当領域」が単数の場合は、例えば人事部門（職能群：単数）の
新卒採用と教育の両職務（職務：複数）において－それらは同じ製品事業部内（領域：単
数）－の経験に学習空間が設定されているような場合である。領域が同じなので製品知識
や業務プロセスなどが同じなので、新卒で採用した社員の入社当時の状況を具体的に理
解しながら、若年層の教育体系をより現実に適したものに変更することなどが可能と考
えられる。すなわち補完関係が強く存在する。この学習空間は補完関係の存在する異なる
複数職務間の関係を理解することが可能であり、これは「知的熟練」が生じるものである。
従ってこれをキャリア経験上の学習として「知的熟練」とする。なお学習としての知的熟
練の定義については第 2 章 4 節 4－9 項に示している。 
空間×時間次元における企業の「内／外次元」において内で「職能群」が単数，「職務」
および「担当領域」が複数の場合、「対象経験」は複数となり、学習の領域固有性を前提
とすると補完関係は弱いものとなる。小池（2005）は「（日本企業のキャリア・システム
において）担当する製品群の面では、案外移動しない。」とする。理由は製品知識、製造
知識、市場知識が活用できないからだとする。また職務と領域の両方が変わった場合、一
般的に仕事の内容だけでなく、周囲の人やビジネスモデルなどとの関係も変わるので、異
動者には相当な負担となる。不慣れな仕事で問題に直面した際、既知の事業や製品と異な
るものであったならば、対処方法なども簡単には予期できないであろう。また周囲の人が
変わっていたら、誰にどのような支援を求めるべきか、ということも直ぐには予期できな
いであろう。すなわち質的次元における補完関係は弱いものとなる。 
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このような学習空間においては、領域の違いを超えて共通性を見出して部分的にでも
共通なものとして理解したり、相対化してより大きな視点を獲得するなどの学習が考え
られる。すなわち「類推による転移」であれば学習が成立する可能性がある。この「類推
による転移」は学習空間の次元における複数性を必要とする。学習の対象となる者に対し
て、過去の別の経験やそこから得られた学習内容等を、ターゲットとなる学習の対象に投
影することだからである。つまり学習の対象となる経験以外に他の経験が必ず必要とな
るのである。また差異を認識することで一方を他方の基準で評価することもできる。いわ
ゆる他者の目による斬新な視点からの評価である。これらは改善やイノベーションの契
機ともなり得る可能性を有している。これらは職能群内における比較と類推なので、「キ
ャリア経験上の学習」としては「比較・類推（職能群内）」とする。 
空間×時間次元における「企業の内／外」次元において内で「職能群」、「職務」、「対象
経験」が複数で「担当領域」のみが単数の場合、「職能群」が複数なので学習の領域固有
性を前提とすると補完関係は弱いものとなる。この学習空間においてこのような学習空
間で学習が成立するのは領域固有性の制限が弱い「類推による転移」である。例えば生産
技術という機能で製造ラインに課題解決のための提案を主な業務とすることと、営業機
能において提案型営業を行うことは、現場での聞き込み調査の実施と課題の把握、そして
課題解決のための方策提示という基本的な仕事に共通性が存在する可能性がある。この
共通性を類推により生産技術から営業に転移させると、学習コストがあまりかからずに
営業活動を行える可能性が存在する。しかも所属する事業や扱う製品についての経験は
同じであるので、既存技量の活用が可能である。すなわち「職能群」、「職務」、「対象経験」
が複数の学習空間においても「類推による転移」は学習が成立する可能性を有するのであ
る。また「類推による転移」学習は学習空間の様々な次元での複数性を必要とする。なぜ
ならば類推をする際には、過去に類似の経験があり、それを学習対象物に投影することで
あり、過去の類似（これは構造上同じであれば全く別領域のものでもよい）したもの（ベ
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ース）が学習のターゲットとなっているもの以外にも存在していることが必要なのであ
る。複数職能群の異動に伴う経験を用いた「類推による転移」をキャリア経験上の学習と
して「比較・類推（複数職能群）」とする。そしてこれは継続的な改善やイノベーション
の源泉となる可能性が存在する。 
空間×時間次元における「企業の内／外」次元において内で「職能群」、「職務」、「担当
領域」、「対象経験」が複数で、「担当領域」も異なるとなると、共通項を有さないバラバ
ラの体験の集まりで学習空間が構成されることになる。このような中では補完関係は生
じない。補完関係はそもそも２つの要素の間に関連がある場合に生じるものである。この
ような空間で成立する学習は、目標導出カテゴリーが存在しないと成り立たない。目標カ
テゴリー導出はそもそもバラバラと思われている物事などが、ある目標を設定したとこ
ろ同一カテゴリーに属するようになるという類型化の認知プロセスである。同一カテゴ
リーとしての認識から、それらの各要素とその連関や構造などが帰納的に推論などによ
り認識形成されていく。現実の場面において、複数の「職能群」、「職務」、「領域」の経験
を学習空間としてこのことがなされることは、事業全体からの判断や意思となる。すなわ
ち総合的判断力となる。そこでこの学習空間における学習を「総合的判断力学習」とする。 
学習の中には自ら学習空間を設定できないものが存在した。それは「他者との相互作用
による学習」（「越境学習」を含む」）、「レクチャーによる学習」、「テキスト学習」である。
このような学習がなされる学習空間は最初から決定されているわけではなく、他者や講
師、それにテキストの著者などに強く影響されるものである。そこでこれらは緩やかに学
習空間が設定されているものとする。ただし、企業の内部か外部かというところでは、弁
別可能であろう。そこで学習空間を企業内／外に分け、企業内の場合は「他者との相互作
用」、「レクチャーによる学習（内）」、「テキスト学習（内）」とし、企業外の場合は「越境
学習」、「レクチャーによる学習（外）」、「テキスト学習（外）」とした。 
以上をキャリア経験上の学習の分類枠組みとする。ここから補完関係の強い職務への
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異動時と弱い職務への異動時では効率的な学習に違いが存在する可能性が高いことが明
らかになった。補完関係の弱い職務への異動により学習空間がきちんと構築されたなら
ば、「比較・類推（複数職能群）」「比較・類推（職能群内）」「総合的判断力学習」といっ
たキャリア経験上の学習が機能することが予測される。 
なお上記のことは概念的に構成しているが、実際には様々なケースや状況がありうる。
例えば一般的には考えられないところにでも、実際に調査を行うと、補完関係が存在する
かもしれない。そのような場合が生じたならば、そのことを尊重しながら対応していくこ
とにする。あくまでも探索的な研究なのである。 
  
Ⅴ まとめ  
 
１ 次世代経営幹部候補のキャリア・システム 
 次世代経営幹部候補のキャリア・システムの実態について２つのアプローチ法で検討
した。１つが次世代経営幹部候補の選抜・育成制度に関する民間シンクタンクなどの調査
である。そしてもう一つは日本企業のキャリア・システムを丁寧に調査した研究のレビュ
ーである。 
 ここから明らかになったことは近年大手企業を中心に導入されている次世代経営幹部
選抜・育成制度では、対象者を課長職層で選抜し、その人々を異動による複数機能におけ
る業務の経験により、経営幹部に求められる技量などの習得を企図しているというもの
である。目的はグローバル化や企業変革を先導する経営人材の育成であった。 
 また日本企業のキャリア・システムは平均的に課長層までは同一機能内の専門キャリ
アを歩むが、その後単一キャリア・準単一キャリア・複数キャリアを経験するものに分か
れ、平均すると２～３の異なる機能を経験するようになる。そして経営層になる人材はよ
り多くの機能を経験する。しかしこれらは平均的なもので企業により、専門性をより重視
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するところもあり、多様性が存在していることが明らかになった。 
 ここから課長職資格を得る頃に次世代経営幹部候補の第一次選抜が行われ、経営者へ
と上位階層に上がっていきながら選抜されていくことが明らかになった。しかしながら
次世代経営幹部候補の選抜基準などは明確になっていないこと、また次世代経営幹部候
補の育成に関しては企業内部のキャリア経験を中心に考えられていることも明らかにな
った。 
 
２ 次世代経営幹部候補が学習すべき技量 
 小池(2005)はホワイトカラーの知的熟練論において①多様で複雑な問題への対処能力、
および②重層的で相互作用による問題処理能力とし、これは同一機能内における幅広い
キャリア（補完関係の強い他機能の一部の職務含む）の経験において得られるものとし
た。これを支持する研究者もいるものの（例えば山本，2014）、しかしながら経営層に求
められる能力・資質に関する研究（橘木;1995，伊藤・照山;1995）や管理職のリーダーの
持論研究（金井・古野;2001，金井;2002 など）は特定機能専門ではない様々なもの（多
様な情報処理能力や部門を超えた連携を構築する情報系の能力、企業と事業についての
広範な知識、協調性、公平性、強い精神力など）を習得していることを明らかにしていた。
そしてこれらは複数機能を経験することで習得されていることが示唆された。加えてキ
ャリア経験からどのようにしてこれらのことが学習されたのか、について説明がなされ
ていないことも明らかになった。 
 
３ キャリア経験の学習 
 キャリア経験と習得する技量を繋ぐ学習概念を検討し、楠見（2010，2012）を参考に
実証研究に用いるキャリア経験にもちいられる学習概念を検討し、その上で実際の学習
上の文脈を考慮し、分類枠組みを構築した。 
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 ここで特に強調しておくべきことは、類推からの転移（比較含む）、目標導出カテゴリ
ー化など学習の固有領域性を超える学習が存在することが確認されたことである。こう
した学習がキャリア経験に対して用いられているのであれば、キャリア・システムの経済
的合理性を従来考えらえていたように、１つないしは２つの機能内に限定する必要性は
低下する。またそのことによってスペシャリストとは異なるゼネラリストとしての全社
的な観点から、組織を理解し、動かしていけるような技量を習得している可能性があるこ
とが認識された。 
 
４ 次世代経営幹部候補のキャリア経験・学習・学習技量の実証研究に向けて：リサー
チ・クエスチョンの設定 
 これまでの既存研究・調査の検討から日本企業のキャリア・システムの次世代経営幹部
候補の育成機能を明らかにするためには、以下のリサーチ・クエスチョンを設定する。 
 
RQ1：課長職で次世代経営幹部候補（以下次世代経営幹部候補（課長職層）とする）に
選ばれる人材はどのような技量を習得しているのであろうか？ 
 
これは次世代経営幹部候補の選抜基準が明確でないということが民間企業の次世代経
営幹部候補の選抜・採用システムに関する調査から明らかになっていた。また多くの日本
企業は課長職層までは基本的に同一機能内でのキャリアを歩むことが、文献レビューか
ら明らかにされた。このような状況において、総合的判断力や水平的情報処理能力など経
営層が必要とする技量が学習されているのだろうか、ということが第一の関心となるだ
ろう。またもしこうした技量が習得されず、知的熟練などの現場において必要性の高い技
量のみであった場合は、何でもって課長職層から次世代経営幹部候補を選んでいるのか
疑問が生じる。そこで第 1 にどのような技量を次世代経営幹部候補（課長職層）が習得
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しているのかを明らかにする必要がある。 
 
RQ2：次世代経営幹部候補（課長職層）はその技量をいかなる契機から習得しているの
であろうか？ 
 
RQ２を設定した理由として日本型経営においては課長職層までは同一機能内を中
心としたキャリアとなっていることが多いことを挙げたが、もし経営層に求められる総
合的判断力や水平的情報処理能力を次世代経営幹部候補（課長職層）が保有しているなら
ば、それはどのような契機で習得したのかについてまず明らかにする必要があるだろう。
同一機能内でのキャリア経験が中心なので、通常の学習であれば機能内のことに関する
技量となるはずである。そこで学習プロセスの有無などを問わず、まずどのような契機で
技量を獲得しているのか、について探索的に調べる必要がある。 
 
RQ３：次世代経営幹部候補（部長職層）においていかなるキャリア経験をしているの
であろうか？特にキャリアの幅はゼネラリストとスペシャリストなど分かれているので
あろうか？ 
 
過去の文献を検討した結果から、課長以降になると経験する機能数が増えることが明
らかになった。しかしこれらの多くは平均値が示されたものである。そこで実際に次世代
経営幹部候補（部長職層）一人一人のキャリアを確認する必要がある。 
 
RQ4:後に経営人材となる次世代経営幹部候補（部長職層）はいかなる技量を習得して
いるのであろうか？ 
 
114 
 
次世代経営幹部候補は課長職層で選ばれ、その後最終的には役員になるかならないか
という選抜を受けることになる。そこで次世代経営幹部候補となり、その後役員となった
者がいかなる技量を身につけているのか、特に次世代経営幹部候補（課長職層）との違い
はあるのか？ということを確認することで、次世代経営幹部候補が身につけるべき技量
が明らかになるかもしれない。 
 
RQ５：次世代経営幹部候補（部長職層）で後に役員となる者は、いかなるキャリア経
験からどのような学習を用い、いかなる技量を習得しているのであろうか？ 
 
キャリア経験において補完関係のない異動を経験しているならば、それはどのような
学習で、いかなる技量を学習しているのか、について明らかにすることである。 
以上のことを検討するために実証研究がなされた。次章ではその実証研究について  
報告する。 
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第 3 章．実証研究 
 
Ⅰ 本章の目的と進め方 
 
１ 目的 
第２章で既存研究を検討し、５つのリサーチ・クエスチョンを設定した。本章ではこの
解明に対し実施した実証研究を報告する。リサーチ・クエスチョンは以下の通りである。 
RQ1：次世代経営幹部候補（課長職層）に選ばれる人材はどのような技量を習得してい
るのであろうか？ 
RQ2：次世代経営幹部候補（課長職層）はその技量をいかなる契機から習得しているの
であろうか？ 
RQ３：次世代経営幹部候補（部長職層）においていかなるキャリア経験をしているの
であろうか？特にキャリアの幅はゼネラリストとスペシャリストなど分かれているので
あろうか？ 
RQ4:後に経営人材となる次世代経営幹部候補（部長職層）はいかなる技量を習得して
いるのであろうか？ 
RQ５：次世代経営幹部候補（部長職層）で後に役員となる者は、いかなるキャリア経
験からどのような学習を用い、いかなる技量を習得しているのであろうか？ 
 
２ 進め方 
 本章では上記のことを解明するために、以下のような実証調査と分析がなされた。 
第１は次世代経営幹部候補（課長職層）の技量についてである。ここでは日本の大手電
機メーカーの次世代経営幹部候補に選ばれている者（課長職層）の方々へのインタビュー
調査、および日本の大手企業の人事部長に対して実施された次世代経営幹部候補者の技
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量に関する質問紙調査がなされている。ここではキャリア・システムの実態、技量、技量
習得の契機と技量の関係を分析する。 
第２は後に経営人材となる次世代経営幹部候補（部長職層）のキャリア経験・学習・技
量に関する分析である。この分析にはハウス食品（当時）の次世代経営幹部候補で後に役
員となった者を対象としたインタビュー調査データを用いる。 
まず、後に役員となる次世代経営幹部候補（部長職層）の技量を明らかにする。次いで
この分析結果を先の次世代経営幹部候補（課長職層）のそれと比較し、その異同を確認す
る。また後に役員となる次世代経営幹部候補（部長職層）の学習を明らかにし、役員とな
っていない者との比較を行う。さらに後に役員となる次世代経営幹部候補（部長職層のキ
ャリア経験と学習および技量との関係を明らかにする。なお本研究の一番の関心事は後
に役員となる次世代経営幹部候補（部長職層）が有する総合的判断力や企業や事業全体の
視点からの水平的情報処理能力、企業や事業全体の持続的競争優位の構築や変革のため
の技量がどのようして習得されているのかということである。知的熟練論は機能を超え
た異動であっても、それに強い補完関係がある限りにおいては経済的合理性が成り立つ
と指摘するので、異動における補完性の存在の可能性の有無によるキャリア経験の分類
が必要である。そこで機能ではなくより広い概念である職能群という単位組織の分類概
念を用意する。これは職能群間を異動した場合に補完性が生じないと考えられる職能群
の類型で、ここにおいて異動経験があるか否かで補完性の有無を判断して分析を行うこ
ととした。 
 
Ⅱ 次世代経営幹部候補（課長職層）の技量とその習得の契機 
 
１ 実証研究①：次世代経営幹部候補（課長職層）の技量とその習得の契機（インタビ
ュー調査） 
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（１） 目的 
ここでは RQ1 と RQ2 の 2 つを明らかにすることを目的とする。２つの RQ は以下の
通りである。 
RQ1：次世代経営幹部候補（課長職層）に選ばれる人材はどのような技量を習得してい
るのであろうか？ 
RQ2：次世代経営幹部候補（課長職層）はその技量をいかなる契機から習得しているの
であろうか？ 
 上記の解明に向けては以下のような問題意識がある。まず、次世代経営幹部候補は民間
シンクタンクの調査では課長職層、一般的に大卒後 15 年程度で次世代経営幹部候補に選
ばれることが示されており、また学者による日本企業のキャリア・システムに関する研究
では課長になる前までは基本的に同一機能内でのキャリアを歩むが、課長以降に他機能
に異動する人が出てくる、ということであった。ここから考えると普通であれば次世代経
営幹部候補（課長職層）の殆どは入社以来同一機能内でキャリアを歩んでいると考えられ
る。そこでキャリア・システムが実際にどのようになっているのかを確認することと同時
に、知的熟練論が示すような職能固定的な技量についての学習のみがなされているのか
否かを確認することが必要であろう。なぜならばもし知的熟練論が予測するものだけで
あれば、次世代経営幹部候補の選抜には総合的判断力など職能非固定的な技量とは直接
的に関係しないもので行わなければならないことになるからだ。また、もし職能非固定的
な技量が学習されていることが発見されたならば、それはこの時期における選抜の意味
を付与することになるであろう。それと同時に職能非固定的な技量がどのような契機で
習得されているのかを明らかにすることで、日本企業のキャリア・システムにおける初期
から中期段階の経営幹部育成メカニズムの機能に一定の説明を加えることができる、と
考えられるのだ。 
そこで実証研究①では次世代経営幹部候補（課長職層）のキャリアの実態を明らかにす
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ること、およびゼネラリストとしての技量を次世代経営幹部候補が習得しているのか、ま
た習得しているとすればそれはどのようなものか、またそれはどのような契機で習得し
ているのか、についてインタビュー調査により明らかにすることを目的とした。 
 
（２） 調査方法 
次世代経営幹部候補のキャリアの実態および技量に関する事実発見のための調査が企
図された。対象は東京に本社を置く大手電機メーカーＡ社において本社人材開発室が直
接管理している次世代経営幹部候補者のうち 22 名である。22 名の内 11 名が技術系職で
11 名が事務系職であり、学歴は博士卒１名、修士卒３名（1 名はＡ社で博士号を取得）、
大卒 16 名、高校卒 1 名、性別は男 19 名、女 2 名であった。入社は 1983 年（大卒）～
1997 年（博士）で全員転職経験は無かった。調査は 2005 年 3 月に行われた。収集され
た調査データは２つで、１つはＡ社の本社人材開発室から提供された調査対象者 22 名の
キャリアデータで、もうひとつは 22 名の調査対象者に対し個別に行なわれたインタビュ
ー調査によるものである。調査内容は入社してからのキャリアを確認した上で、キャリア
上最も重要な技量の習得がなされたと認識している業務２つとその内容について尋ねた。
インタビュー時間は一人およそ 90 分であった。インタビュー内容は全て録音され、後日
内容は全て文書化された。なお人材開発室の方によると、Ａ社は比較的専門性を重視する
キャリア・システムとなっており、同一機能内での異動が中心となっているということで
あった。 
 
（３） 調査結果 
① キャリア・システムの実態 
キャリア・システムの実態に関する分析結果を表３－２－１に示す。まず、22 名の経
験した機能数の平均は 1.59 であった。複数機能の中には補完関係のあるものと無いもの
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が存在していた。技術職の次世代経営幹部候補者 10 名のうち複数機能を経験している者
は 4 人で（表１の被調査者 1，4，7，8）あるが、このうち補完関係の無いものは２人で
いずれも事業企画や製品企画といった事務系職種の要素の強いものへの異動であった。
残りは連続する工程上にある機能での異動であった。また事務系人材 12 名において複数
機能を経験している者は 6 名で、そのうち補完関係が認められないものは 3 名（表１の
被調査者 12，13，15）であった。そのうちの 2 人（12 と 13）は最後に異動した機能に
おけるプロ（年金およびＭ＆Ａ法務）としてその後ずっと同一専門分野の業務に携わって
いる。すなわち入社時に配属された機能と異なった機能に専門とする技量分野が変わっ
たが、それ以降は同一機能内で働いているということだ。なお事務系職種で複数機能を経
験しているが、補完性を認められなかった人材は 1 人であった。複数機能経験者の機能
間の補完性についての内容を表３－２－２に示す。ここから多機能を経験し、しかも補完
関係を有していないゼネラリスト・キャリアを歩んでいると考えられるものは 22 名中３
名であった。残りは基本的に一つの機能内もしくは補完性の強い他の機能の範囲内で異
動がなされていた。また機能間異動のない 12 名中、半数の 6 名はおよそ３から４の事業
所の異動を経験していた。一方機能も事業所も異動経験のないものは 6 名であった。従
ってＡ社は基本的に知的熟練論が想定する幅広いキャリアおよび幅の狭いキャリアを歩
ませてスペシャリスト育成をし、一部ゼネラリスト育成をしていると考えられる。 
今回のデータ分析で特徴的なのが、事務系職種における異動事業所数の多さである。22
名全員の異動事業所数は 54 で、事務系人材 12 名においては 36（１人当たり３）、技術
系人材 10 名においては 18（１人当たり 1.8）であった。なお各分析において適宜学習・
習得技量の具体的ケースを示すが、紙面の関係上全１５の学習・習得技量のうち上位１０
項目に入っているもののみとする。全数１２９ケースに対する上位１０のケース数（１１
２）の比率は 87％である。 
② 技量１．職能固定的―非固定的 
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分析枠組みの検討結果において、技量については１．職能固定的－非固定的、２．企業
特殊－汎用、３．組織的企業特殊性－技術的企業特殊性（２．において企業特殊であっ
た場合）の３つの視点で分類し分析することとなった。２２名のインタビューデ表３－
２－１．異動により経験した機能・補完関係・事業所数・技術領域 
および長期研修受講経験 
 
 
表３－２－２．機能間異動の補完関係 
 
 
ータの内容分析から１５の技量領域における１２９個の事例が抽出された。１５の技量
被調査者 機能数 機能名 補完関係 備考 事業所数 技術領域数 具体的技術領域 補完性 長期研修
1 2 SE，コンサルティング あり 2 2 SE，コンサルティング あり
2 1 開発 1 2 ソフト開発，メインフレーム開発なし
3 1 企画開発 1 1 製品企画開発
4 2 設計，保全 あり 2 3 原子力、宇宙、メンテナンス あり
5 1 開発 3 3 ＬＳＩ、インバーター、電池制御 あり
6 1 開発 1 3 加速器、ＭＲＩ、リニア あり 1
7 2 設計，企画 なし 2 1 設計
8 3 開発，ＳＩ，製品企画 なし 3 2 アナログ・デバイス、ＳＩ なし
9 1 開発 2 1 メモリー開発
10 1 研究開発 1 1 ＤＮＡシーケンサー 1
11 2 人事，事業推進 あり 戦略的人事 7 1
12 3 人事，文書，総務 なし 3 1
13 2 人事，法務 なし 3 1
14 2 営業，企画 あり 3
15 3 宣伝，総務，広報 なし 2 1
16 2 人事，事業開発 あり 人事業務事業化 3
17 1 製造，生産技術 1 1
18 1 経理 3
19 1 財務 3
20 1 人事 3
21 1 人事 4
22 1 営業 1
平均 1.59 2.45
被調査者 補完関係 機能間異動の状況
1 あり 担当企業のシステム開発後、新規事業としてシステム導入のためのコンサルティング事業部を作りそこに配属。ＳＥ時代の経験が活きた。
4 あり 受注生産の大型設備の設計を8年程度行い、次いで同事業の米国提携会社との仕事を7カ月行い、次いで保全業務（8か月）と大型設備の部品の開発と保存などを何回か繰り返し、現在は再度大型設備の設計を行っている。
7 なし 大型機械の設計（技術者）から事業戦略室（事務系職）へ異動。事業の経営的視点の獲得に苦労する。
8 なし アナログデバイス開発者時にキャリアに悩みＳＩとなり、技術視点とビジネス視点を理解し、自己申告で新事業の企画へ。
11 あり 複数事業所で人事業務経験後、長期研修で企業経営を学ぶ。教育研修子会社でサービス企画および事業推進を行い、その後戦略推進のための人事業務を行っている。
12 なし 事業所で人事教育、その後文書課にて社史編纂、その後総務業務経験後、年金業務を担い、以降年金業務を担当する。
13 なし 事業所で人事業務を行った後、米国大学へＭＢＡ留学しＭ＆Ａの法務など学び、帰国後法務関連の仕事を担当。
14 あり デバイス営業から同部門の企画へ、その後システム営業へ異動し、本社営業企画本部に移る。複数の性質の異なる営業を体験していることが今の仕事に役立っている。
15 なし
宣伝部（海外宣伝）に配属し製品広告などを制作、次いで長期研修で企業の対外コミュニケーション活動の在り方を
研究、その後宣伝部の総務・経理業務を担当した後、広報部に移る。ここで社内広報を担当する。仕事内容・やり方
共に宣伝と広報は異なる、とする。
16 あり 事業所で人事業務を行った後、米国子会社に1年（人事）で務め、帰国後は事業所で労務、その後本社の人事教育を担当し、人事業務の一部を社内業務サポートの事業とし、そこに配属される。その後再度本社人事を担当。
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の定義を表３－２－３に示す。また抽出された１５領域１２９個の技量を３つの軸で分
類した結果を表３－２－４に示す。 
まず職能非固定的、すなわち特定機能とは関係ない事項に関する習得の頻度が多いこ
とが伺える。職能非固定的なもの全体で８３個、職能固定的なものが４６個、全体の約３
分の２が職能非固定的なものを習得していることになる。職能非固定的な技量は「自組織
の動かし方」「自社理解」「自社の強み・弱み」「信頼・ネットワーク」といった企業特殊
なものと、「仕事」、「事業判断」、「会社」、「関係者」、「新知識獲得方法」という汎用のも
のであった。 
 
表３－２－３．技量の定義 
 
 
表３－２－４．技量の内容分類と出現頻度 
 
技量 定義
自分の仕事 自分の仕事や自部署の特徴に関すること
仕事の関係者 顧客や関連会社等の特徴や関わり方等に関すること
自分の部下 部下の特徴や関わり方等に関すること
技術 自社固有の技術に関すること
判断 自社固有の技術的な判断に関すること
汎用技術 企業特殊でない、誰でも入手可能な技術に関すること
自組織の動かし方 自社組織内の複数の部署などを動かすためのノウハウ等に関すること
自社の仕組み 自社システムや管理の仕組みに関すること
自社の強み・弱み 自社の事業上の強みや弱みに関すること
信頼・ネットワーク 社内で信頼関係やネットワークを築くこと
仕事 仕事に関する汎用の基礎的事項
事業判断 汎用的な事業判断の方法等に関すること
会社 一般的な会社というものに関すること
関係者 一般的な顧客や関係会社に関すること
新知識獲得方法 新しい知識を獲得する方法に関すること
自分の仕事 13 技術 8 汎用技術 11 自組織の動かし方 16 仕事 10
仕事の関係者 8 判断 3 自社理解 15 事業判断 8
自分の部下 3 自社の強み・弱み 13 会社 5
信頼・ネットワーク 10 関係者 3
新知識獲得方法 3
職能固定
46
汎用
職能非固定
83
企業特殊 企業特殊 汎用
35 11
組織的企業特殊 技術的企業特殊
54 29
組織的企業特殊 技術的企業特殊
024 11 54
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これら企業特殊なものは、表３－２－３に定義が示されているが、これらの技量は全て
経営幹部や組織のリーダーに必要な内容である。先にも示した通りＡ社はいわゆる幅広
いキャリアを歩ませるというキャリア・システム上の特徴を有しているのだが、学習して
いることの大半が職能非固定的で、しかもそれは経営層に求められるものが多いという
ことは注目に値する。それぞれの具体例を以下に示す。 
 
「自組織の動かし方」の例 
（以前ハードからソフト重視のものへという組織変革を行った際）わが社の場合、いいマ
ネジメント指標かどうか分からないのですが、予算制度が厳しいといえば結構厳しいの
です。予算を全部組み換えたり、中期計画を組み換えたり、数字をハードウェアからソフ
トウェアに、計画そのものを修正するなどの配慮をして、多少移行しやすいように変えて
いったという工夫は一つあります。目標値を変えさせたということです。（18）＊ 
 
「自社理解」の例 
（デバイス開発からＳＩに異動して）わが社は技術を標榜し、技術の学問の成績が良い人
を採ってしまっていますけれども、逆にそれは非常に不安があります。ビジネスはそれで
は成立しません。（中略）セールスができる人間がいないと、ビジネスになりません。特
にコンシューマー系は。そういう見方を得られたのは非常に価値があったと思います。
（8）＊ 
 
「自社の強み・弱み」の例 
Ａ社全体でみると（強みとなるのが）原子力になっていて、ポンプというと水でさびるの
ですけれども、原子力の配管などで腐食が無いようにという技術もありますよとか、いわ
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ゆるシナジー効果で、技術シナジーで売り込む、などということがあります。（5）＊ 
「信頼・ネットワーク」の例 
うちの社内は結構人数が多いですし、（中略）開発する時などは特にそうなのですけれど
も、キーパーソンを良く知るということです。どこに行ったらどういう情報が得られて、
どこに聞けば何の相談ができるか、そういうキーパーソンをよく知っておく、そういう人
たちとのネットワークを持っているというのは非常に重要ですね。（4）＊ 
 
最初の「自組織の動かし方」のケースであるが、これはＡ社の厳しい予算制度という企
業特殊な条件を熟知しており、それを前提として組織変革を行うことの重要性を認識し
ていた。また「自社理解」のケースは技術志向と顧客志向という全く異なった仕事を経験
することで、自社の技術偏重への問題意識を持つようになったものである。そして企業全
体のマネジメントの特徴を習得していた。「自社の強み・弱み」のケースでは他事業のレ
ベルの高い技術などを活用することで自事業製品の競争力を高められることを実感した
というものである。多事業展開している企業にとって重要なマネジメント上のノウハウ
を習得している。最後の「信頼・ネットワーク」のケースはキーマンのネットワークを有
していないと、大きな仕事はできないということであり、これも経営幹部および経営幹部
候補に求められるものであろう。 
次に職能非固定的で汎用なものについてであるが、先にも示した通り技量としては「仕
事」、「事業判断」、「会社」、「関係者」、「新知識獲得方法」であった。具体的な技量として
は基礎的なものが多くみられた。基礎的故に汎用となるのであろう。但しこれら５つの技
量は上位１０の中に入ってはいない。 
③ 技量２．企業特殊―汎用 
職能非固定的なもののうち企業特殊なものは先にも示したように「自組織の動かし方」
「自社理解」「自社の強み・弱み」「信頼・ネットワーク」と自社の強みを活かし、弱みを
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抑え、かつ効率的に組織全体をまとめ上げるために必要なもので、経営幹部層に求められ
る技量が中心であった。一方職能固定的で企業特殊なものは「自分の仕事」「自分の関係
者」「自分の部下」および「技術」の４つであった。これらは現在担当している業務の遂
行を通じて、その会社独自の条件と関連した仕事の部分、関係者（顧客など）、自分の部
下や研究テーマといった具体的な対象に対して、それらがどういうものであるかについ
てより深い理解を行うもので、効果・効率的な業務遂行を行えるようにするものであっ
た。以下に「自分の仕事」「自分の関係者」「技術」の具体例を示す。 
 
「自分の仕事」の例 
アンケートは毎年やっているのですが、やはりそこに出てくるのは「高い」とか「使いに
くい」とか、そういうことが多くて、「こういう機能が欲しい」というのは、アンケート
を取ってもなかなか吸い上げられないです。いちばんお客様と直接やり取りできるのが
セミナーなどをやった時に製品を展示してお客様に説明するのですが、そういうときに
「こういうディスクもいいんだけど、こういうのないの」とか「ここにウィンドウズのサ
ーバーを入れたらいいね」とか、そういう声を聞く機会をつくってもらって、そこで開発
のタネを仕入れていくのがやはり多いですね。（2）＊ 
 
「自分の関係者」の例 
中途半端な議論で（提案を）持っていきますと、全部ひっくり返されますので、こちらで
論理的に全部詰めた上で持っていかないといけないというのが多くなりました。（中略）
（顧客の）銀行さんは特にそうなのですが、担当者のかたと詰めても、向こうは向こう側
で稟議を上げないといけなかったりしますので、お互いロジックをちゃんとしておかな
いと、向こうでも承認が取れなかったりするので。（1）＊ 
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「技術」の例 
（第１世代から第２世代のＤＮＡシーケンサーへの移行を促す画期的な技術開発を行え
た理由として）キャピラリーは円筒形ですから（レーザービームを照射すると）光が散乱
してしまうのです。（中略）ある時キャピラリー数本だったらできるのではと思いまして
ごく日常の実験の中で光が通ったように見えた瞬間があったのです。なぜだということ
になりまして。（中略）キャピラリーは凸レンズが複数本並んでいるようなことになって
いるのかもしれないと思って、（きちんと光が通る）そのための条件は何かを導き出して、
実際にその条件でやってみるときれいに通ることが分かったと。その条件で特許をとり、
学会発表したり論文発表して注目を集めました。（中略）Ａ社は旧世代の平板方式の時に
も、他の会社は縦からスキャンするのですが、横入射といって（レーザービームを）硝子
盤に横から入射して隙間を通す方式。そうすると、全てのレーンのＤＮＡがたくさん並ん
でいるのですが、同時に照射することができて効率的なのです。（中略）キャピラリーに
なってくると（平板方式時より）ピッタリとフラットに並べないとうまくいかないので
す。きっちりと並べるのは相当に手間のかかる作業だしある生産技術が無いとできませ
ん。Ａ社で培ってきた生産技術が完全にベースにあると思います。（10）＊ 
④ 技量３．組織的企業特殊－技術的企業特殊 
企業特殊な技量における組織的企業特殊なものと技術的に企業特殊なものの違いであ
るが、組織的に企業特殊な技量は「自組織の動かし方」「自社理解」「自社の強み・弱み」
「信頼・ネットワーク」といった職能非固定的なものと「自分の仕事」「自分の関係者」
「自分の部下」という職能固定的なものがあった。これらは会社や事業全体の特徴もしく
は個別業務の具体的特徴、およびその中に存在する人材やその他の要素の深い理解に基
づき、効果・効率的に組織運営や業務遂行ができる技量である。一方の技術的に企業特殊
な技量とは、「技術」「判断」でありその企業にしか存在しないような技術知識の活用、蓄
積、発展に関わるものであった。これは差異化による競争優位をもたらす製品やサービス
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の源泉となるものであった。一方職能非固定的で技術的に企業特殊な技量は存在しなか
った。 
⑤ 技量を習得する契機 
データ分析から１５領域における１２９個の技量に対して９種類にわたる２２２個の
具体的な契機が確認された。これは一つの技量の習得に複数の具体的な契機が関わって
いるためである。９種類の技量を習得する契機とそれぞれにおける具体的ケースの出現
数および比率を表３－２－５に示す。 
 
表３－２－５．技量を習得する契機の出現数と比率 
 
 
ここで技量の習得の契機として業務からのものが約３分の２、残りの約３分の１が部
署や階層の異動となっている。業務からのものにおいて出現比率の高いものとしては他
部署（18％）、業務内容（12％）、上司（11％）などが確認された。一方異動による技量
の習得とは、異なる性質の部署や階層（上位ポジション）に異動することで、現在の業務
内容と過去の業務内容や考え方を比較し、その差異と共通性を認識し、そこから相対化し
たり関連付けたりする認知的活動を行うものだ。そして９種類の技量の習得の契機の中
で最も出現回数が多かったのが異動（部署）で 31％あった。このことから異動による比
較といった認知活動、すなわち学習の重要性が伺える。 
契機 出現数 比率（％）
異動（部署） 69 31
業務（他部署） 40 18
業務（業務内容） 27 12
業務（上司） 24 11
業務（顧客） 19 9
業務（他社） 16 7
業務（同僚や先輩） 12 5
研修 8 4
異動（階層） 7 3
合計 222 100
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⑥ 技量を習得する契機とその内容 
技量を習得する契機とその内容の関係についてであるが、技量別に最も出現頻度の高
かった契機を表３－２－６に、また技量の内容とその習得の契機の関係を表３－２－７
に示す。 
  今回のデータ分析では技量とそれを習得した契機との関係において、特定の技量は特
定の契機によって習得されていることが見て取れた。表３－２－７における出現率 
 
表３－２－６．技量と契機 
 
 
表３－２－７．技量とその習得における契機との関係 
 
 
技量 契機 出現率(A)
技量別出
現率(B) (B)－(A)
組織的企業特殊 自分の仕事 異動（部署） 31 50 19
仕事の関係者 業務（顧客） 9 33 24
技術的企業特殊 技術 業務（同僚） 5 19 14
汎用 汎用技術 業務（業務内容） 12 29 17
組織的企業特殊 自組織の動かし方 業務（他部署） 18 42 24
自社理解 異動（部署） 31 41 10
自社の強み・弱み 業務（顧客） 9 22 13
信頼・ネットワーク 業務（他部署） 18 24 6
汎用 仕事 異動（部署） 31 52 21
事業判断 研修 4 14 10
職
能
固
定
職
能
非
固
定
分類
単位：％
技量 契機 関係
自分の仕事 異動（部署） 異動により異なる業務を行うことで仕事の成り立ちや考え方、部署の在り方の違いを認識し、それを契機として新たな仕事の知識を習得
仕事の関係者 業務（顧客） 顧客や協力会社などとの長期的な関係から先方を深く理解
技術 業務（同僚） 同僚や先輩などへの質問や彼らの仕事の観察などから技術を理解
汎用技術 業務（業務内容）業務を遂行する中から汎用技術の知識不足を認識し、そのことを学習
自組織の動かし方 業務（他部署） 仕事を首尾よく進めるために他部署から協力を得るための活動から、他部署などを動かすノウハウを習得
自社理解 異動（部署） ラインからスタッフへの異動することで視野が広がると同時に、過去の業務の在り方や考え方を相対化し、会社全体の仕組みなどを理解
自社の強み・弱み 業務（顧客） 顧客とのやり取りなどから、自社の強みや弱みを認識
信頼・ネットワーク 業務（他部署）
業務上必要性から様々な部署のキーマンなどと接触し、そこでの実績か
ら信頼・ネットワークを形成
仕事 異動（部署） 異動前後の仕事内容等の差異を認識し、それを契機に「仕事なるもの」に対する基礎的な認識を醸成
事業判断 研修 研修により実務では得られない経営・事業判断のフレームや考えを習得
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（Ａ）は契機の平均出現率で、技量別の出現率（Ｂ）との差をとると最低でも 6 ポイ 
ント、多いものでは 24 ポイントも差があった。しかし職能固定―職能非固定、企業特 
殊―汎用などの軸ごとの特徴は見られなかった。 
一方経営幹部に求められると考えられる、職能非固定的な企業特殊な技量の習得につ
いてであるが、自社理解が異動（部署）、自組織の動かし方、信頼・ネットワークが業務
（他部署）、自社の強み・弱みが業務（顧客）を契機としていた。機能とは全く関係なく
自社もしくは自事業など全体を理解する自社理解は、ラインからスタッフなど異動によ
り異なる視野を得、過去の業務の在り方や考え方を相対化し、会社全体の仕組みやあり方
などを理解するものであった。具体例を示す。 
 
自社理解における契機：異動（部署）の例 
（営業を経験しその後営業企画に異動し、戦略的観点からターゲット顧客の絞込みの議
論があったが、現場経験から数年毎にターゲットになったりならなかったりする顧客が
いて、そことの信頼関係の構築に苦労した経験を有していたために）どこかに注力せざる
を得ないとか、そういう場面があるのだなということが一つと、そうはいいつつ、反面そ
の 1 社を守るために担当している人間がいるとすれば、それは必ずしも捨てていいお客
さんではないわけです。結局そのバランスを如何に取るか。どうしても弊社では対応しき
れなくなってしまうお客様が出てきてしまうこともあり得るかもしれない。でも、絶対つ
きあいたいお客様数社と付き合っていけるわけではなくて、幅広くいろいろなところで
ギブ・アンド・テイクが出来るわけですから色々な意味で考えなくてはいけない。（中略）
重要度、注力度もさることながら、幅の広さ、バランスの両面を見ていかなければならな
い。（14）＊ 
 
その他の職能非固定的で企業特殊なものは業務の中で経験したことを、特定機能を超
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えてより抽象的に理解することで職能非固定的にしていた。例えば先述した「自社の強
み・弱み」(契機：業務（顧客）)の例においては顧客とのやり取りから市場がＡ社の強み
と認識しているものを知っており、そのことを自事業の製品などに活用することで、その
製品に対する顧客や市場の信頼を高められることを理解している、というものだ。 
一方製品やサービスの差異化の源泉となる技術的企業特殊な技量は研究開発などの現場
で同僚との経験により、習得されていることが確認された。 
（４） 小括 
実証研究①で明らかになったことは以下の３点である。まず第 1 が次世代経営幹部候
補のキャリアであるが、結果は幅の広い、もしくは幅の狭いスペシャリスト・キャリアが
中心で、一部ゼネラリスト・キャリアを歩む者がいた、ということである。具体的には複
数機能を経験しており、実質的にゼネラリスト・キャリアを歩んでいるものが全 22 名中
３名であった。また機能間異動のない 12 名中、半数の 6 名はおよそ３から４の事業所の
異動を経験していた。一方機能および事業所に関する異動経験のないものは 6 名であっ
た。第 2 が次世代経営幹部層の技量には職能非固定的なものが存在することが確認され
たことだ。具体的には組織的企業特殊な技量である「自組織の動かし方」「自社理解」「自
社の強み・弱み」「信頼・ネットワーク」などである。しかし製品・サービスの差異化の
根幹となる研究開発などの職能固定的な技術的企業特殊技量も存在し、このような技量
を有する人材をも次世代経営幹部候補として扱っていることも明らかになった。すなわ
ち会社全体を管理するゼネラリストだけでなくスペシャリストもその対象となっている
ということだ。第 3 がこの次世代経営幹部候補固有に求められる技量はどのようにして
習得されているのか、ということについてのものである。まず差異化の源泉となる技術的
企業特殊技量についてであるが、これは一つの機能内でキャリアを歩ぬことであった。機
能内でのキャリアの幅は半数が広く、半数が狭いものであった。一方職能非固定的な組織
的企業特殊技量の習得に関して、特定機能と関係のない会社全体の理解を促すためには
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複数の機能や事業所の経験をすることが必要であることが明らかになった。ラインから
スタッフへの異動することで視野を広げると同時に、過去の業務の在り方や考え方を相
対化し、会社全体の仕組みやあり方を理解すること、などである。そしてこのような認知
活動には異動前後の仕事の差異が重要であった。これは 2 章で概観した学習理論のうち
類推による転移と基本的に同じ認知プロセスを有するものであった。また会社全体を的
確に動かすための技量（自組織の動かし方、自社の強み・弱み、信頼・ネットワーク）は
同一機能内での業務において顧客や他事業所との関わりの経験をより一般化した形で理
解し、職能非固定的な技量として習得していた。 
第 1 の発見であるキャリアの幅についてであるが、機能間異動は平均 1.59 であり、知
的熟練論が想定する幅広いキャリア・システムとより幅の狭いキャリア・システムが中心
で、一部に複数機能経験者がいた。このことは２章で行った日本企業のキャリア・システ
ムに関する研究のレビューで明らかになったことと同様のものである。しかしこの平均
機能間異動数はこれまでの他の研究と比べても少ない。守島(2002)では日本企業の人事・
営業・経理課長の機能間の異動回数の平均は全て２を上回っている。これは先の日本企業
のキャリア・システムの研究からも明らかになったように今回の被調査者の殆どが課長
職層であることから、他機能への異動がなされる以前のキャリア段階にあった可能性が
高いこと、また個別企業の独自効果、すなわち対象となったＡ社が慣例的に専門性を育む
キャリア・システムを採用しているために一般的傾向がより強く表れていることが考え
られる。 
第 2 の学習された技量についてであるが、興味深いデータとなっている。それは先に
も書いたように被調査者の殆どは典型的なスペシャリストを育成するキャリア・システ
ムの中でキャリア経験を積んでいたにもかかわらず、職能非固定的な技量が多く習得さ
れていたことだ。これは第 3 の発見である技量とその習得の契機に関係すると考えられ
る。そしてこのことは次世代経営幹部候補の育成メカニズムに関する理論構築に向け示
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唆に富む。これまでホワイトカラー層の育成は知的熟練論を中心的メカニズムとしてい
た。このことについて疑いを挟む余地は無いが、次世代経営幹部候補などの育成を考えた
場合知的熟練論だけでは十分に説明しきれないところが存在することを本研究は明らか
にしている。知的熟練論は主となる機能内の業務を遂行するための深い職能固定的な技
量の習得を想定しているが、今回の研究結果は職能非固定的でしかも経営的にも重要と
考えられる技量の習得が確認されている。そしてそれは職務の中の一部の業務、例えば顧
客や関連部署とのやりとりなどを契機としていたのである。知的熟練論は一つの機能の
中において強い補完関係がある職務－小池（2002a）では領域などと表現されている－の
連関を技量習得の対象としていたが、今回発見されたことは、職務の一部の業務からも技
量を習得しており、それが職能非固定的なものであった、ということである。 
また職能非固定的な内容のものとして「自社理解」があるが、これは異動（部署）によ
る類推（analogical reasoning）（Gentner 1983; Gentner, Brem, Ferguson, Markman, 
Levidow, Wolff and Forbus, 1997; Markman 1997 など）の構造写像理論によって説明
できると考えられる。なお本調査は特定メーカー1 社 22 名の課長職層相当の資格保有者
が中心的な対象であることに留意する必要がある。 
 
２ 実証研究② ：次世代経営幹部候補の技量に対する人事部長の認知構造（質問
紙調査） 
（１） 目的 
  Yin(1994）は複数の証拠源によるアプローチを推奨する。そこには Yin 自体が行っ
たケース・スタディーとサーベイによるものも紹介されている（邦訳書，p.115）。そこで
この考え方に基づき、質問紙調査によるアプローチで次世代経営幹部候補（課長職層）が
キャリアの中で習得する技量について明らかにすることを試みる。具体的には次世代経
営幹部候補の選抜・育成制度を既に導入している企業に対し、同制度により選抜された次
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世代経営幹部候補の特徴について人事部長に尋ね、その認識した内容の構造を因子分析
により明らかにしていく。 
（２） 調査方法・調査対象・調査事項 
 本調査で用いるデータはリクルートマネジメントソリューションズ社の顧客リストか
ら上場企業および 1000 名以上の規模の企業を抽出し、その企業の人事部長を対象に行っ
た質問紙調査により得られたものである。実施時期は 2011 年 3 月で、東日本大震災の影
響を考慮して同年 7 月まで回収を行ったものである。1282 社に送付し、回答企業数は 102
社（回収率 8.0％）で、そのうち次世代経営幹部候補の選抜・育成プログラムを導入して
いた企業は 44 社であった。この分析対象となる 44 社の企業属性を表３―２－８．なら
びに表３―２－９．に示す。 
 次世代経営幹部候補がいかなる技量をキャリアの中で身につけているのかを明らかに
するために、17 の質問項目を用意し、因子分析（最尤法、プロマックス回転）を行い、
因子を抽出し、それらの内的一貫性（クロンバックのα係数）を確認した。質問項目は 
 
表３－２－８．調査対象企業属性（業界） 
業種 数 業種 数 
食料品製造業 1 建設業 1 
化学工業 6 情報通信業 3 
窯業・土石製品製造業 1 運輸業 3 
金属製品製造業 2 卸売・小売業 9 
一般機械器具製造業 2 金融・保険業 1 
電気機械器具製造業 4 医療・福祉 1 
情報通信機械器具製造業 1 サービス業 1 
電子部品・デバイス製造業 1 合計 44 
輸送機械器具製造業 3 
精密機械器具製造業 2 
その他製造業 2 
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実証研究①の結果を参考に技術的もしくは組織的企業特殊な内容のもので、なおかつ組
織的企業特殊においては職能非固定的なものとした。具体的には「次世代経営幹部候補」
として選ばれる従業員は、選ばれない従業員と比較して一般的に以下のような特徴を 
どの程度有していますか」という質問に対し、以下の 17 項目への回答を求めるもので
ある。回答方法は 5 件法で１が「選ばれない従業員が強く有す」、２が「選ばれない従
業員がやや強く有す」、３が「どちらともいえない」、４が「選ばれる従業員がやや強 
 
表３－２－９．調査対象企業属性(規模) 
規模 数 
～499 名 1 
500～999 名 0 
1000～2999 名 12 
3000～4999 名 6 
5000～9999 名 12 
10000 名～ 13 
合計 44 
 
く有す」、５が「選ばれる従業員が強く有す」である。質問項目は以下の通りである。 
項目１：競合他社とは異なる技術・ノウハウの開発や活用に関わることで身につく技
術・知識 
項目２：競合他社が扱わない領域の仕事経験から得た知識・技術 
項目３：競合と異なる戦略的プロジェクトなどに参画したことにより得られた知識・技
術 
項目４：他社にはない独自製品やサービスに関わることで得た知識・技術 
項目５：多くの部署の仕事や技術と相まって成果が生まれる知識・技術 
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項目６：業務の流れなどを深く理解しないと、経営上の意味（生産性・顧客満足など）
が理解しにくい知識・技術 
項目 7：長年にわたる多数の従業員の改善活動により築かれた知識・技術 
項目８：簡単には習得できない複雑な知識・技術 
項目９：他部署のキーマンとのネットワーク 
項目１０：仕事上のことについての相談や提案を気兼ねなく行える上位層とのネット
ワーク 
項目１１：自部署の仕事上の相談を気兼ねなく行える人の存在の多さ 
項目１２：失敗の責任を他者のせいにしない態度 
項目１３：いったことに対して必ず責任を果たそうとすること 
項目１４：常に会社全体のことを考えて行動すること 
項目１５：様々な部署との長年のやり取りから自部門のよさと問題点を理解すること 
項目１６：会社（事業）の歴史的変遷を知っており、会社の本当の強み・弱みを理解し
ていること 
項目１７：製品・サービスを提供するための技術やシステムの問題解決を行ってきてお
り、それらの特徴を知り尽くしていること 
第１章で検討し定義したように、調査事項は次世代経営幹部候補（課長職層）の技量、
すなわち業務に必要な個々のコンピテンシーである技術や知識それに態度などでかつ、
次世代経営幹部候補本人以外から認識しやすい表層的なものを中心に項目を作成してい
る。以下では調査結果を報告する。 
（３） 調査結果 
 17 項目の平均点および標準偏差を表３―２－１０．に示す。  
 また因子分析の結果であるが、4 因子が抽出された。なお先にも書いた通り、因子抽出
法は最尤法、回転はプロマックス回転である。4 因子の因子抽出後の因子負荷量平方和の
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累積パーセンテージは 50.0％であった。なお適合度検定においては有意でなく（χ
2=86.17, df=74, n.s.）であり、今回の因子分析結果がデータに適合していることが確認さ
れた。また因子間の相関であるが、第 1 因子と第 2 因子に r=.37 の緩やかな関係が見ら
れる他は総じて低い値であった。4 因子の因子行列を表３－２－１１．に示す。 
次いで各因子への因子負荷量の高い（絶対値 0.45 以上）項目を集め、内的一貫性の程
度を確認し、各因子の内的一貫性が高くなる項目を抽出した。結果は第 1 因子が項目番
号１、５，６，４，２，７においてα＝.80 (n=42)、第 2 因子が項目番号 12，13 におい
てα＝.79 (n=42)、第 3 因子が項目番号 10，11，9 においてα=.74 (n=42)であった。な 
お第 4 因子は項目番号 16 と 14 が因子負荷量の高いものであったが、α=.35 (n=43)と極
めて低いため、除外した。 
第 1 因子は「競合他社とは異なる技術・ノウハウの開発や活用に関わることで身につく
技術・知識」、「多くの部署の仕事や技術と相まって成果が生まれる知識・技術」、「業 
務の流れなどを深く理解しないと、経営上の意味（生産性・顧客満足など）が理解しにく
い知識・技術」、「他社にはない独自製品やサービスに関わることで得た知識・技術」、 
「競合他社が扱わない領域の仕事経験から得た知識・技術」、⑦「長年にわたる多数の従
業員の改善活動により築かれた知識・技術」であり、「技術的企業特殊性」とした。 
 第 2 因子は「失敗の責任を他者のせいにしない態度」、「いったことに対して必ず責任
を果たそうとすること」、の 2 項目で「信頼」とした。 
 第 3 因子は「仕事上のことについての相談や提案を気兼ねなく行える上位層とのネッ
トワーク」、「自部署の仕事上の相談を気兼ねなく行える人の存在の多さ」、「他部署のキー
マンとのネットワーク」の 3 項目で「ネットワーク」とした。 
 （４） 小括 
 実証研究②においては大手企業の人事部長を対象に、次世代経営完備候補として選ば 
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表３－２－１０．次世代経営幹部候補の技量＿平均点・標準偏差 
 
 
れるものと選ばれないものの技量上の違いという観点から、どのような因子において弁
別されているのかを明らかにした。その結果、技術的企業特殊性、信頼、ネットワークと
いう因子が最終的に確認された。 
本社人事からは現場に比べ情報量が少ないこと、また全社的なプロジェクトに参加し
て活躍しない限り、本社人事から自社理解や企業全体の強み・弱みの理解、会社全体を動
かす技量などを有していることが目に見えて確認できることは少ない。しかしながら技
術的企業特殊性という RBV の観点からすると企業の持続的競争優位の源泉となるもの
を評価していること、そしてさらには信頼やネットワークといった職能非固定的な組織
的企業特殊性を評価していることが確認された。 
 
番号 項目 平均点 標準偏差
1
競合他社とは異なる技術・ノウハウの開発や活用に関わることで身に
つく技術・知識
3.36 0.61
2 競合他社が扱わない領域の仕事経験から得た知識・技術 3.14 0.41
3
競合と異なる戦略的プロジェクトなどに参画したことにより得られた知
識・技術
3.43 0.63
4 他社にはない独自製品やサービスに関わることで得た知識・技術 3.18 0.54
5 多くの部署の仕事や技術と相まって成果が生まれる知識・技術 3.66 0.61
6
業務の流れなどを深く理解しないと、経営上の意味（生産性・顧客満足
など）が理解しにくい知識・技術
3.43 0.74
7 長年にわたる多数の従業員の改善活動により築かれた知識・技術 3.05 0.65
8 簡単には習得できない複雑な知識・技術 3.26 0.49
9 他部署のキーマンとのネットワーク 3.90 0.62
10
仕事上のことについての相談や提案を気兼ねなく行える上位層との
ネットワーク
3.81 0.70
11 自部署の仕事上の相談を気兼ねなく行える人の存在の多さ 3.70 0.71
12 失敗の責任を他者のせいにしない態度 3.37 0.85
13 いったことに対して必ず責任を果たそうとすること 3.83 0.82
14 常に会社全体のことを考えて行動すること 4.12 0.76
15
様々な部署との長年のやり取りから自部門のよさと問題点を理解する
こと
3.51 0.67
16
会社（事業）の歴史的変遷を知っており、会社の本当の強み・弱みを理
解していること
3.53 0.63
17
製品・サービスを提供するための技術やシステムの問題解決を行って
きており、それらの特徴を知り尽くしていること
3.38 0.54
137 
 
表３－２－１１．パターン行列 
 
 
Ⅲ 役員になる次世代経営幹部候補（部長職層）のキャリア経験・学習・技量 
 
日本企業において新卒で入社した社員は同一企業内でキャリアを積みながら、一般的
には課長職層になった頃、そのうちの一部が次世代経営幹部候補として選抜され、選抜さ
れなかった人々とはその後異なるキャリア経験を積む。そして選抜された者のうちの一
部が経営層となっていく。本節では役員まで上り詰めた人に注目して一般社員から次世
代経営幹部候補時代におけるキャリア上の経験、そこで学習された技量および用いられ
た学習を明らかにしていくことで、日本企業の次世代経営幹部候補の育成メカニズムを
解明していくことを目的とする。特に補完関係のない機能への異動による経験では、経営
層に求められる総合的判断力や組織全体における情報処理能力が涵養されるのではない
かと期待されるのだが、そこでは実際にどのような学習を用い、何を学習しているのかを
明らかにすることで、この問題に接近していく。また、日本企業の一部上場企業の役員に
番号 項目 第1因子 第2因子 第3因子 第4因子
1
競合他社とは異なる技術・ノウハウの開発や活用に関わることで身に
つく技術・知識
0.88 -0.13 0.01 0.11
5 多くの部署の仕事や技術と相まって成果が生まれる知識・技術 0.68 -0.08 -0.01 0.00
6
業務の流れなどを深く理解しないと、経営上の意味（生産性・顧客満足
など）が理解しにくい知識・技術
0.67 0.06 -0.01 -0.38
4 他社にはない独自製品やサービスに関わることで得た知識・技術 0.62 0.11 0.16 0.23
2 競合他社が扱わない領域の仕事経験から得た知識・技術 0.59 -0.10 0.10 0.24
7 長年にわたる多数の従業員の改善活動により築かれた知識・技術 0.52 0.23 -0.05 -0.30
8 簡単には習得できない複雑な知識・技術 0.40 0.04 -0.06 -0.09
3
競合と異なる戦略的プロジェクトなどに参画したことにより得られた知
識・技術
0.22 -0.04 0.20 0.17
12 失敗の責任を他者のせいにしない態度 -0.20 1.06 0.03 0.01
13 いったことに対して必ず責任を果たそうとすること 0.07 0.69 -0.07 0.25
17
製品・サービスを提供するための技術やシステムの問題解決を行って
きており、それらの特徴を知り尽くしていること
0.20 0.36 0.04 0.17
15
様々な部署との長年のやり取りから自部門のよさと問題点を理解する
こと
0.28 0.31 0.01 -0.26
10
仕事上のことについての相談や提案を気兼ねなく行える上位層との
ネットワーク
-0.17 0.00 1.04 -0.20
11 自部署の仕事上の相談を気兼ねなく行える人の存在の多さ 0.05 0.05 0.64 0.18
9 他部署のキーマンとのネットワーク 0.14 -0.05 0.49 -0.07
16
会社（事業）の歴史的変遷を知っており、会社の本当の強み・弱みを理
解していること
-0.14 0.06 -0.12 0.84
14 常に会社全体のことを考えて行動すること 0.14 0.20 0.03 0.51
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なった人材のそれまでのキャリア経験、学習、技量に関するまとまったデータは非常に稀
少なものと考えられるので、分析の中から新たな発見事項があった場合は、適宜そのこと
についても分析を行うこととする。 
 
１．実証研究③－１：役員になる次世代経営幹部候補（部長職層）の技量と学習 
（１） 目的 
これまで次世代経営幹部候補が経営幹部に必要な技量をキャリアの中で獲得している
のか、ということについて実証研究①、②を通じて行ってきた。しかしながら次世代経営
幹部候補が全員役員になるわけではない。すなわち次世代経営幹部候補のうち実際に役
員になった者がいかなる技量をキャリアの中で習得しているのか、を確認する必要があ
る。 
そこで実証研究③では、上記のような対象者のインタビューデータを分析することで
いかなる技量を学習しているのか、およびどのような学習を行っているのか、ということ
の２つを明らかにする。 
まず技量についてであるが、実証研究①で用いた技量の分類枠組みを再度用い、同様の
分析手順を踏むこととする。 
実証研究①で用いた分類枠組みを簡潔に再度示しておく。この分析枠組みは習得する
技量について 2 つの観点により分類する。第 1 の観点は職能固定的－非固定的であり、
第 2 は企業特殊－汎用である。 
第１の職能固定的－非固定的とは特定の機能に求められるもので、当該領域の職務を
経験することで得られるものである。小池（2005）の中で示されている知的熟練論にお
ける「問題をこなす技能」や、多様な「変化をこなす技能」などが該当する。一方職能非
固定的なものとは特定の機能に求められるものでなく、例えば伊藤・照山（1995）が明
らかにしたゼネラリスト役員の能力、すなわち「公平さ」「組織作りと統率力」「多様な情
139 
 
報を処理・統合する能力」「会社と事業についての広範な知識」などが挙げられる。 
第 2 の観点である企業特殊－汎用であるが、先の伊藤・照山（1995）において明確化
された役員能力のうち「会社と事業についての広範な知識」は企業特殊である。 
一方汎用のものとしては社外の実践共同体における学習（荒木，2008，2009 ; 石山，
2011 ; 松本，2013)や越境学習（舘野，2012；中原，2012）で習得するものや、専門職大
学院における社会人の学習（猪木，2002；本田（沖津）2002）がある。 
実証研究①では職能固定的－非固定的、企業特殊－汎用の 2 つの観点から技量を 4 分
類した。また企業特殊－汎用の軸において企業特殊となった場合、それが組織的か技術的
というサブの分類軸を用意した。そして職能非固定の企業特殊な技量としては組織的な
「自組織の動かし方」「自社理解」「自社の強み・弱み」「信頼・ネットワーク」の４つが
存在することを確認している。また職能固定的で企業特殊なものには組織的なものとし
て「自分の仕事」「仕事の関係者」「自分の部下」が、技術的なものとして「技術」「判断」
が確認されている。 
実証研究③では後に役員となる次世代経営幹部候補（部長職層）の技量はいかなるもの
かをまず調べ、次いでそれらと実証研究①の次世代経営幹部候補（課長職層）との共通性
を調べる。共通性にのみ焦点をあてるのは以下の理由による。すなわち比較する 2 つの
実証研究のデータは対象層および対象企業が異なるので、それらから得られた結果に差
異が存在した場合、その原因を追究することは困難である。しかし共通性が確認された場
合は、経営幹部になるために必要な技量はほぼ同じであるという考えに対し、外的妥当性
を付与することは可能であるためである。 
さらには次世代経営幹部候補（部長職層）のうちその後に役員になった者と役員になっ
ていない者の技量の差を確認する。 
次に学習の分析についてであるが、これは第２章で構築した学習の分類フレームワー
クを用いて分析を行う。これについても調査対象となった次世代経営幹部候補（部長職
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層）全員の傾向およびその後に役員となった者と未だなっていない者の差を確認する。 
なおここでは「RQ4:後に経営人材となる次世代経営幹部候補（部長職層）はいかなる
技量を習得しているのか？」への答えを得るためのものでもある。 
（２） 調査方法・調査対象・調査事項 
調査対象者はハウス食品株式会社（当時）の次世代経営幹部候補として人事部より示さ
れた 20 名である。調査時期は 2006 年 11 月であり、1 人 1 時間半程度それぞれのキャリ
アと学習した内容についてインタビュー調査を行ったものである。データはすべてボイ
スレコーダーに録音され、テープ起こしされた。調査時期から 8 年経過し、対象者 20 名
のうち 11 名が同グループ会社の持株会社および主要事業会社 2 社（ハウス食品株式会
社、ハウスウェルネスフーズ株式会社；平成 15 年 3 月時点）の役員となっている。この
11 名を中心に 8 年前に収集したデータの再分析を行っている。なおインタビュー当時の
被調査者の役職の範囲は課長から部長（執行役員一人を含む）までで、次長が最も多かっ
た。 
技量の研究においては先にも示した通り実証研究①の分析枠組み（職能固定的－非固
定的、企業特殊－汎用の 2 軸の 4 類型、サブの分類軸として企業特殊の場合に組織的－
技術的を用いる）に基づき明らかになった 15 の技量が次世代経営幹部候補(部長職層)に
おいても存在するか確認する。そのために同じ分析枠組みで次世代経営幹部候補(部長職
層)の技量について内容分析を行う。その上で実証研究①の次世代経営幹部候補（課長職
層）と本研究である次世代経営幹部候補（部長職層）の結果に共通性が存在するか否かを
確認する。共通性にのみ焦点を当てるのは、本章３－２－１．問題のところで指摘したと
おりである。 
さらには本実証研究において得られた結果を役員になった者と役員になっていない者
に分け、その比較を行う。ここでは役員に既になった者となっていない者の技量の差異を
中心に確認する。 
141 
 
次いで次世代経営幹部候補（部長職層）の学習について明らかにする。第２章で構築し
た学習に関する分類枠組みを用いて内容分析を行う。次世代経営幹部候補（部長職層）が
実際にどのような学習を用いているのかを明らかにする。ここで特に重要なことは学習
のうち、「比較・類推（複数職能群）」「総合的判断力学習」を用いている場合、特定文脈
を超える学習を行える可能性が高くなっていることである。「比較・類推（複数職能群）」
とは補完関係が存在しないと考えられる複数の職能群での経験事象に対し、過去の領域
は異なるが構造的には同様の経験事象を長期記憶の中から引き出し、構造的に比較し、共
通性のある部分を現在の経験事象に写像する Gentner(1983)などの構造写像理論
(structure mapping theory)に基礎づけられたものである。比較という認知活動は文脈や
領域を制限するものではない。同様に「総合的判断力学習」はその概念的基礎に「目標導
出カテゴリ （ーBarsalow，1991）」というカテゴリー化の認知活動を置いている。これも
一般的には全くの関係ない事柄に対して、ある目標が設定されたことにより同一カテゴ
リーに組み入れられてしまうことである。すなわち機能内のことにしか関心のない人に
対して会社全体の目標が付与されることで機能間関係が目標に導出されたカテゴリー内
に存在するようになる、といったことである。これも背景や文脈を超えるものである。こ
うした学習を次世代経営幹部候補（部長職層）は行っているのか、またそれは役員になっ
た者と未だなっていない者に差があるのか、などについて分析を行う。 
（３）調査結果 
  ① 技量 
 技量の分析結果を表３－３－１に示す。11 名の後に役員となる次世代経営幹部候補（部
長職層）のキャリアの中でインタビューデータの内容分析から171の技量が抽出された。 
全技量数 171 のうち職能非固定の内容のものが 72（42.1%）あり、役員はそのキャリ
アの中で多くの職能非固定的な技量を習得していることが分かる。そのうち特に組織的
企業特殊なものをゼネラリスト中心に多く習得しており、全職能非固定的技量のうちの
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80.6％であった。 
詳細に見ていくと、まず全職能固定的内容の技量 99 の内訳は、企業特殊なものが 88、
汎用のものは 11 であった。88 の職能固定で企業特殊なもののうち、組織的なものが 83、
技術的なものが５であった。組織的なもののうち「自分の仕事」（54※）、「仕事の関係者」
（6＊）、「自分の部下」（2＊）と実証研究①で発見されたものがここでも確認されている。
また「その他」が 21 であった。職能固定で技術的に企業特殊なものは「技術的」（２＊）、
および「判断」（3＊）で合計が 5 であった。その他は０であった。 
一方職能非固定の方は合計で 72 であった。そのうち企業特殊なものは 58、汎用のも
のが 14 であった。企業特殊なもの 58 は全て組織的に企業特殊なもので、「自組織の動か
し方」（7＊）、「自社理解」（27＊）、「自社の強み・弱み」（7＊）、「信頼・ネットワーク」（8
＊）、「その他」（9＊）であった。職能非固定で汎用のものは「事業判断」「関係者」など 14
であった。 
② 比較分析１：実証研究①と③の比較 
次いで本研究（実証研究③／部長職層対象）と実証研究①（課長職層対象）との比較 
 
表３－３－１．役員の技量 
 
 
を行う。習得した技量毎にその頻度の比較を表３－３－２．に示す。  
                                                   
※ 括弧内数値は出現頻度を表している。 
汎用
自分
の仕
事
仕事
の関
係者
自分
の部
下
その
他
技
術
的
判断 その他
自組
織の
動か
し方
自社
理解
自社
の強
み弱
み
信頼・
ネット
ワー
ク
その
他
Ａ 8 2 10 1 11 2 1 1 4 1 1 5
B 3 1 1 5 5 2 1 3 1 7 1 1 8
Ｅ 14 1 1 1 17 17 1 1 2 1 2 3 5
H 2 2 4 1 5 2 4 1 1 8 1 1 9
G 7 1 3 11 11 1 2 3 6 1 1 7
F 4 1 1 6 2 8 1 4 2 1 8 2 2 10
Ｉ 6 1 3 10 10 4 1 1 6 0 6
J 3 1 2 6 6 2 2 2 2 4
L 4 1 5 2 7 1 2 1 1 5 1 1 2 7
N 3 1 1 4 9 9 1 8 9 1 1 10
R 2 1 2 5 5 10 1 1 0 1
計 54 6 2 21 2 3 0 88 11 99 7 27 7 8 9 0 58 1 4 0 2 0 7 14 72
汎用
計
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者
新知
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得方
法
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他
被調査者
職能固定 職能非固定
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職能
固定
計
企業特殊 汎用
職能
非固
定計
組織的 技術的 職能
固定
企業
特殊
計
汎用
技術
など
組織的
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的
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特殊
計
仕事
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まず、一部の例外を除き、実証研究①で確認された次世代経営幹部候補者によって学習
された技量は、ほぼすべて実証研究③においても確認された。 
確認されなかったものは職能非固定で汎用の「会社」と「新知識獲得方法」であった。
また本研究の中心的なテーマに関すると両実証研究ともに職能非固定の組織的企業特殊
の技量が多く（実証研究①が 54、実証研究③が 58）、次世代経営幹部候補は職能非固定
的な、特に企業特殊な組織的な技量を習得していることが 2 回とも確認されたことにな
る。また職能非固定的で組織的企業特殊な技量として「自組織の動かし方」「自社理解」
「自社の強み・弱み」「信頼・ネットワーク」が実証研究①で明らかにされたが、実証研
究③においてもその存在が全て確認された。職能非固定で技術的企業特殊な技量は両研
究とも確認できなかった。 
一方職能固定で組織的企業特殊のものは多数習得されていた。それらは「自分の仕事」
「仕事の関係者」「自分の部下」である。また職能固定で技術的企業特殊な技量も両研究
において学習がなされていることが確認された。しかし組織的企業特殊なものとは異な
り、職能固定で汎用な技術に関する習得も同等程度なされていた。 
また両研究とも職能非固定の汎用な技量についても習得されていることが確認された
が、先にも示したよう実証研究③において「会社」と「新知識獲得方法」については確認
されなかった。 
次世代経営幹部候補はキャリアの中で学習する技量についてはほぼ同様のものが確認
されたが、その頻度においてはかなり異なっていた。実証研究①では職能固定的な技量
より、職能非固定的なものを多く学習していたが（職能固定的 46；職能非固定的 83）、
実証研究③では逆に職能固定的な技量の方をより多く習得していた（職能固定的 
99；職能非固定的 72）。また職能非固定で組織的企業特殊の技量である「自組織の動 
かし方」「自社理解」「自社の強み・弱み」「信頼・ネットワーク」においても実証研究 
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表３－３－２．実証研究①と実証研究③の各技量数の比較 
 
 
①ではほぼ均等に確認されていたが、実証研究③においては「自社理解」が非常に多く
確認された。 
実証研究③においては実証研究①では確認されなかったものが存在することが明らか
になっている。職能固定的で組織的企業特殊な技量に関するものでその他が 21 見つかっ
ている。これらは職場理解、営業管理のシステム上の問題、関係部署の仕事、仕事の進め
方、有効な業務方法など多岐にわたるものであった。また職能非固定的で組織的企業特殊
のその他においても 9つ、また職能非固定的で汎用のものについても７つ存在していた。 
③ 比較分析２：役員・非役員別の学習 
実証研究① 実証研究③
46(35.7%) 99(57.9%)
35(27.1%) 88(51.5%)
24(18.6%) 83(48.5%)
自分の仕事 13(10.1%) 54(31.6%)
自分の関係者 8(6.2%) 6(3.5%)
自分の部下 3(2.3%) 2(1.2%)
その他 0 21(11.8%)
11(8.5%) 5(2.9%)
技術 8(6.2%) 2(1.2%)
判断 3(2.3%) 3(1.8%)
その他 0 0
汎用技術 11(8.5%) 11(6.4%)
83(64.3%) 72(42.1%)
54(41.9%) 58(33.9%)
54(41.9%) 58(33.9%)
自組織の動かし方 16(12.4%) 7(4.1%)
自社理解 15(11.6%) 27(15.8%)
自社の強み・弱み 13(10.1%) 7(4.1%)
信頼・ネットワーク 10(7.8%) 8(4.7%)
その他 0 9(5.3%)
0 0
29(22.5%) 14(8.2%)
仕事 10(7.8%) 1(0.6%)
事業判断 8(6.2%) 4(2.3%)
会社 5(3.9%) 0
関係者 3(2.3%) 2(1.2%)
新知識獲得方法 3(2.3%) 0
その他 0 7(4.1%)
技量分類
職能固定
職能非固定
企業特殊
組織的
技術的
汎用
汎用
企業特殊
技術的
組織特殊
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役員・非役員別の学習の分析結果を表３―３－３．に示す。なお非役員 9 名分のデー
タは非役員全体の中で確認された各学習を用いた「人数比率」および「1 人当たり平均」
の回数のみを示す。 
 
表３－３－３．役員・非役員別の学習 
 
 
 
まず全体を対象とした分析からは確認された全 342 の学習のうち、調査対象者全体で
は「経験からの帰納」が最も多く（1488＊）、次いで「比較・類推（職能群内）」（48＊）で
あった。また「比較・類推（複数職能群）」も 20 確認された。「比較・類推」自体が多く
用いられる学習のようである。 
また役員・非役員別の特徴としては、各学習を用いる人数比率の差から役員は非役員よ
りも「観察学習（内）」および「比較・類推（職能群内）」を用いる傾向が見られた。また
各学習を用いる 1 人当たりの回数の平均値の差から、役員は「経験からの帰納」「比較・
類推（職能群内）」を多用していることが伺える。 
 
２ 実証研究③－２：役員になる次世代経営幹部候補（部長職層）のキャリア経験・学
習・技量 
（１） 目的 
                                                   
＊ 括弧内数値は出現頻度を表している。 
役員/非
役員
被調査者 経験から
の帰納
説明によ
る一般化
観察学習
（内）
熟達（同
一文脈）
熟達（複
数文脈）
知的熟練
比較・類
推(職能
群内）
比較・類
推（複数
職能群）
総合的判
断力
他者との
相互作用
（内部）
レク
チャーに
よる学習
(内)
メディア学
習(内部）
越境学習 メディア学
習（外部）
Ａ 9 2 2 2 3 1
Ｂ 7 1 1 0 3 1
Ｅ 12 1 1 0 4 2 1 1 1 1
Ｆ 13 3 2 2 2 3 2
Ｇ 9 3 1 6 1 2 2 1
Ｈ 7 2 2 1 2 1
Ｉ 14 1 1 3
Ｊ 6 1 1 2 5 1 1 1
Ｌ 6 1 3 2
Ｎ 4 2 2 2 12 2 1
Ｒ 6 2 1 1 2 3
人数比率 1.00 0.82 0.55 0.27 0.18 0.18 1.00 0.36 0.45 0.18 0.64 0.27 0.09 0.55
一人当たり平均 8.45 1.55 0.64 0.36 0.36 0.27 3.27 1.09 0.73 0.18 1.09 0.36 0.09 0.82
人数比率 0.89 0.44 0.00 0.33 0.33 0.33 0.56 0.33 0.11 0.33 0.22 0.56 0.00 0.67
一人当たり平均 6.11 0.78 0.00 0.44 1.11 0.33 1.33 0.89 0.33 0.78 0.33 1.00 0.00 1.00
人数比率差 0.11 0.37 0.55 -0.06 -0.15 -0.15 0.44 0.03 0.34 -0.15 0.41 -0.28 0.09 -0.12
1人当たり平均差 2.34 0.77 0.64 -0.08 -0.75 -0.06 1.94 0.20 0.39 -0.60 0.76 -0.64 0.09 -0.18
非役員
差
役員
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実証研究④では、後に役員となる次世代経営幹部候補（部長職層）のキャリア経験、学
習および技量の関係を探る。ここでは特に機能を超えるキャリア経験における学習およ
びそこで学習された技量との関係を明らかにする。管理職以前の人々を主な調査対象と
してまとめ上げられている知的熟練論（小池，2005）では、同一機能内もしくは補完関
係のある他機能の職務との間での異動範囲でない限り、必要技量の習得のためのコスト
が異動によるメリットを上回ってしまう、とする。一方で、課長になった後は多くの日本
企業で複数機能を経験する者が一定程度存在することも多くの研究から明らかになって
いる。しかしながら未経験の他の機能へ異動することによる学習コストおよび移動しな
ければ得られたであろう利益を喪失する機会費用の問題をどのように解決しているのか、
およびそのことにより企業はいかなるメリットを得ることになるのか、について理論的
にも実証的に明らかにされていない。本調査では、この問題に対して実証的データと共に
理論的に説明を付与できるようにすることを目的とする。なおここでは以下の２つのリ
サーチ・クエスチョンへの回答をえることを目的とするものである。RQ5 に関しては、
リサーチ・クエスチョンの内容の一部に対するものとなる。 
RQ３：次世代経営幹部候補（部長職層）においていかなるキャリア経験をしているの
であろうか？特にキャリアの幅およびゼネラリストとスペシャリストなど分かれている
のであろうか？ 
RQ５：次世代経営幹部候補（部長職層）で後に役員となる者は、いかなるキャリア経
験からどのような学習を用い、いかなる技量を習得しているのであろうか？ 
（２） 調査方法・調査対象・調査事項 
本調査は実証研究③と同じデータである。すなわち、ハウス食品株式会社（当時）の次
世代経営幹部候補（部長職層）20 名を対象としたインタビュー調査によるものである。 
キャリア経験であるが、先にも示した通りここでの主な目的の一つが他機能への異動
経験における学習と技量の関係である。ここで問題となるのが、知的熟練論が示すように
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他機能への異動において異動先の職務がそれまでの機能内の職務と補完関係が存在する
場合は、習得のコストがそうした異動によりもたらされるメリットを上回ることはない、
とするものである。従って実証研究④で扱わなければならないのが、他機能でかつ補完関
係のある異動とそうでないものの判別を行う必要があることである。ここでは操作的に、
職能群という概念を用意し、分析を試みる。職能群とは補完関係があると考えられる複数
機能のまとまりを示すものである（表３－３－４．参照）。 
 このように職能群に纏めることにより、職能群間異動における補完関係は存在しな
いか、もしくは存在していても軽微なものとなると考えられる。従ってここでの分析にお
いて、機能間異動ではなく職能群間のそれを取り上げる。 
 
表３－３－４．職能群と機能 
 
 
分析の進め方としては第 1 に役員となった次世代経営幹部候補（部長職層）の職能群間
異動の状況を確認する。すなわちキャリア経験について調べることである。このことはキ
ャリア・システムの実際を確認することと同じことである。この時キャリア経験のあり方
が全ての役員となった次世代経営幹部候補（部長職層）において同一パターンのものであ
るのか、それとも複数の異なるパターンが存在するのかについても確認する。第 2 はキャ
リア経験と技量の関係を分析する。第 3 はキャリア経験とキャリア経験上の学習の関係を
職能群 機能
研究・開発・生産 研究・開発、生産技術・資材・購買・生産計画・製造
経理・財務 経理・財務
人事・教育・総務・法務 人事・教育・総務・秘書・社内広報・法務
ＰＭ* ＰＭ・食品部
営業・宣伝 業務推進・営業企画、営業（SP, FP SFP)、社外広報・宣伝
経営企画** 経営企画
*PM：プロダクト・マネージャーのこと。ハウス食品では長い期間PM制を採用しており、プロダクト・マネージャーは特定の商品
の開発・生産・営業・宣伝など全てに対して責任を持っていた。組織改編により現在はより分権化された体制をとっているが、
その主なものは食品部にある。従ってこれを独立の職能群とした。
**経営企画：同社は長い間経営企画が存在していなかった。しかし創業2代目の浦上郁夫社長が日航機墜落事件で急逝後、
会社として一層のビジョン策定能力の向上とそれに基づく経営能力を向上するために設置された。
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分析する。 
（３） 調査結果 
① 役員になる次世代経営幹部候補（部長職層）の職能群間異動の状況 
次世代経営幹部候補（部長職層）20 名およびそのうち後に役員となる者 11 名の職能群
間移動状況を分析すると、以下のことが明らかになった。 
・次世代経営幹部候補（部長職層）20 名のうち半数の 10 名が機能内の異動のみを経験
している者であった。 
・同一機能内異動のみの者 10 名のうち役員となった者は 3 名のみであった。 
・職能群間の異動を行っていたものは対象 20 名中 8 名であった。 
・職能群間異動していた者 8 名中 6 名が役員となっていた。 
・職能群内異動（同一機能内のみを除く）を行っていた者は 2 名のみであった。 
・職能群内異動（同一機能内のみを除く）を行っていた 2 名は全員役員となっていた。 
ここから本ケースにおいては次世代経営幹部候補（部長職層）のキャリア・システムと
しては３つのグループがあり１つは複数職能群を経験するゼネラリストとしてキャリア
経験を積んでいくグループ、次いで同一職能群内の複数機能を経験するスペシャリスト
（これをスペシャリスト１とする）のグループ、そして同一機能内でキャリアを蓄積して
いくスペシャリスト（これをスペシャリスト２とする）グループであることが明らかにな
った。結果を表３－３－５．に示す。 
② 役員になる次世代経営幹部候補（部長職層）のキャリア経験の類型別の技量 
後に役員となる次世代経営幹部候補(部長職層)の３つのキャリア経験分類において職
能群内での機能間異動の経験のあるスペシャリスト１が２人、職能群内での異動経験が 
なく同一機能内での異動経験のみのスペシャリスト２は３人と人数が少ないことから、
ここではスペシャリスト１とスペシャリスト２を統合し、スペシャリスト（職能群内で
の異動経験のみ）として分析を進める。そしてゼネラリストとスペシャリストという 
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表３－３－５．次世代経営幹部候補（部長職層）のキャリア経験分類 
 
 
キャリア経験毎の技量の違いを、各技量の一人当たり習得回数、および当該技量を習得し
た人の人数比率を各キャリア経験グループ（ゼネラリスト／スペシャリスト）毎に算出し
て比較し、明らかにした。分析の結果以下のことが明らかになった。 
・ゼネラリストは職能固定で組織的企業特殊な「自分の仕事」についての習得をスペシ
ャリストに比べて多く行っている。1 人当たりの習得回数はゼネラリストが 6.33 回であっ
たのに対しスペシャリストは 3.20 回であり、1 人当たり 3.13 回ゼネラリストが多くこの
技量を学んでいた。 
・ゼネラリストはスペシャリストより職能非固定で組織的に企業特殊な「自組織の動か
し方」「信頼・ネットワーク」を学んでいた。「自組織の動かし方」については 1 人当たり
習得回数がゼネラリストでは 1.00 回であるのに対しスペシャリストは 0.20 回であった。
また「信頼・ネットワーク」に関しては 1 人当たり習得回数がゼネラリストで 1.00 回であ
るのに対し、スペシャリストでは 0.40 回であった。一方スペシャリストは職能固定の「汎
用技術など」を多く習得している傾向がうかがえた。ゼネラリストの 1 人当たり習得回数
が 0.67 回であるのに対し、スペシャリストは 1.40 回であった。本分析の結果を表３－３
－６．に示す。 
③ 役員になる次世代経営幹部候補（部長職層）のキャリア経験の類型別の学習 
後に役員となる次世代経営幹部候補（部長職層）のキャリア経験別（ゼネラリスト／ス
ペシャリスト）の学習の分析結果を表３－３－７．に示す。1 人当たりの各学習の適 
用回数の平均値およびゼネラリストとスペシャリストそれぞれにおいて各学習を用いた
分類 人数 うち役員 定義
ゼネラリスト（総） 8 6 キャリアが職能群間
スペシャリスト１ 2 2 キャリアが職能群内（機能内のみを除く）
スペシャリスト２ 10 3 キャリアが機能内
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人の人数比率を比較した。明らかになった事項は以下の通りである。 
・「経験からの帰納」においてゼネラリストの方がスペシャリストより適用回数の平均 
 
表３－3－６．キャリア経験類型別の技量の比較 
 
 
表３－３－７．キャリア経験別の学習の比較 
 
 
値が 2.30 回多かった。両者とも全員がこの学習を用いているが、ゼネラリストの方が多
く用いる傾向が見られた。 
・「比較・類推（複数職能群）」は定義上当然であるがゼネラリストのみが用いている。
また 1 人当たりの適用回数の平均値においてこの学習は 3.00 回／人で、経験からの帰納
汎用
自分
の仕
事
仕事
の関
係者
自分
の部
下
その
他
技術
的 判断
その
他
自組
織の
動か
し方
自社
理解
自社
の強
み弱
み
信頼・
ネット
ワー
ク
その
他
Ａ（ゼネラリスト） 8 2 10 1 11 2 1 1 4 1 1 5
B（ゼネラリスト） 3 1 1 5 5 2 1 3 1 7 1 1 8
Ｅ（ゼネラリスト） 14 1 1 1 17 17 1 1 2 1 2 3 5
H（ゼネラリスト） 2 2 4 1 5 2 4 1 1 8 1 1 9
G（ゼネラリスト） 7 1 3 11 11 1 2 3 6 1 1 7
F（ゼネラリスト） 4 1 1 6 2 8 1 4 2 1 8 2 2 10
学習回数合計（G) 38 2 1 10 1 1 53 4 57 6 14 4 6 5 35 4 5 9 44
学習人数合計（S) 6 2 1 6 1 1 6 3 6 4 6 3 4 3 6 3 4 6 6
１人当学習回数（G) 6.33 0.33 0.17 1.67 0.17 0.17 8.83 0.67 9.50 1.00 2.33 0.67 1.00 0.83 5.83 0.67 0.83 1.50 7.33
学習人数比率（G) 1.00 0.33 0.17 1.00 0.17 0.17 1.00 0.50 1.00 0.67 1.00 0.50 0.67 0.50 1.00 0.50 0.67 1.00 1.00
Ｉ（スペシャリスト1） 6 1 3 10 10 4 1 1 6 0 6
J（スペシャリスト1） 3 1 2 6 6 2 2 2 2 4
L（スペシャリスト２） 4 1 5 2 7 1 2 1 1 5 1 1 2 7
N（スペシャリスト２） 3 1 1 4 9 9 1 8 9 1 1 10
R（スペシャリスト２） 2 1 2 5 5 10 1 1 0 1
学習回数合計（S) 16 4 1 11 1 2 35 7 42 1 13 3 2 4 23 1 2 2 5 28
学習人数合計（S) 4 4 1 4 1 1 5 2 5 1 3 2 2 3 5 1 2 1 5 5
１人当学習回数（S) 3.20 0.80 0.20 2.20 0.20 0.40 7.00 1.40 8.40 0.20 2.60 0.60 0.40 0.80 4.60 0.20 0.40 0.40 1.00 5.60
学習人数比率（S） 0.80 0.80 0.20 0.80 0.20 0.20 1.00 0.40 1.00 0.20 0.60 0.40 0.40 0.60 1.00 0.20 0.40 0.20 1.00 1.00
１人当学習回数比率差（G-S) 3.13 -0.47 -0.03 -0.53 -0.03 -0.23 1.83 -0.73 1.10 0.80 -0.27 0.07 0.60 0.03 1.23 -0.20 -0.40 0.43 0.50 1.73
学習人数比率差（G-S) 0.20 -0.47 -0.03 0.20 -0.03 -0.03 0.00 0.10 0.00 0.47 0.40 0.10 0.27 -0.10 0.00 -0.20 -0.40 0.47 0.00 0.00
学習回数合計（T) 54 6 2 21 2 3 88 11 99 7 27 7 8 9 58 1 2 7 14 72
学習人数合計（T) 10 6 2 10 2 2 11 5 11 5 9 5 6 6 11 1 2 5 11 11
被調査者（キャリア）
職能固定 職能非固定
企業特殊
職能
固定
計
企業特殊
職能
非固
定計
組織的 技術的
技術
的
企業
特殊
計
職能
固定
企業
特殊
計
汎用
技術
など
組織的
関係
者
新知
識獲
得方
法
その
他
汎用
計
汎用
仕事 事業判断 会社
被調査者（キャリア
経験）
経験から
の帰納
説明によ
る一般化
観察学習
（内）
熟達（同
一文脈）
熟達（複
数文脈） 知的熟練
比較・類
推(職能
群内）
比較・類
推（複数
職能群）
総合的判
断力
他者との
相互作用
（内部）
レク
チャーに
よる学習
(内)
メディア学
習(内部） 越境学習
メディア学
習（外部）
Ａ（ゼネラリスト） 9 2 2 2 3 1
Ｂ（ゼネラリスト） 7 1 1 3 1
Ｅ（ゼネラリスト） 12 1 1 5 2 1 1 1 1
Ｆ（ゼネラリスト） 13 3 2 2 1 3 2
Ｇ（ゼネラリスト） 9 3 1 6 1 2 2 1
Ｈ（ゼネラリスト） 7 2 2 1 2 1
学習回数合計（G) 57 11 3 3 2 12 12 3 2 8 4 1 5
学習人数合計（G) 6 5 3 2 1 4 4 2 2 4 3 1 4
1人当学習回数（G) 9.50 2.20 1.00 1.50 2.00 3.00 3.00 1.50 1.00 2.00 1.33 1.00 1.25
学習人数比率（G) 1.00 0.83 0.50 0.33 0.17 0.67 0.67 0.33 0.33 0.67 0.50 0.17 0.67
Ｉ（スペシャリスト１） 14 1 1 3
Ｊ（スペシャリスト１） 6 1 1 2 5 1 1 1
Ｌ（スペシャリスト２） 6 1 3 2
Ｎ（スペシャリスト２） 4 2 2 2 12 2 1
Ｒ（スペシャリスト２） 6 2 1 1 2 3
学習回数合計（S) 36 6 4 1 2 3 24 5 4 4
学習人数合計（S) 5 4 3 1 1 2 5 3 3 2
1人当学習回数（S) 7.20 1.50 1.33 1.00 2.00 1.50 4.80 1.67 1.33 2.00
学習人数比率（S) 1.00 0.80 0.60 0.20 0.20 0.40 1.00 0.60 0.60 0.40
1人当学習回数差（G-S） 2.30 0.70 -0.33 0.50 0.00 -1.50 -1.80 3.00 -0.17 1.00 0.67 1.33 1.00 -0.75
学習人数比率差（G-S) 0.00 0.03 -0.10 0.13 -0.03 -0.40 -0.33 0.67 -0.27 0.33 0.07 0.50 0.17 0.27
学習回数合計 93 17 7 4 4 3 36 12 8 2 12 4 1 9
学習人数合計 11 9 6 3 2 2 9 4 5 2 7 3 1 6
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を除くと、これと「比較・類推（職能群内）」が他の学習より多く用いられていた。複数職
能群を異動するゼネラリストが「比較・類推（複数職能群）」を多用すること、また「比較・
類推（職能群内）」も同様に多用することが明らかになった。 
・「比較・類推（職能群内）」1 人当たり学習回数の平均値において、スペシャリストが
ゼネラリストを大きく上回った。「比較・類推（職能群内）」におけるゼネラリストとスペ
シャリストの１人当の適用回数の差は、－2.00 回であった。（マイナスだとスペシャリス
トの方が多く適用していることになる）なおかつスペシャリストの他の学習と比較すると、
「経験からの帰納」の 7.20 回／人が「比較・類推（職能群内）」の 5.00 回／人を上回るが、
それ以外の学習との比較では圧倒的にこれは多いものであった。 
以上から役員となる次世代経営幹部候補のゼネラリスト・スペシャリストとも「経験か
らの帰納」を最も多用すること、および次いでゼネラリストは「比較・類推（複数職能群）」
「比較・類推（職能群内）」と２つの比較・類推学習を行っていること、そしてスペシャリ
ストも「経験からの帰納」および「比較・類推（職能群内）」を多用していることが明らか
になった。 
「経験からの帰納」は、その認知的な学習のプロセスが自らの経験を概念的に操作する
ことなので、多用されることは予測できるのだが、「比較・類推（複数職能群）」「比較・類
推（職能群内）」という２つの「比較・類推」学習は役員になるための技量の習得といかな
る関係があるのであろうか、などより深く追及しなければならないことが存在する。ゼネ
ラリストとしてのキャリア経験を有している者は、学習空間を伸縮させ、それは職能群を
超える学習空間の中で学習がなされていることを示している。一方スペシャリストの学習
空間は職能群内に限られていた。これはゼネラリストかスペシャリストかというキャリア
経験により学習空間の範囲が決定され、そのことが習得する技量の内容に影響を与えるこ
と、および職能群を超える学習空間における「比較・類推（複数職能群）」学習において、
それほどそのための費用が発生していないことも考えられる。次節では職能群間異動につ
152 
 
いて具体的なケースに立ち戻り、どのような学習がなされているのかを詳細に確認する。
また役員となるスペシャリストは「比較・類推（職能群内）」学習の中で、どのような技量
を習得しているのか、またそのことが日本型経営において役員としてなぜ求められるのか、
についてより詳細に検討する必要があるだろう。これらのことについても次節で確認する。 
 
３ 実証研究④：役員になる次世代経営幹部候補（部長職層）の職能群間異動における学
習と技量 
（１） 目的 
 実証研究④は以下の目的のために探索的に分析を行っていく。本項では前項で明らか
になった以下の２つの課題について一定の答えを得ることを目的とする。 
第 1 の課題は、ゼネラリストとしてのキャリア経験を有している、後に役員となる次
世代経営幹部候補は、「比較・類推（複数職能群）」学習および「比較・類推（職能群間）」
学習を多用し、学習空間を伸縮させ、職能群を超える学習空間の中でも学習していること
が明らかになったのであるが、では具体的にそのことによりいかなる技量が、どのように
学習されていたのかを明らかにすること、また職能群を異動することの経済的合理性は、
いかにして担保されているのか、を明らかにすることである。 
第 2 の課題は、スペシャリスト経験を有する後に役員となる次世代経営幹部候補（部
長職層）は比較・類推学習において「比較・類推（職能群内）」学習のみを多用し、その
学習空間は職能群内に限られていたことに起因するものである。これは猪木の総合的判
断力や Aoki(1988)の水平的情報処理能力とは関係のないものと思われる。ではそこから
習得される技量によりなぜ役員となるのか、に対する答えを明らかにすることが求めら
れよう。 
これら 2 つの課題に対する回答を得るために、具体的なケースに立ち戻り、どのよう
な学習がなされて技量が習得されているのかを詳細に確認する。 
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多くの日本企業においては課長以降複数機能を経験させて経営層を育成するキャリ
ア・システムが用意されており、また次世代経営幹部候補の選抜・育成制度においても育
成の中心は異動による多様な経験であった。また一方で、スペシャリストとしてのキャリ
ア経験を有する者も次世代経営幹部候補（部長職層）になり、その中から役員となる者も
一定数存在していた。ここでの分析はこれらの理由の解明を企図するものである。 
 こうした日本企業のキャリア・システムに基づく機能を超える異動による次世代経営
幹部候補の人材育成システムと、幅の狭い、もしくは幅の広いキャリア経験のみのスペシ
ャリストが併存する経営観幹部候補の人材育成システムは、いかなる機能性と経済的合
理性を有しているのか、もしくは有していないのかを明らかにする手掛かりとなると考
えられる。さらには知的熟練論が主として役職についていない者を対象としてきている
ことから、後に役員となる次世代経営幹部候補（部長職層）の職能群間異動というキャリ
ア経験において、どのような学習を用い、何を学習しているのかを実証的に明らかにする
ことで、先の理論的疑問への解答を見つける手掛かりも得られ可能性があるだろう。 
 この問題はこれまでの研究でほとんど扱われてこなかったので、予想もしない発見が
存在する可能性がある。その場合には必要に応じて、また理論的重要度に応じて適宜探索
的な調査を行うこととしたい。なおここでもRQ5への答えを得ることを目的としている。
RQ５は以下のものである 
・RQ５：次世代経営幹部候補（部長職層）で後に役員となる者は、いかなるキャリア経
験からどのような学習を用い、いかなる技量を習得しているのであろうか？ 
（２） 調査方法・調査対象・調査事項 
ここで分析するデータは、本章 3 節で用いたハウス食品工業株式会社（当時）の後に
役員となる次世代経営幹部候補（部長職層）11 名のインタビューデータである。 
ここでは先の問題の解決に向けて、第 1 に職能群間異動を経験している、ゼネラリス
トを対象として、この人たちの「比較・類推（複数職能群間）」学習、およびそれから
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得られた技量をすべて（12 ケース）を抽出し、その内容を詳細に検討する。 
分析の方法としては２つを行う。1 つは「比較・類推（複数職能群間）」学習の詳細を
知るためのもので、 
・比較の次元は何なのか？ 
・ベース（比較物）とターゲット（比較対象物）の比較という認知プロセスはそれらの
差異・共通および相対化という認識をもたらすが、主として何がもたらされているの
か？ 
・「比較・類推（複数職能群間）」学習によりいかなる技量が習得されたのか？ 
について分析する。比較の次元は何なのか、についてであるが、第 2 章において学習空
間について検討し、その次元は大きく空間と時間を統合した次元（空間×時間次元）と
した。質的次元は補完関係の有無であった。今回は補完関係のない職能群間異動経験の
有無についてのことなので、質的次元は関係ない。ここでは探索的なアプローチをとる
ので、大きく空間次元か時間次元かを明らかにし、その上で具体的に比較・類推の内容
を確認する。 
習得された技量については、既に第 2 章で検討した技量の分類枠組みに従い分類した
ものがあるので、それを用いる。 
もう１つは、実際に職能群間異動がなされた際に用いられた学習を全て抽出し、その
特徴を明らかにする。ゼネラリストの次世代経営幹部候補者が、実際に職能群間異動を
した際に、いかなる学習を行っているかを確認するものである。 
第 2 にスペシャリストとしてのキャリア経験を有する、後に役員となる次世代経営幹
部候補の「比較・類推（職能群内）」の全 24 ケースを分析する。方法はゼネラリストの
場合と同じで、①比較の次元は何なのか、②ベース（比較物）とターゲット（比較対象
物）の比較という認知プロセスはそれらの差異・共通および相対化という認識をもたら
すが、主として何がもたらされているのか、③「比較・類推（職能群内）」学習により
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いかなる技量が習得されたのか、について分析する。 
（３） 調査結果 
①ゼネラリストの比較・類推（複数職能群）学習の特徴 
 後に役員となる次世代経営幹部候補（部長層）のうちゼネラリストが職能群間異動した
際に用いた「比較・類推（複数職能群間）」学習の全１２のケースを分析する。結果を表
３－３－８に示す。 
まず比較の次元であるが、すべてのケースにおいて空間次元、特に異なる職能群間での
比較を行っていた。 
比較という認知プロセスによりベースとターゲットの差異・共通・およびターゲットの
相対性が認識される。今回の分析では差異の認識は 12 ケース中 3 ケースで、共通の認識
は８ケース、そして相対化の認識は 1 ケースであった。 
まず差異の認識であるが、これは異動前の職能群の職務と異動後の異なる職能群の職
務における差異を認識することである。差異の認識の対象としては、組織のあり方、業務
に必要な知識の深さ、人材の特徴であった。ケースの数が少ないが、差異の認識対象はそ
の時々により異なると考えられる。後に詳しく述べるが、こうした差異認識から新しい職
場や組織などの問題点を認識したり、逆に仕事を相当に頑張らなければならないものだ
という認識を醸成し、モティベーションを高めるなどの機能を有していた。 
人事・教育・総務・法務職能群から研究・開発・生産職能群を経て営業・宣伝職能群に
異動した人による異動先の人材の特徴がそれまでと異なるという差異を認識した例を以
下に示す。 
 
一つは人材育成です。私はいろんなセクションをぶらぶらしながら、営業に来ました。
営業出身の人間というのは営業ばかりが多いんです。ほとんどの人間はほかのセクショ
ンを経験したことがありませんので、そういう人間に対して人材育成でこういう見方も
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あるよとか、こういう切り口もあるよとか、単一的な見方じゃないよとか、そういうふう
なことをいろいろ教えながらハウスにとって将来キーマンになりそうな人間に対して人
材育成をしていったり、その人間を本社のほうに出してより大きな人間になってもらい
たいということを考えていたり… 
 
次いで共通の認識であるが、これは異動後の職務の遂行方法などについて異動前に培
ってきたものを、職能群の異なる異動先の職務との共通を見出すことである。これにより
過去に培った方法を新たな職務に当てはめて職務を遂行するようになることが共通を認
識したケースの全てで確認された。営業・宣伝職能群から PM 職能群（商品開発と商品
施策全般に関わる）に異動したケースを以下に示す。 
 
結局、その商品のすべての発現、現れ方じゃないですか。だから、非常に商品開発なんか
にあたっても、研究所から来た人とか、営業から来た人とは違って、すごく得してる部分
はあると思いましたね。広告でいう、やってきたことを通じて、いわゆるイメージを形に
できるというのが広告ですから、だから、言葉を形にできる、映像化できるというのが広
告の強みであって、だから、商品開発もそうですよね。言葉とかコンセプトを、いわゆる
開発コンセプトがあって、それが製品コンセプトになって、で、形のものが出来てくると
なりますんで、コンセプトで形をイメージできるという結局、その商品のすべての発現、
現れ方じゃないですか。だから、非常に商品開発なんかにあたっても、研究所から来た人
とか、営業から来た人とは違って、すごく得してる部分はあると思いましたね。広告でい
う、やってきたことを通じて、いわゆるイメージを形にできるというのが広告ですから、
だから、言葉を形にできる、映像化できるというのが広告の強みであって、だから、商品
開発もそうですよね。言葉とかコンセプトを、いわゆる開発コンセプトがあって、それが 
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表３－３－８．比較・類推（複数職能群間）」学習のケース 
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（表３－３－８．つづき） 
 
 
製品コンセプトになって、で、形のものが出来てくるとなりますんで、コンセプトで形を 
イメージできるという…   
 
最後の相対化であるが、これは職能群間異動してそれまでの業務と全く異なる業務が
会社に存在することを知り、そこから以前の自分の会社全体に対する認識が一部のもの
でしかなかったことに気づくとともに、会社全体に対するイメージを拡大させていた。
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以下に営業・宣伝職能群から PM 職能群、そして人事・教育・総務・法務職能群 
に異動してきた人のケースを示す。 
 
（異動先の秘書室は）全部トップとのつきあいですから、気の配り方、それから言葉の
使い方から配慮しなくちゃいけない。世界の広さ、そういうものってのは全く違いました
ですね。そういう面でなんか、■■（商品群）みたいなところで結構、なんかそれが全部
の世界でやってたとこから急に大きな世界に変わりましたんで、しばらくたったときに
「ああそうか、そうか、もうあれが命と思ってたところも違うとっから見れば本当の一つ
の世界だったな」っていうふうに思いましたですね。 （中略） 例えばプロダクト・マ
ネージャーのときっていうのは、製品のことはすごくよく知らなくちゃいけないんです
けど、銀行とのつきあいのことなんてあんまり知らなくたっていいですよね。それから資
材のこともね、ナイロンの厚みが何ミクロンとか、そういうことは知らなくちゃだめなん
ですけども、資材メーカーと先代の社長がどういう関係で、みたいなことは全然知らなく
てもよかったんですけど、むしろ秘書室ではそういうことが大事ですよね。 
 
次いで学習された技量であるが、12 ケース中 10 ケースが「自分の仕事理解」であっ
た。異動元と異動先の差異または共通を認識し、自分の取り組むべきテーマを設定した
り、過去の業務方法などを持ち込むことであった。すなわち職能群間の異動を行っても多
くの場合、異動者の過去の経験との差異などから新たな仕事における課題が設定された
り、以前に習得した業務遂行方法などを当てはめて行うなど、かなり自由度の高い仕事の
仕方がなされていることが伺えると同時に、このことは部組織などの改革・見直しや教務
方法の変更が常に生じるような制度となっていることを意味するものである。 
② 実際の職能群間異動の際に用いられた学習 
後に役員となる次世代経営幹部候補（部長職層）が実際に職能群間異動をした時に用
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いた学習の頻度には職能群内異動とは異なる特徴が見られた。表３－３－９．に示す。 
表３－３－９．から職能群間の異動においては学習としては「比較・類推（複数職能
群）」が最も多く用いられ（11 回）、次いで「経験からの帰納」（7 回）であり、他の学
習は 3 回以下であった。そこから職能群間の異動においては「比較・類推（複数職能
群）」および「経験からの帰納」が中心的に用いられていることが明らかになった。本
章３－３－３．でなされた同社の役員で後になる次世代経営幹部候補（部長職層） 
 
表３－３－９．実際の職能群間異動の際の学習 
 
 
の全ての異動において最も多く用いられて学習は「経験からの帰納」であり、全 212 学
習のうち 93 回用いられていた（表３―３－７．参照）。そして「比較・類推（複数職能
群）」は適用された数では５位で、回数は 12 回であった。しかしながら実際の職能群間
異動においては「比較・類推（複数職能間）」学習が 11 回で「経験からの帰納」学習は 7
回と、「比較・類推（複数職能間）」学習が、より多く用いられていた。これは「比較・類
推（複数職能群）」学習の 12 回のうち 11 回が職能群間異動の際に用いられたからであ
る。すなわち「比較・類推（複数職能群）」は職能群間異動に特徴的な学習と考えられる。
なお職能群間異動時に用いられなかった 1 回は、職能群を超えた異動先で長期にわたり
働き、部下を指導する立場になった時に、新しく他の職能群から異動してきた部下の新し
い部署に抱く姿勢や考え方を、実際の異動先の職場での内容と比較し、差異を認識したと
学習 回数 人数
比較・類推（複数職能群） 11 4
経験からの帰納 7 3
メディア学習（内） 3 3
メディア学習（外） 2 2
総合的判断力学習 2 1
レクチャーによる学習(内） 1 1
観察学習（内） 1 1
合計 27 15
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いうものであった。これは職能群間異動するものだけが比較・類推により差異や共通など
を認識するのではなく、異動先に元々所属していた人にとっても異動者の以前の職場や
仕事のことと自分たちの職場や仕事を比較・類推する同様の機会を持つことを示してい
る。 
③スペシャリストの比較・類推（職能群内）学習の特徴 
スペシャリストは時間次元における比較・類推（職能群内）学習を多く行っていた。 
全 24 個の比較・類推（職能群内）学習のうち、時間次元による比較が 17 個（70.8％）
で、空間次元によるものが 4 個（16.7％）で、その他が 3 個（12.5％）であった。 
そして時間次元での比較の多くが過去の同一もしくは類似業務と現在のそれらとの差
異を把握し、変革の必要性を認識し、そこに向けて取り組むようになるというものだっ
た。「比較・類推（職能群内）」24 個のうち、24 個全てにおいて差異が認識されていた。
そこから学習された技量として「自社理解」が 13 個、次いで「自分の仕事」が７個、「自
社の強み弱み」および「技術」が各 1 個ずつ、そして「その他」が 2 個となっていた。ゼ
ネラリストが「自分の仕事」が圧倒的に多かったが、スペシャリストは「自社理解」が多
いのが特徴である。時間次元による比較で差異を認識し、自社理解を行った例を下に記
す。 
 
（営業一筋のスペシャリスト N 氏は小売産業が発達し巨大化する中で） 
「食品メーカーですから、NB（ナショナル・ブランド＝ここではハウスブランドのこ
と）を全国に対してどの売り場でも並ぶということに対する追求というのはしなきゃい
けないんです。だけども、小売りというものが巨大化してくればくるほど、やはり差別化
というものを求めてくるわけですね。そのことに対してメーカーとして、特に開発部署の
ところがやはり目を向けようとしないわけですよ」 
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と述べている。小売業が巨大化する前後の違いを比較し、進むべき方向性を示してい
る。N 氏らの努力が実り同社は後に長期低迷傾向を脱することとなる。同様のケースが
他のスペシャリストでも複数確認された。スペシャリストの「比較・類推（職能群内）」
のすべての分析結果を表３－３－１０．に示す。 
後に役員となる次世代経営幹部候補（部長職層）でスペシャリスト・キャリア、すな
わち職能群間異動を経験していない人々は、所属している職能群・職能内での時間次元
における変化から「自社理解」すること、また「自分の仕事」として何をすべきか認識
していた。換言すると「自社理解」も「自分の仕事」についても会社やその職能群内で
の長い経験の中で、過去との比較の中から現在の会社状況を理解する、もしくは会社全
体の状況を打破するために自分の仕事として何をすべきか、という認識を構築してい
た。 
今回の、後に役員となる次世代経営幹部候補（部長職層）のスペシャリスト５人 
中、１人を除き全て営業・宣伝職能群（表３－３－４．参照）であり、しかも営業・宣
伝職能群の人のみ比較・類推学習を行っていた。同社の営業においては１９８５年の御
巣鷹山での日本墜落事故で創業家の浦上郁夫社長を失って以降、IT の進展、小売業界の
発展や変化が起こり、それに伴い多くの苦難に直面するようになった。そのような中
で、このスペシャリストたちはそれ以前会社が上手くいっていた時代の仕組みや営業・
宣伝職能群の仕事と環境変化に晒された時代のそれらを比較し、現状の問題点や課題を
概念的に整理し、どうすべきかを考えていた。すなわち役員になるような次世代経営幹
部候補（部長職層）のスペシャリストは、時間軸による比較・類推学習により、その職
能群での長期の経験から環境変化への対応法および対応の必要性を認識し、その解決に
向け様々な行動を起こす人材であった。 
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表３－３－１０．スペシャリストの「比較・類推（職能群内）」学習のケース 
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（表３－３－１０．つづき－その１） 
 
 
J 空間 差異 自社理解
わたしがもう東京営業所におる段階で、これはもう相当ほかのメーカーから後れているなというふう
な。要は情報収集レベル、情報というか、販売データの回収とか、そういうふうな部分に関しても、非
常に紙の世界でまだやってて、システム化ができていない部分に関して、このままでは世の中の動
き、末端の動き、販売情報等に対しての後れに対するチャンス・ロス、もしくは判断ミス等も出る危険
性があるので、いろいろな営業情報のシステム化をしていかなくちゃいけないなというのは、当時の
東京営業所にいたときから非常に感じましたし。
J 空間 差異 自社理解
やはりほかのメーカーの動き、もしくは卸店の動き自体が、非常にやっぱりシステム化を推進して
いったという部分を、今、申し上げたように東京相手の、東京支店レベルだけじゃなくて、相手の本
社とかのつきあいもしていきながら、やっぱり肌身で感じていきましたですね。
J 空間 差異 その他 （取引先のシステム化が遅れていることを知って）逆にそれを使って、ほかの卸に、「このやり方をしないか」というふうな提案もしたこともありますね。
L 時間 差異 自分の仕事
　そうですね。自分で言うのもあれですけども、このときにやっぱりその販売企画課のシステム、物
流にこういう形、それから物流の流れというようなことで、自分で大きく伸びたというふうに、口はばっ
たいですけど思いますね。それを自分でこれを形作ったという自負がありますんでね。
　だから、ここから僕違う、言うとおりに会社はなってないですけれども、自分は自分でＣＶＳのやっ
ぱり管理とか、そういう例えば予算管理であるとか、物流管理であるとか、そういうものも含めて一
体化ということで、今もこっち来てまた提案をしてるんですけれども、今それに開発が絡まないといけ
ないと思うんですけども、そういう発想はこのときの経験値がやっぱり今に生きてますよね。（中略）
今提案したいということは、今痛切に、ＣＶＳのルートの問題について、広域営業部に来て痛切に感
じてるんです。それは何かっていうと、昔とやっぱり様変わりして、その物流で既存品をどうのこうの
という、商物一元だけの問題じゃなくてですね、開発、いわゆるうちのソマテックセンターが開発す
る、それからスピード、今営業商品開発部というのができてますけども、これをどうやってこのコンビ
ニエンス、これはまあ量販にもある程度いえることなんですけども、どっちかっていうとコンビニエン
スのほうがウエートが高いっていうような形のものを、できれば一つの一気通貫に、スムーズな流れ
に。どっかちょっとうちのあれでいうと開発型食品部というのがあって、それをソマテックに発注してと
いうそういう形なんですけども、そういう流れを何とか作りたい。
　ＣＶＳについては、われわれの売り上げと利益の安定的な確保を。それは商品の改廃というのが
常に起こっているわけですね。でないと、どんどんどんどん下がっていくということなんです。
L その他 差異 汎用・事業判断
やっぱりこれはどちらにも縦割りとその土地割りという、われわれ元々うちの会社テリトリーマネージ
メントということで、テリトリーということで土地割をやってましたんで、両方功罪があるんですね。い
い面と悪い面があるんですね。流れ的には縦割りで担当したほうがいい。ただセブンイレブン、セン
ターで、たしかあのときで首都圏に８センターぐらいあったんですよ。それが全部自分の担当。全部
16号線のざあっと外郭にある。これは物理的に非常に無駄ですね。まあほとんど小さなセンターな
んて訪問する必要ないんですけれども、やっぱりある程度人間関係を取っておきませんと、何か
困ったときにちょっとお頼みするみたいなところはあったんで、そんなに訪店頻度は高くなかったで
すけれども、そっちの信頼もアップしておかないとだめだという面は、これはアナログ的なところです
けども、というところがあります。
L 空間 差異 自分の仕事
札幌支店なんかはあんなところにいないでですね……。ちょっと田舎というか、市街にはないんです
ね。ただ自社ビルなんですよね。自社ビルの管理、ランニングコストが相当古いビルだからかかるん
ですよね。そんな無駄なことしないでビルの１室借りてですね、あそこはマンションか何か建てて、そ
れでうちちもうけようよと。そういう何か、今までのざあっとした流れだとそのままいっちゃうんですけ
ど、外から行くと、「え、これっておかしいじゃん」というような見えるところがあるんですよね。それは
一応、できないで提案だけで終わりましたけどね。
N その他 差異 自社理解
うちは当初、食系を使って菓子業界に参入したんですよ。ですから、もうわたしが菓子を担当したこ
ろっていうのは、少し菓子系のところにもやっぱりやらせやらせということで、われわれも流していっ
て。じゃ、そういうルートづけをどうするんだというときに、菓子問屋さんなんていうのは、やはり中堅
以下のメーカーさんが多いですので、直取引という習慣が非常に強いですので、そうはいっても、う
ちはそういう食系ルートの上をかまして債権保全してたんですけども、けっこうだからよそ者扱いで
すね。ハウスは食品屋が菓子をやるということで、問屋さん行っても、食系だったらやっぱり大事にし
てくれるわけですよ。これぐらいのスケールですけども大きいほうの部類に入りますので、大事にし
てくれる程度が全然違うんです。菓子はもう、なんだハウスかと。おまえんところは食系だ、よそ者
だ、というような感じですから
N 時間 差異 自社理解
ところが、今はもう量販店のほうとオンラインになってますから、数字の確認はできるようになりつつ
ありますから、そういうところがもうなくて、今、本社でやってます、着荷マネージメントいうのは、もう
どこの食品メーカーでもやってるんですけど、小売の売りですべての売りをみていこうというようなと
ころに、いわゆる問屋に在庫移動するという機能をもうやめていくということで。要はＳＰという業務
はもうほとんど、主要小売先のチェック業務みたいになっているんですね。いわゆる開拓という業務
ではなくて。
N 時間 差異 自社理解
コンビニエンス成長の前段期の時は、今みたいな日配商品というのがそんなに充実していなかった
ですから。即食といわれる、加工食品で即食になったわけですよね。それと今みたいに、飲料ビバ
レッジメーカーというのがそんな大きくなかったですから、われわれ食系がやってるような飲料でも並
んだ時代だったんですよね。（中略）だからほんとにこの年次までで、セブン－イレブン、ローソン、特
にローソンなんか考えられない数字を売ってましたですね。うちの商品だけでも100アイテムぐらい並
んでた時代がありましたから、ドル箱だったんです。それが、うちの低迷期にグーッと入ってくると、コ
ンビニエンスのところの商品がどんどんどんどん変わっていったわけですよね。それにやっぱり開
発、あるいはハウスとして食材営業とか、そのあたりが後手後手に回りましたから。あるいはコンビ
ニのチャネルとどうつきあうのかというところで、長らく苦労しましたから。わたしはそういう経験があ
りますから、そういう部署をずっと渡ったわけです。いい時は支店で一営業として経験して、本社に
入った時はもう大低迷の時代ですから。どうすんだ、どうすんだというようなことを言われている時の
時代ですから。
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（表３－３－１０．つづき－その２） 
 
 
 
 
 
N 時間 差異 自社理解
ですから先ほど言いましたように、そのコンビニエンスが、商品が変わってきまし
たよね。そこがやはり一番大きいです。ＧＭＳのほうも、売上が、企業自体の売り
上げが行かなくなってきたので、銭の要求ばっかりメーカーにきましたから、経費
かかって売り伸びないというパターンになってきましたから。やっぱりそういう値段
交渉、協賛金競争みたいなのを断る、そういう、まともな商売以外なところにだい
ぶ向いてきましたですね。
N 時間 差異 自社理解
やっぱり食品メーカーですから、ＮＢを、全国に対してどの売り場でも並ぶというこ
とに対する追及というのはしなきゃいけないんです。だけども、小売というものが
巨大化してくればくるほど、やはり差別化というものを求めてくるわけですね。そ
のことに対して、メーカーとして、特に開発部署のところがやはり目を向けようとし
ないわけですよ、なかなか。そのジレンマが、もうわたしのこの歴史みたいなもん
ですよね。
N 時間 差異 自社理解
メーカーのフルラインの機能を使いながらやるっていうことが、やっぱり今はでき
だしましたから。ここ数年、そういう仕組みの中でポイントになる、特にコンビニエ
ンスのところが下げ止まって、グーンと上がりだしましたから、これはもう９年ぐら
い、10年ぐらい続きましたから、うちの低迷期が。三分の一以下になりましたか
ら、全盛期のコンビニエンスの売上が。（中略）ですから、コンビニエンスで売れる
商品を、今までのレトルトカレーじゃなくて、やっぱりウコンの力とかカップのシ
チューであるとか、そういうほんとの即食を提供できるようになってきたということ
ですね。（中略）（商品開発が）追いついてきたということですね。（中略）実務担当
者からマネージャーまで、それからあとで広域部長もやらしてもらいましたけど
も、まだその時だって、やっとわたしは広域部長になって、そういう商品がポンポ
ンと当たるようになって、ゴーンとコンビニエンスのところが回復して、結局それが
やっぱり、スーパーマーケットとかＧＭＳというのはよくならないですから、そんな
に。やっぱり会社の業績回復につながってますよね。
N 時間 差異 自社理解
どちらかというとA社のところは、最後までオリジナル商品というのはないですから
ね。ＮＢの自分たちの留め金みたいな感じで。例えば、片方のB社というのは、
（自社ブランド名）を早くから言ってるわけですよ、それを作ろうと。やってもいい
じゃないか戦略カテゴリーのところ、というような整理されるまでに、ものすごい時
間がかかりました。結局やってもなかなか、もう物にはならない商品が多いんで
すよ。（中略）うちの損益が合う中においては、ある一定のボリューム、経済ロット
が合えば、そこは戦略カテゴリーについてはやろうじゃないかということの割り切
りをやっぱりできて、営業商品開発部……。（中略）基本的には下げたいんです
けどね。逃げたいですけども、やむをえないじゃないかという割り切りをできました
ですね。工場なんか、だからアライアンス流通の中でも、ＣＧＣであるとかＡＪＳで
あるとか、そういうところにはもう作ってますのでね。逆に言えば、そういうことを
やっていかないと、もう巨大流通のところは、私どものセカンド、サードのところ
は、なかなかやっぱり出遅れましたですね。だからB社という、うちらの企業という
のは、B社 さんが私どもの10年ぐらい前は、大得意の企業だったんです、ハウス
の。ところがもう、いわゆる（B社のPB）政策を出してからは一変しましたね。ずっ
とかみ合わなくて、今やB社対策どうするんだよということで、うちの経営のテーマ
にも入っているんですよ
N 時間 差異 自分の仕事
　いや、さっき言ったように、この食品流通っていうのが変わってるんですよ。もう
問屋から小売という時代に。小売のところも成長期から衰退期になってきました
から、やっぱり金の要求と同時に、売り方開発とかそんなことばっかり言うわけで
すよ。そういうわれわれメーカーとしての役割が、ただ商品を案内するだけではも
う通用しないわけですよね。その中身にどうスタッフ支援をかましていくとか、自分
の役割、情報取って、どうのこうのというつなぎをするかというのが、もう変わって
るんですよ、やっぱり。そこが分からないと難しいと思いますね。だからそこの感
覚を持っている中で、比較的若いかたのほうがいいなと。支店長なんか、問屋さ
んのトップとゴルフだけやっててもいいというような感覚がなきにしもあらずですか
ら、現に若くても、そういうのやってるやつばかりいますけれども。やっぱり汗流し
てるところの中身をきちんと理解してやって、マネージメントの方向づけをしてやら
ないと、やはりちょっと。ましてや地域ハンディキャップもありますし、雪も多いです
し、そういうメンタルケアだけはやっぱりしてましたね。
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Ⅳ 実証研究のまとめ 
 
 本章では第２章での既存研究などのレビューを経て設定した５つのリサーチ・クエス
チョンへの解を得るために実証研究を行った。 
RQ１は次世代経営幹部候補（課長職層）が有している技量の解明である。実証研究①
では第 2 章で構築した技量の分類枠組みを用いた。これに用いられる分類軸は「職能固
定／職能非固定」と「企業特殊／汎用」が中心のものであり、「企業特殊／汎用」軸にお
いて「企業特殊」に分類されたものに対してはさらに「組織的／技術的」軸で分類される
ものである。 
 発見された技量は、分類枠組みにおいて「職能固定の企業特殊で組織的なもの」に属す
るものとしては「自分の仕事」「仕事の関係者」「自分の部下」であった。「職能固定で企
業特殊かつ技術的なもの」に分類されたものとしては「技術」「判断」があった。「職能固
定で汎用のもの」については「汎用技術」が確認された。一方「職能非固定で企業特殊か
つ組織的なもの」としては「自組織の動かし方」「自社理解」「自社の強み弱み」「信頼・
ネットワーク」が存在したが、「職能非固定で企業特殊かつ技術的なもの」は確認されな
かった。また「職能非固定で汎用のもの」としては「仕事」「事業判断」「会社」「関係者」
「新知識獲得方法」であった。 
 一方実証研究②では大手企業の人事部長に、選抜される次世代経営幹部候補（課長職
層）の技量を質問紙にて尋ね、回答を因子分析した。結果は「技術的企業特殊性」「信頼」
「ネットワーク」の 3 因子が抽出された。 
ここで注目すべきことは、次世代経営幹部候補（課長職層）が基本的には知的熟練論が
想定するようなキャリアの幅以内での経験を積んでいるのであるが、それぞれの機能内
で求められる技量などを獲得しながらも、職能非固定の組織的企業特殊性である「自社理
解」「自社の強み弱み」という企業や事業全体の特徴に関する技量、および「信頼」「ネッ
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トワーク」といった企業や事業全体の水平的情報処理に資する技量を習得していたこと
である。 
 RQ２は技量とその獲得契機の関係である。これは実証研究①で詳細に検討された。
そして特定の技量が特定のキャリア経験から学習されることが明らかになった。 
経営幹部に求められると考えられる職能非固定で企業特殊な技量の習得方法について
は以下の通りである。 
「自社理解」は異なる部署への異動により、「自組織の動かし方」「信頼・ネットワーク」
は業務における他部署との関係の中で、「自社の強み・弱み」が業務における顧客との関
係において、そして「自社理解」はラインからスタッフへの部署間の異動により習得され
る傾向が強いことが見出された。 
その他企業特殊で職能固定的なものである「自分の仕事」は部署の異動により、また
「仕事の関係者」は業務の中で、また「技術」は業務で同僚との関係の中から習得してい
た。 
ここで異動により習得する場合、異動前後の差異を認識し、そこから概念的にそれを整
理することで学習がなされている可能性が見出された。これは知的熟練論が不確実性対
処の技能向上を因果関係もしくは目的－手段関係に焦点を当てた熟達として捉えるのと
は異なるものである。ここから次世代経営幹部候補の技量の習得に関して機能的な概念
認識を醸成する学習だけではなく、差異や共通に基づく比較などといった認知プロセス
による構造的な概念認識による学習もなされている可能性が見出された。 
 RQ３は次世代経営幹部候補（部長職層）のキャリア経験を明らかにすることで、実
証研究③において確認された。 
調査対象となった企業グループの次世代経営幹部候補（部長職層）11 名は、インタビ
ュー調査後 8 年以内に持株会社および主要事業会社 2 社の役員となった者である。職能
群間を異動するゼネラリスト 6 名、職能群内を移動するスペシャリストが 2 名、同一機
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能内でキャリアを積み上げたスペシャリストが 3 名であった。 
 RQ4 は次世代経営幹部候補（部長職層）が習得する技量を明らかにすること、およ
びそれらと次世代経営幹部候補（課長職層）のそれと共通はどの程度あるのか、を確認す
ることであった。実証研究③によってなされた。 
 まず技量であるが、次世代経営幹部候補（部長職層）で後に役員となる 11 名のイン
タビューデータから職能固定的なものが 6 割弱、職能非固定の内容の学習が 4 割強であ
り、実証研究①の課長職層より職能固定的なものの割合が増えていた。職能固定で組織的
企業特殊な「自分の仕事」についてのものが多くなっていたからである。また職能非固定
なものの中の 8割が組織的企業特殊なもので、ゼネラリスト中心に多く学習されていた。 
詳細は次の通りである。職能固定的内容の技量学習の多くは企業特殊かつ組織的なも
のであった。具体的には「自分の仕事」、「仕事の関係者」、「自分の部下」であり実証研究
①で発見されたものがここでも確認された。 
一方職能非固定の技量のうち 8割が企業特殊なもので、それらは全て組織的なもので、
「自組織の動かし方」、「自社理解」、「自社の強み・弱み」、「信頼・ネットワーク」で、「自
社理解」が半数弱を占めていた。 
職能非固定で汎用のものは「事業判断」「関係者」などであった。 
次世代経営幹部候補（課長職層）との比較ではほぼ同様の技量が習得されていることが
確認された。両者とも職能非固定の組織的企業特殊な技量（「自組織の動かし方」「自社理
解」「自社の強み・弱み」「信頼・ネットワーク」）が数多く確認された。 
RQ５は後に役員となる次世代経営幹部候補（部長職層）がいかなるキャリア経験から
どのようなキャリア経験上の学習を用い、いかなる技量を習得しているのか、について明
らかにすることであった。実証研究④にてなされた。 
キャリア経験上の学習であるが、次世代経営幹部候補（部長職層）全体では「経験から
の帰納」が最も多く（93 回）、次いで「比較・類推（職能群内）」（36 回）であった。また
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役員・非役員別の特徴としては、各キャリア経験上の学習を用いる人数比率の差から役員
は非役員よりも「観察学習（内）」「比較・類推（職能群内）」「レクチャーによる学習（内）」
を用いる傾向が見られた。また各キャリア経験上の学習を用いる 1 人当たりの回数の平
均値の差から、役員は「経験からの帰納」「比較・類推（職能群内）」を多用しており、非
役員は「熟達（複数文脈）」、「メディア学習（内部）」「他者との相互作用（内部）」などを
用いていた。 
次に次世代経営幹部候補（部長職層）のうち後に役員となる 11 名におけるキャリア上
の経験別（ゼネラリスト／スペシャリスト）の技量の特徴についてであるが、ゼネラリス
トはスペシャリストより職能固定で組織的企業特殊な「自分の仕事」、職能非固定で組織
的に企業特殊な「自組織の動かし方」「信頼・ネットワーク」を学んでいた。一方スペシ
ャリストは職能固定の「汎用技術など」の学習をゼネラリストより多く行っている傾向が
見られた。 
役員となる次世代経営幹部候補（部長職層）のキャリア経験とキャリア経験上の学習と
の関係であるが、ゼネラリストは「比較・類推（複数職能群）」および「経験からの帰納」
をスペシャリストよりも多く用いる傾向が見られた。またスペシャリストは「知的熟練」
「比較・類推（職能群内）」を多用する傾向が確認された。 
役員となる次世代経営幹部候補（部長職層）の職能群間異動におけるキャリア経験上の
学習と技量の関係であるが、「比較・類推（複数職能群間）」が最も多く、次いで「経験か
らの帰納」であった。比較・類推（複数職能群間）」は職能群間異動に特徴的なキャリア
経験上の学習と考えられた。 
後に役員となる次世代経営幹部候補（部長職層）11 名の「比較・類推」学習（「職能群
内」「複数職能群間」の両方）に注目して分析を進めた。職能群間異動の際に文脈を超え
る「比較・類推（複数職能群間）」学習がゼネラリストに用いられていること、および職
能群間異動だけでなく多様な状況で両方の「比較・類推学習」が用いられていること、ま
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たスペシャリストも用いていることが明らかになった。 
次いで比較・類推学習が職能群間異動やそれ以外において実際にどのようになされて
いるのかを、具体的なケースに戻って確認した。そしてゼネラリストの職能群間異動にお
いては領域間の比較がなされていること（領域軸による比較・類推）、そして職能群間異
動を経験していないスペシャリストは時間軸における比較・類推を行っていることが明
らかになった。 
後に役員となる次世代経営幹部候補（部長層）のうちゼネラリストが職能群間異動した
際に比較・推論学習を用いたほとんどのケースが「自分の仕事」を理解するものであった。
職能群間異動により過去の職務や職務の進め方などと異動後の状況とを領域軸で比較し、
共通・差異を認識して自分の仕事の理解をし、それに基づき主体的に課題設定や職務設計
を行っていた。これはこのキャリア・システムにより仕事や職場が継続的に改革されるこ
とにつながると考えられた。 
また 1 ケースではあるが、比較・類推学習において領域間の差異を活用し、異動先の
担当部署の課題を認識し、改革を行うというケースが確認された。 
これらからわかることは、それまで経験のしたことのない職能群間異動においても過
去の経験を活用し、自分で仕事の課題・やり方などを素早く決めていることである。 
一方、後に役員となる次世代経営幹部候補（部長職層）でスペシャリスト・キャリア、
すなわち職能群間異動を経験していない人々は、所属している職能群・職能内での時間軸
における変化から「自社理解」すること、また「自分の仕事」として何をすべきかを認識
していた。ここで「自社理解」も「自分の仕事」についても会社やその職能群内での長い
経験の中で、過去との比較から現在の会社状況を理解する、もしくは会社全体の状況を打
破するために自分の仕事として何をすべきか、という認識を構築していた。スペシャリス
トで後に役員となる経営幹部候補は、会社の存在を脅かすような環境変化に対し、それぞ
れの分野における長期的な知見から比較・類推学習を用いて自社・自事業の問題点を明ら
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かにし（自社理解）、変革のあるべき方向を提言し実行していくという重要な機能を担っ
ていた。 
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第４章 結論・含意・残された課題 
 
本研究は終身雇用を基礎に発達した日本型雇用システムにおけるキャリア・システム
の中で、いかなるメカニズムで新卒社員を次世代経営幹部候補に、さらには次世代経営幹
部候補を経営幹部と育成していくのか、という次世代経営幹部候補の育成のメカニズム
を明らかにするために、探索的かつ実証的に検討してきた。本章ではこれらの結果を要約
し、本研究の分析枠組みおよび発見事項などがいかなる意味を有しているのかについて
まとめる。 
 
Ⅰ 各章の要約および発見事項 
 
第１章では本研究の適切な分析枠組みの設定と研究の進め方を明らかにすることを目
的として議論が展開された。本研究の問題意識の根底には、この 20 年日本型経営、特に
終身雇用を中心としたキャリア・システムのあり方や、それに基づく経営者育成のあり方
について様々な意見が出されてきたが、こうした高度に複雑な問題に解を与え得るほど
の研究が蓄積されているわけではない、ということがあった。そこで体系的にこの問題に
アプローチし、より適切な解を学術界および実業界に提供することを目的とした。 
そのためにまず日本型雇用システムに関する主要な研究を概観し、その上で日本型雇
用システムが有する人材育成機能に関するこれまでの研究の問題点を指摘し、主要概念
の定義とアプローチ法などを明らかにした。 
問題点としては大きく２点ある。第１点がキャリア経験の中で管理職や経営幹部、そして
役員などの経営層がどのような学習をしているのか、ということが明らかになっていな
いことである。第２点は経営層や管理職層に求められる技量や能力として水平的情報処
理能力や総合的判断力、および企業や事業全体の変革能力などがあるが、そうしたものは
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どのようにして習得されていったのか、についてもほとんど分かっていないことである。 
第２章では以下の４つのことを行った。第１は日本企業の次世代経営幹部候補を選抜・
育成する制度の実態調査の検討である。第２は日本企業のキャリア・システムに基づきホ
ワイトカラー人材が習得している能力についての研究の検討である。第３はこれまでの
日本企業の技量の習得を中心的に説明してきた知的熟練論および楠見（2012）が示した
職場において用いられるとする、認知科学の領域で培われてきた学習理論の検討である。
第４が次世代経営幹部候補のキャリア経験から習得する技量の分類枠組みおよび学習の
分類枠組みの構築である。 
第１の次世代経営幹部候補の選抜・育成制度の実態調査からは以下のことが明らかに
なった。それは一般的に３０代半ば程度の課長職層で選抜を行い、課長就任後、異動によ
る複数機能における業務経験により経営幹部に求められる技量などの習得を企図する制
度であるということだ。 
また第２のホワイトカラー人材の能力の習得に関する研究においては日本企業の管理
職は「単一職能型」「準単一職能型」「複数職能型」のキャリア経験に分かれている。そし
て課長職層までは「単一職能型」「準単一職能型」が多いが、課長になった後に一部の者
が「複数職能型」となる。そして経営幹部になる者は一般的により多くの機能を経験して
いる。しかしこの一般的傾向は個別企業の戦略などにより大きく影響を受ける、というこ
とが明らかになった。 
第３の知的熟練論および職場で用いられる学習についてのレビューである。まず知的
熟練論を検討し、基本的にホワイトカラーにおいても現場レベルを対象とした研究であ
り、日本企業の課長以降の「複数職能型」のキャリアの合理性は説明できず、また経営層
に求められると考えられる技量などの形成プロセスを説明できるものではなかった。な
お経営層に求められる技量が存在することも今回の検討で明らかになった。さらに経営
幹部や経営層を事実上対象としない知的熟練論はキャリア経験と技量の間に学習という
175 
 
変数を入れていないために、補完関係の弱い職務への異動には非常にコストがかかると
考えていること、また経営幹部の技量で企業特殊なものが必要な場合、コスト比較が単純
にできないことについての検討がなされていないことが明らかになった。そしてキャリ
ア経験上において学習する技量の分類枠組みを構築した。 
次いで楠見（2010）の職場で用いられる学習についての検討を行い、さらに知的熟練
と総合的判断力を学習理論で捉え直し、学習の地平でこれらすべてを扱えるようにした。
学習の検討から本来的に学習には領域固有性が存在するが、「比較・類推」、「目標導出カ
テゴリー化」など領域固有性や文脈を超えることを可能とする学習も存在することが明
らかになった。このことはこれまでのキャリア経験と技量などの習得との関係において、
合理的な異動範囲の考え方や総合的判断力や水平的情報処理能力の形成などに対し、新
たな説明を加え得るものであることが明らかになった。 
これらの知見をもとに、キャリア経験に影響を受け、学習者が空間次元や時間次元の中で
構築する学習空間という概念を創出し、どういう学習空間でどのような学習を行うと実
際の働く場面でなされる「キャリア経験上の学習」となるのかを明らかにし、弁別した。 
その上で５つのリサーチ・クエスチョンの設定を行った。RQ１は次世代経営幹部候補
（課長職層）に選ばれる人材はどのような技量を習得しているのであろうか？というも
のである。RQ２は、次世代経営幹部候補（課長職層）はその技量をいかなる契機から習
得しているのであろうか？というもので、RQ３は、次世代経営幹部候補（部長職層）に
おいていかなるキャリア経験をしているのであろうか？特にキャリアの幅はゼネラリス
トとスペシャリストなどに分かれているのであろうろうか？というものであった。RQ４
は、後に経営人材となる次世代経営幹部候補（部長職層）はいかなる技量を習得している
のであろうか？というもので、RQ５は、次世代経営幹部候補（部長職層）で後に役員と
なる者は、いかなるキャリア経験からどのような学習を用い、いかなる技量を習得してい
るのであろうか？を明らかにすることであった。 
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第３章では、５つ RQ への答えを出すために、3 つの調査からのデータセットを基に４
つの実証研究を行った。 
 RQ１の次世代経営幹部候補（課長職層）が有している技量の解明であるが、これにつ
いては実証研究①および実証研究②で行った。実証研究①では第 2 章で構築した技量の
分類枠組みを用いた。これに用いられる分類軸は「職能固定／職能非固定」と「企業特殊
／汎用」が中心のものであり、「企業特殊／汎用」軸において「企業特殊」に分類された
ものに対してはさらに「組織的／技術的」軸で分類されるものである。結果は以下の通り
である。 
・「職能固定で企業特殊かつ組織的なもの」：「自分の仕事」「仕事の関係者」「自分の部下」 
・「職能固定で企業特殊かつ技術的なもの」：「技術」「判断」 
・「職能固定で汎用のもの」：「汎用技術」 
・「職能非固定で企業特殊かつ組織的なもの」：「自組織の動かし方」「自社理解」「自社の
強み弱み」「信頼・ネットワーク」 
・「職能非固定で企業特殊かつ技術的なもの」：確認されず 
・「職能非固定で汎用のもの」：「仕事」「事業判断」「会社」「関係者」「新知識獲得方法」 
 一方実証研究②では次世代経営幹部候補（課長職層）の選抜・育成制度を導入している
大手企業の人事部長に選抜される次世代経営幹部候補（課長職層）の技量を質問紙にて尋
ね、回答を因子分析した。結果は「技術的企業特殊性」「信頼」「ネットワーク」の 3 因子
が確認された。 
 実証研究②の因子分析の結果は、基本的に実証分析①の職能固定かつ技術的企業特殊、
および職能非固定で組織的企業特殊なものと対応している。実証研究②における「技術的
企業特殊性」の因子の項目は開発や生産での技術についての項目が多いので、実証研究①
の「職能固定」かつ「技術的企業特殊」というものに対応するだろう。一方実証研究②に
おける残りの 2 つの因子、すなわち「信頼」「ネットワーク」は実証研究①の「信頼・ネ
177 
 
ットワーク」と対応すると考えられる。もちろん実証研究②の因子分析では異なる因子と
して「信頼」と「ネットワーク」が抽出されているので、同じではない。しかし実証研究
①と実証研究②では調査対象が本人と人事部長なので大きく異なっている。しかも人事
部長は本社におり、ラインと人事部長の間には平野（2006）も指摘するように情報の非
対称性が存在する。そのことを考慮すると実証研究①と②においてほぼ同様の内容が確
認されていることの方が重要であると考える。さらに実証研究③－１でも実証研究①の
構造が確認された。ここから基本的に実証研究①での技量に関する結果が妥当なもので
あり、実証研究②の結果とも矛盾しないものと結論付ける。なお実証研究③－１の調査対
象は次世代経営幹部候補（部長職層）であった。 
 ここで注目すべきことは、次世代経営幹部候補（課長職層）が基本的には知的熟練論が
想定するようなキャリアの幅以内での経験を積んでいるのであるが、それぞれの機能内
で求められる技量などを獲得しながらも、職能非固定の組織的企業特殊性である「自社理
解」「自社の強み弱み」という企業や事業全体の特徴に関する技量、および「信頼」「ネッ
トワーク」といった企業や事業全体の水平的情報処理に資する技量を習得していたこと
である。 
 RQ２は技量とその習得の契機の関係である。これは実証研究①で詳細に検討された。
そして特定の技量が特定の契機から習得されることが明らかになった。 
経営幹部に求められると考えられる職能非固定で企業特殊な技量の習得であるが、「自社
理解」は異なる部署への異動により、「自組織の動かし方」「信頼・ネットワーク」は業務
における他部署との関係の中で、「自社の強み・弱み」が業務における顧客との関係にお
いて、そして「自社理解」はラインからスタッフへの部署間の異動という契機により習得
される傾向が強いことが見出された。その他企業特殊で職能固定的なものである「自分の
仕事」は部署の異動により、また「仕事の関係者」は業務の中で、また「技術」は業務で
同僚との関係の中から習得していた。 
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ここで異動により技量を習得する場合、異動前後の差異を認識し、そこから概念的にそ
れを整理することで学習がなされている可能性が見出された。これは知的熟練論が不確
実性対処の技能向上として因果関係もしくは目的－手段関係という機能的な枠組みに焦
点を当てて技量の熟達を捉えるのとは異なるものである。ここから次世代経営幹部候補
の技量の習得に関して機能的な概念認識を醸成する学習だけではなく、差異や共通に基
づく比較などといった認知プロセスによる構造的な概念認識による学習もなされている
可能性が見出された。 
 RQ３は次世代経営幹部候補（部長職層）のキャリア経験を明らかにすることで、実証
研究③において試みられた。 
調査対象となったハウス食品の次世代経営幹部候補（部長職層）においてインタビュー調
査後に持株会社および主要事業会社 2 社の役員となった 11 名においては、職能群間を異
動するゼネラリスト 6 名、職能群内を移動するスペシャリストが 2 名、同一機能内でキ
ャリアを積み上げたスペシャリストが 3 名であった。ここから役員にもゼネラリストお
よびスペシャリストの両者が存在していることが明らかになった。 
 RQ4 は次世代経営幹部候補（部長職層）が習得する技量を明らかにすること、および
それらと次世代経営幹部候補（課長職相）のそれと共通はどの程度あるのか、を確認する
ことであった。実証研究③によってなされた。 
 まず技量であるが、次世代経営幹部候補（部長職層）で後に役員となる 11 名のインタ
ビューデータから職能固定的なものが 6 割弱、職能非固定の内容の学習が 4割強であり、
実証研究①の課長職層のデータよりも職能固定的なものの割合が増えていた。組織的企
業特殊な「自分の仕事」が多くなっていたからである。また職能非固定なものの中の 8 割
が組織的企業特殊なもので、ゼネラリスト中心に多く学習されていた。詳細は次の通りで
ある。 
・職能固定的内容の技量学習の多くは企業特殊かつ組織的なものであった。具体的には
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「自分の仕事」、「仕事の関係者」、「自分の部下」であり実証研究①で発見されたものがこ
こでも確認された。 
・職能非固定の技量のうち 8 割が企業特殊なもので、それらは全て組織的なもので、「自
組織の動かし方」、「自社理解」、「自社の強み・弱み」、「信頼・ネットワーク」で、「自社
理解」が半数弱を占めていた。 
・職能非固定で汎用のものは「事業判断」「関係者」であった。 
次世代経営幹部候補（課長職層）のデータとの比較ではほぼ同様の技量が学習されてい
ることが確認された。両者とも職能非固定の組織的企業特殊な技量（「自組織の動かし方」
「自社理解」「自社の強み・弱み」「信頼・ネットワーク」）が数多く確認された。 
RQ５は後に役員となる次世代経営幹部候補（部長職層）は、いかなるキャリア経験か
らどのような学習を用い、いかなる技量を習得しているのであろうか、について明らかに
することであった。実証研究④にてなされた。 
キャリア経験上の学習であるが、次世代経営幹部候補（部長職層）全体では「経験から
の帰納」が最も多く（93 回）、次いで「比較・類推（職能群内）」（36 回）であった。また
役員・非役員別の特徴としては、各学習を用いる人数比率の差から役員は非役員よりも
「観察学習（内）」「比較・類推（職能群内）」「レクチャーによる学習（内）」を用いる傾
向が見られた。また各学習を用いる 1 人当たりの回数の平均値の差から、役員は「経験
からの帰納」「比較・類推（職能群内）」を多用しており、非役員は「熟達（複数文脈）」、
「メディア学習（内部）」「他者との相互作用（内部）」などを用いていた。 
ゼネラリストはスペシャリストより職能固定で組織的企業特殊な「自分の仕事」、職能
非固定で組織的に企業特殊な「自組織の動かし方」「信頼・ネットワーク」を学んでいた。
一方スペシャリストは職能固定の「汎用技術など」の習得をゼネラリストより多く行って
いる傾向が見られた。 
後に役員となる次世代経営幹部候補（部長職層）のキャリア経験とキャリア経験上の学
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習の関係であるが、ゼネラリストは「比較・類推（複数職能群）」および「経験からの帰
納」をスペシャリストよりも多く用いる傾向が見られた。またスペシャリストは「知的熟
練」「比較・類推（職能群内）」をゼネラリストより多用する傾向が確認された。 
後に役員となる次世代経営幹部候補（部長職層）の職能群間異動におけるキャリア経験
上の学習と技量の関係であるが、「比較・類推（複数職能群間）」および「経験からの帰納」
が中心的に用いられているが、「比較・類推（複数職能群間）」の方が多かった。全てのキ
ャリア経験上の学習を対象とした分析では、逆の結果であった。ここから「比較・類推（複
数職能群間）」は職能群間異動に特徴的なものと考えられた。 
次いで比較・類推学習が職能群間異動やそれ以外において実際にどのようになされて
いるのかを、具体的なケースに戻って確認した。そしてゼネラリストの職能群間異動にお
いては領域間の比較がなされていること（領域軸による比較・類推）、そして職能群間異
動を経験していないスペシャリストは時間軸における比較・類推を行っていることが明
らかになった。 
後に役員となる次世代経営幹部候補（部長職層）のうちゼネラリストが職能群間異動し
た際に比較・推論学習を用いた全１１のケース中１０ケースが「自分の仕事」を理解する
ものであった。職能群間異動により過去の職務や職務の進め方などと異動後の状況とを
領域軸で比較し、共通・差異を認識して自分の仕事の理解をし、それに基づき主体的に課
題設定や職務設計を行っていた。これはこのキャリア・システムにより仕事や職場が継続
的に改革されることにつながると考えられた。 
 また 1 ケースではあるが、比較・類推学習において領域間の差異を活用し、異動先の
担当部署の課題を認識し、改革を行うというケースが確認された。 
これらからわかることは、それまで経験のしたことのない職能群間異動においても過去
の経験を活用し、自分で仕事の課題・やり方などを素早く決めていることである。 
 一方、後に役員となる次世代経営幹部候補（部長職層）でスペシャリスト・キャリア、
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すなわち職能群間異動を経験していない人々は、所属している職能群・職能内での時間軸
における変化から「自社理解」し、また「自分の仕事」として何をすべきかを認識してい
た。ここで「自社理解」も「自分の仕事」についても会社やその職能群内での長い経験の
中で、過去との比較から現在の会社状況を理解する、もしくは会社全体の状況を打破する
ために自分の仕事として何をすべきか、という認識を構築していた。特にスペシャリスト
で後に役員となる経営幹部候補は、会社の存在を脅かすような環境変化に対し、それぞれ
の分野における長期的な知見から比較・推論学習を用いて自社・自事業の問題点を明らか
にし（自社理解）、変革のあるべき方向を提言し、実行していくという重要な機能を担っ
ていた。 
 
Ⅱ 本研究の貢献 
 
１ 比較・類推学習 
本研究の貢献の第 1 は、それまでキャリア・システムと従業員の技量との関係におい
ては知的熟練論以外の説明が付与されていなかったが、新しい理論的説明を提示したこ
とである。 
知的熟練論（小池，2005）では、ブルーカラーと同様にホワイトカラーにおいても同
一機能内および強い補完関係のある他機能の職務を経験する、いわゆる「幅広いキャリ
ア」の中で、変化への対応力や不確実性への対処能力を高めていくというものであった。
キャリアの幅に関する制限は経済的効率性によるものであるとした。そして小池（2002b）
では多くの機能を異動するキャリアを経験する人は例外であるとした。しかし今回日本
企業のキャリア・システムは課長以降、少なくとも一部の人は機能を超える多様な異動を
行っていることが一般的であることが確認され、さらには実証研究により機能間異動よ
り補完関係が弱いと考えられる職能群間異動において、「比較・類推」を用いて「自分の
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仕事」に関する技量を学習していた。そしてこのキャリア経験上の学習の主要なメカニズ
ムは２つあった。１つは異動前後の職務の「比較・類推」から両者の共通を見出し、過去
に用いていた仕事方法などを新しい仕事に適用して、主体的に職務設計し遂行するもの
である。もう一つは異動前後の職務の「比較・類推」学習から、両者の差異を見つけ、現
職場の課題を認識し、その課題解決を行うというものであった。なお次世代経営幹部候補
（課長職層）では、一般社員時代に技術革新から製品が陳腐化したことから製造中止とな
り、全く異なる分野の仕事に異動したところ、それまでの部署での技術中心的な価値観と
全く異なるものが存在しており、そのことの意義を強く認識することで、自社理解が進ん
だケースが存在した。すなわち補完関係のない異動においても「比較・類推」がなされる
場合、たとえ課長職層以前でも次世代経営幹部候補に求められる技量が習得されること
が明らかになった。。ここにおいて２つの重要な点がある。 
第 1 に補完関係の弱い職務への異動においても「比較・類推」学習がなされれば、過去
の知識を利用するのでコストは想定されるほどはかからないと考えられることである。 
第 2 は異動先と比較・類推を行う際に、必ずしも直前の職務を比較基準として用いな
ければならない、ということはない。それ以前のものでもよいことを考えると、多様な職
務経験をするほど、補完関係のない異動先での職務の理解も効率的になる可能性がある
ことである。 
 さらに重要なことは比較・類推学習において差異を認識し、異動後の職務において課題
を認識した場合、その課題解決がなされていたということである。補完関係のない異動経
験に基づく比較・類推学習は学習コストを低減させるだけでなく業務改革などを起こす
契機ともなっているということである。このことは日本型のキャリア・システムは常時企
業内で課長以上を様々なところへ異動させることにより、新たな業務遂行や課題が設定
され、常に改善・改革を引き起こすような制度となっていることをも意味している。 
なお学習コストに関しては以下のような反論も想定される。すなわち比較・推論により
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一定程度のことは新たに学習せずとも理解できるものも存在するであろうが、異動先職
務の全業務に占める割合はそれほど多くはないのではないか？というものである。すな
わち新たに学習しなければならないことが多ければ、多少共通項が存在しても大差ない
のではないか、というものである。実際、部長職層の職能群間異動においては「比較・類
推（複数職能群）」の回数が最も多かったが、それに次いで「経験からの帰納」も多かっ
た。新たに多くのことを学ばなければならないことも事実である。これに対して、実証研
究の中では部長職層の次世代経営幹部候補者で人事（採用）・資材・食品部（部長）・営業
（支店長）と異動した人は、営業の支店長になった際に、責任エリア全体および支店内部
の状況から全体の方針と課題を自ら設定し、現場の問題に関しては基本的に支店営業の
実務に詳しい次長と企画の優秀な課長と相談の上で進めているとした。これは上位階層
になるほどテクニカル・スキルよりコンセプチュアル・スキルが重要になるとする
Katz(1955)のモデルの主張と同一である。すなわち全体方針を打ち出し、その実現に向
かってマネジメントすることができれば、個別の具体的な業務ノウハウはさほど必要な
いことになる。すなわち基本方針や課題設定とその解決に向けた技量があれば、部下との
補完関係に支えられて首尾よく業務遂行できることとなる。そして課題の設定などは比
較・類推学習で行うことができるのである。日本企業では、そして先の事例でも確認され
るものだが、組織の長が変わるときは、そこに経験豊かな No.2 が残るよう配慮した人事
異動がなされるという制度的慣行がある。また石田（1985）が指摘するように、日本の
企業における職務は欧米に比べ曖昧である。職群間異動とそれをサポートする人事異動
の制度的慣行と曖昧な職務規定が補完関係にあることが容易に想像される。すなわち課
長以上における補完関係のない職能群間異動においては「比較・類推学習」で次世代経営
幹部候補が習得すべき技量を学習して効用を得ると同時に、人事異動慣行や職務のあり
方などによる制度的補完関係により極力コストが抑制されている可能性が存在するので
ある。ただしこのことについては今後さらなる研究と検証が必要と考える。 
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 なおここで確認しておかなければならないのは、異動における比較・推論学習は知的熟
練論を否定するものではない、ということである。実際今回の実証研究でも知的熟練論が
想定するキャリア経験と技量学習の関係は多数確認された。ただキャリアの幅に関する
修正が求められることと、他の学習形態が存在しているということである。 
 
２ 次世代経営幹部候補の育成システム 
 本研究での理論的貢献の第 2 は新入社員が次世代経営幹部候補となり役員になるまで
の育成システムの概要を説明できるようにしたことであろう。 
まず日本型経営におけるキャリア・システムとして課長になるまでについて、いわゆる
「幅広いキャリア」もしくは同一機能内の特定業務という「幅の狭いキャリア」を歩むの
が一般的であることが文献レビューから確認された。ただしこのことは 2 つの要因で例
外が存在していた。１つは環境変化である。これは終身雇用制では環境や技術の変化によ
り社会的に不必要な製品などが生じることなどがあり、それに携わっている人々を配置
転換する必要がある。第 1 章で取り上げた多くの文献にこのことは指摘されていた。ま
た実証実験①において、アナログ・デバイスの技術者が SI 事業部に異動になった理由は
このことである。もう一つの理由は、その企業の戦略的なマネジメントによりなされるも
のである。平野・内田・鈴木（2008）のハウス食品のキャリア・システムでは一部の人は
課長になる前からいくつかのセクションに異動しており、その理由は同社の戦略的部門
は新卒社員を受け入れず、営業などの経験を経てから配属されるようになっているとし
ている。この他にも最初に配属された部署に対する不適応が生じた場合やより良いキャ
リアの可能性を周囲が認識した場合などはキャリアの早い時期に異動させることもあろ
う。 
 しかし一つの機能内の様々な職務を経験しながらも職能非固定の組織的企業特殊な技
量を獲得していることが今回の研究で明らかになった。それらは「自社理解」が異なる部
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署への異動により、「自組織の動かし方」「信頼・ネットワーク」は業務における他部署と
の関係の中で、「自社の強み・弱み」が業務における顧客との関係において、そして「自
社理解」はラインからスタッフへの部署間の異動により習得される傾向が強いことを見
出した。なおラインからスタッフにおいては営業から営業企画など同一機能内での補完
関係が想定される異動である。もちろん職能固定で技術的な「技術」や「判断」なども確
認されたので知的熟練のメカニズムも存在していると考えられるが、業務の中での様々
な機会を捉えて職能非固定的な技量を高めることが確認された。 
 実証研究②においては、人事部長の認識している次世代経営幹部候補に選ばれる従業
員と選ばれない従業員の違いを評価する因子として「技術的企業特殊性」「信頼」「ネット
ワーク」の 3 つが抽出された。これは知的熟練論を含めた企業特殊な技術に加え、「信頼」
や「ネットワーク」といった職能非固定の組織的企業特殊な技量が選抜の基準になってい
ることがうかがえる。そしてこれらは実証実験①や実証研究③のインタビュー調査の分
析からも抽出されていた。なお「自組織の動かし方」「自社理解」「自社の強み・弱み」「信
頼・ネットワーク」といった組織的企業特殊な技量は Aoki（1988）の主張する水平的情
報処理の能力を備えた人材の具体的な内容とも考えられる。すなわち次世代経営幹部候
補に選ばれるまでは同一機能内の業務をこなしながら、知的熟練を行うと同時に、他部署
や顧客などとのやり取りを通じて職能非固定的な組織的企業特殊技量を習得することで
水平的情報処理能力を高める。そうしたことにより次世代経営幹部候補に選ばれると考
えられる。 
次世代経営幹部候補が選ばれた後であるが、重要なことは次世代経営幹部候補（部長職
層）においてはキャリアがゼネラリストとスペシャリストに分化していることである。シ
ンクタンクや経済団体の調査から多様なキャリア経験を付与して育成するシステムを導
入していることが明らかになった。また日本企業のキャリア・システム研究においても課
長になった後に、一部の人はローテンション人事により複数の機能経験をするようにな
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ることが明らかになっている。今回の実証研究③においては役員になるまでに職能群間
異動を経験したか否かという基準で分析したところ、約半数は職能群間異動を経験する
ゼネラリストであり、残りは経験しないスペシャリストであった。ここから明らかなこと
はゼネラリストとスペシャリストでは全く異なる経験をするようになり、当然そこから
学習される技量が異なることが予想される。特に理論的に問題なのは知的熟練論では想
定されていないゼネラリストの職能群間異動における学習と技量である。 
ゼネラリストが経験する職能群間異動においては、通常の職能群内異動と異なり「比
較・推論」学習が多く用いられていた。そこでは異動前後の比較から共通および差異を認
識し、共通を認識したならば異動先の新しい「自分の仕事」をそのように理解し、かつそ
れに基づき業務遂行を行っていく、また差異を認識した場合にはそこから異動前もしく
は異動後の仕事についての課題を認識していく。そして異動先の「自分の仕事」について
課題を認識した場合には業務改革などの活動を行う。また異動前の業務等に課題を認識
したならば、それは過去に働いていた時に形成された認識に加え、異動先において新たな
認識が形成されるので、多層的に元の部署を認識することを促すこととなり「会社理解」
が深まる。すなわち先に示した次世代経営幹部候補（部長職層）の「自分の仕事」につい
ての技量の習得が課長職層より増えていることの大きな理由の一つがこれである。比較・
類推学習で過去の経験などを用いることで、新たな仕事の理解と課題や方針の設定を行
っているのである。特に職能群間異動をしたゼネラリストの殆どのケースが「自分の仕
事」に関する技量習得であった。この職能群間異動においては、異動先の機能をゼロから
学習することを想定するが、「比較・類推」学習の適用は実際にはそこまで学習コストが
かからないことが明らかになった。また管理職以上は前項でも述べたようにコンセプチ
ュアル・スキル中心の業務になること、異動してくる組織の長がその機能での経験が少な
い場合、人事異動慣行すなわち組織の No.2 にベテランを異動させずに残しておくこと、
に基づくチームとしての業務推進方法などもコストを下げる要因であることが考えられ
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る。さらにこのことの前提には曖昧な職務（石田，1985）という制度が存在している。配
属された組織の長は No.2 のベテランのサポートを得ながらも、自身のこれまでの広範な
経験に基づく知見を元に「比較・類推」により一段高い視座から組織の課題や方針を設定
し、改革や改善を進めていくのである。これは職務自体が曖昧に設定されていないと出来
ないことである。そしてこうした高い視野からの課題や方針の設定などが出来ないと、次
世代経営幹部候補（部長職層）はそこでの存在意義が問われかねなくなるので、高い視座
から責任部署などの課題や方針設定に動機づけられる環境に置かれることとなる、と考
えられる。 
このメカニズムは繰り返すほど効果が高まるだろう。過去の異なった経験が多いほど、
比較・類推による学習が容易に、また良質なものになる可能性が高いからだ。総合的判断
力の向上には多様な経験と、課題や方針の設定力および遂行力の技量が必要だからであ
る。すなわちゼネラリストのこうした異動が複数回なされると、学習コストが制度的に抑
制された形で、多様な機能において、そこでの高い立場から課題と方針を設定し、推進し
ていく機会を複数回経験すること。これにより会社全体のことについて把握する準備が
整う。なぜならば目標導出カテゴリーという認知メカニズムは目標が設定されることに
よりそれに関連する事柄を同一カテゴリーにするというものである。企業の中の多様な
側面を知っているほど、一つ目標に対してそれに関連する事項がより多くカテゴリー化
されることが容易に想定できる。これが総合的判断力になると考えられる。 
勿論特定の機能においてそれをきちんと理解し、改革・改善などの結果を出すには時間
がかかるであろうし、その経験こそが重要でもあるので、こうした 1 つの機能に必要な
時間との兼ね合いで、トータルで経験できる機能数が決まってくると考えられる。これが
ゼネラリストの次世代経営幹部候補を役員に向けて育成していくメカニズムではないか
と考えられる。 
なおこの補完関係のない機能を含めて複数の機能を経験させる次世代経営幹部候補育
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成システムは他の制度との補完関係が必要であることを再度確認したい。それは上位職
ほどテクニカル・スキルよりコンセプチュアル・スキルの方が求められる職務（Katz,1955）
であること、曖昧な職務（石田，1985）、そして不慣れな機能や領域への異動に際して、
サポート役のベテランと組ませるようにする人事異動慣行である。 
なおこの育成システムに関することは事例に基づく理論的可能性の提示を含むもので
ある。本研究ですべてをきちんと実証されたわけではない。仮説部分の検証は今後の研究
課題である。 
一方スペシャリストの次世代経営幹部候補（部長職層）についてであるが、同一職能群
内における複数機能への異動経験者は知的熟練を行っていた。一方でゼネラリストと比
べても「比較・類推」学習を多用していることも明らかになった。しかしスペシャリスト
の「比較・類推」学習はゼネラリストの異なる領域間での比較ではなく、時間軸における
比較であった。そして環境変化が生じたときにスペシャリストは同一領域にいるからこ
そ環境変化による問題を指摘し、その問題解決に向けた行動をとっていた。すなわち環境
変化の企業に対する意味を示し、その解決に向けて動いていく存在であった。実際にはハ
ウス食品は創業 2 代目社長を不幸にして飛行機事故で失い、その後大きな流通革命とい
う環境変化の荒波に揉まれ業績を低下させていくのであるが、その中で後に役員となる
こうした営業畑のスペシャリストが会社を変えて新たな環境に適応できるように企業改
革を推進したのである。そしてこうした経験と技量習得を行ったスペシャリストが役員
となっていたのである。 
これまでの人的資源管理論においてスペシャリストのこうした機能を明示した研究を筆
者は知らない。ただしこれは営業職能群のスペシャリストに限ったものであった。更なる
実証研究が必要であろう。 
以上が本研究で明らかになった知見を基にして理論的に考えられる日本企業のキャリ
ア・システムにおける人材育成のメカニズムである。 
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Ⅲ 本研究の含意 
 
 １ 戦略的人的資源管理論への含意 
 本研究結果は戦略的人的資源管理論にいくつかの重要な示唆を提供するだろう。第 1
が、最も根本的なことであるが、資本主義の多様性をいままでの戦略的人的資源管理論は
認めてこなかったが、今後はこの視点を導入することの必要性を示唆している。本研究は
日本型経営の中心である終身雇用制度に基づくキャリア・システムの人材育成機能に焦
点を当て、それにより企業が自ら全体を、自律的に変革していくメカニズムを有すること
ができる可能性があることを不十分ながらも明らかにしたと考える。 
日本企業の終身雇用制度は、第 2 次世界大戦や戦後の日鉄室蘭や三井三池炭鉱労働争
議といった歴史を踏まえ、法制度や労働市場、金融機関、組合など様々な要素との補完関
係に基づく均衡形態の中で生まれ、日本企業はそれを活用する形で独特の資本蓄積のパ
ターンとして日本型経営を育んできた。この特定地域の歴史的文脈の中でその社会で受
容され、発展してきた資本蓄積のパターンこそが資本主義の実際である。資本主義を史的
システムとして捉えたのは Wallerstein（1995）である。そして資本蓄積のために資本を
投資するという資本の循環論法こそが資本主義であると岩井（2000）は主張する。従っ
て歴史的に発展した資本蓄積のパターンという構造の中で人的資源管理はいかなる位置
づけがなされ、どのような機能要件を満たす必要があるのか、もしくはどのような機能発
揮をしているのか、という学問としての問題設定することが求められるであろう。伊丹
（1984，2003）は日本企業の経営戦略としてダイナミック・シナジーという企業内部で
のある時点での活動から生じる「見えざる資産」などが将来の戦略の源泉となることを提
示している。これなどは、企業内の人材による企業内部の独自のノウハウである「見えざ
る資産」の開発とその活用が企業の競争優位の源泉であることを示している。このことは
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企業活動の基本メカニズムと人材の育成メカニズムとの関係を追求することが必要であ
ることを意味する。本研究では、日本企業内において終身雇用制を基礎として発達した独
自の人事制度とそれとの職務などの複雑な補完関係により、企業が次世代経営幹部候補
の組織的・技術的企業特殊性を涵養しながら常に自己改革を行っていくことができるシ
ステムを築いているという意味での戦略的人的資源管理がなされている可能性を強く示
唆した。 
アメリカを中心とした戦略的人的資源管理の１９８０年代から 90 年代の研究
（Arthur;1992, Dyer & Holder;1988, Miles & Snow1984 ,Schuler & Jackson;1987 な
ど）は研究者が設定した戦略類型と HRM の関係を論じるが、これは私有財産権を強調
し、株主の権利を強く擁護し、自由市場での取引に利益源泉を見出すような特定の資本主
義制度の中における HRM の機能分析と捉えれば研究結果の意味合いも異なってくるこ
とが考えられる。このように考えると日本企業の戦略的人的資源管理はグローバルに見
るとかなり異なったものとして存在している可能性が高いのだ。すなわち各地域で発達
した資本主義の独自制度を基礎として、経路依存的に発展した企業と人事の制度的な叡
智の解明こそが、この分野に求められているものと考えられる。本研究はその必要性と可
能性を示している。 
2000 年に入ってから戦略的人的資源管理論は RBV を積極的に取り込んで、理論的発
展を模索している。その中の有望なものの一つが Lepak & Snell(1999, 2002)の人的資源
アーキテクチャー論である。これは企業が複数の人材のタイプを分けて管理していると
し、その人材の類型とマネジメントのあり方を説明したものである。彼らの人的資源の分
類軸は人的資本価値（human capital value）と人的資本特殊性（human capital 
uniqueness）である。人的資本価値は Prime & Butler（2001）が理論的に問題視する
Barney(1991)の資産の「価値」を人材に当てはめたものである。人的資本特殊性は人的
資本の市場での稀少性、模倣困難性および企業特殊性の要素を統合したものである。日本
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企業を対象とした本研究においては両軸において共に高い値のものを有する人材のタイ
プに、ゼネラリストとスペシャリストの両方がいることになる。日本においても人的資源
アーキテクチャーの研究はなされているが（例えば平野，2009 ; 内田，2006 など）、
より精緻なモデルが必要なのかもしれない。 
戦略的人的資源管理論において人的資源管理の何がどのようにして企業の競争優位と
関連しているのか、という議論が続いている。Boxall（1996）は人的資源優位（human 
resource advantage）および組織プロセス優位（organizational process advantage）と
いう概念で人的資源管理システムと企業の競争優位の関係についての 2 つの考えを示し
ている。人的資源優位とは人的資源管理システムによってプールされる人的資源により
競争優位がもたらされることで、組織プロセス優位とは競争優位が人的資源管理制度の
プロセスそのものによるものとすることである。前者の考え方に従えば人材が稀少かつ
模倣困難であることが競争優位の源泉になるとし、後者の考えに従えば優秀な人材を育
成し役員に登用するプロセスそのものの稀少性と模倣困難性が競争優位の源泉となると
するものである。本研究では経営ボードにおけるスペシャリストとゼネラリストの相互
作用に答えがあるのではないか、という示唆を与える。それはゼネラリストが多様な経験
から全体的な判断力を習得するのに対し、スペシャリストは同一分野での長期に渉る経
験から、時間軸での比較・推論学習を行い、環境変化の意味づけと専門領域の観点からの
変革を主張する役割を担っていることが確認された。このことに外的妥当性があるなら
ば、環境変化に対するスペシャリストの専門的意見と、ゼネラリストによる総合的判断力
の相互作用が会社全体としての最善の解を得ることが可能となることが考えられる。こ
れは人材育成のプロセスと意思決定のプロセス、そして人材そのものの質すべてが競争
優位に関わることを示唆する。意思決定プロセスに関わる人材は人的資源管理システム
によって企業特殊性を有する人材へと育成されているのである。Wright, McMahan, and 
McWilliams（1994）のモデルとも異なる、より統合的なモデルが必要なことを示唆する。 
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２ 労働経済学への含意 
 労働経済学においてキャリア・システムの人材育成機能に関する考えをリードしてき
たのは、紛れもなく知的熟練論（小池 2005 など）である。今回も知的熟練のメカニズム
が存在することが明らかになった。しかしながら今回はそれとは異なるキャリア・システ
ムの人材育成機能が明らかになった。1 つは役職に就く前の一般社員においてはその業務
遂行の中で、顧客や他部署の人間とのやりとりなどから職能非固定の組織的企業特殊な
技量、特に「自組織の動かし方」「自社理解」「自社の強み・弱み」「信頼・ネットワーク」
などを学習することである。これは知的熟練論が想定している不確実性対処の能力や変
化への対応といった職能固定的な技術的なものとは異にするものである。そして本研究
で職能非固定の組織的企業特殊性の習得が、次世代経営幹部候補者の選抜に影響してい
ることが示された。 
課長以降の部長職層の次世代経営幹部候補におけるゼネラリスト・キャリアを歩む人
は、職能非固定的な組織的企業特殊技量すなわち総合的判断力（猪木，2002）や会社全
体レベルでの水平的情報処理能力（Aoki, 1988）の開発を、職能群間異動を行いながら行
っていることも明らかになった。 
このことは労働経済学の今後に受けて３つの可能性を指摘することができよう。1 つは
Langrois & Robertson (1995)や磯谷(2004)が主張するように労働経済学の研究枠組みに
企業のケイパビリティ論を取り込むことである。Langrois & Robertson (1995)は企業存
続の源泉として本質的コア活動（intrinsic core activities）を想定する。そしてこの本質
的コアは取引費用理論でいうところの計算できないほど取引費用が高くなり、内部化の
対象となるとする。本研究で明らかになった、日本型経営におけるキャリア・システムに
より開発される次世代経営幹部候補者が身につける技量は、この本質的コアに相当する
可能性がある。これは今まで知的熟練論が主張してきた不確実性対処の能力や変化への
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対応力などといったものが日本型経営の神髄であると主張してきたわけであるが、これ
も本質的コアであろう。こうした本質的コアが何で、そのためにどのようなインセンティ
ブ・システムや情報システムを組み込む必要があるのかを経済学的に解明することが可
能となるのではないだろうか。 
第２の可能性は、方法論上のことである。今回知的熟練論と異なる技量形成のメカニズ
ムが発見され、しかもそれが従来の考えでは経済的に非合理であったものに合理性を与
えることができたのは認知科学の学習理論を導入したからである。そして学習理論は技
量習得に関するコストに対し多くの情報を与えてくれる。比較・類推学習は文脈を超える
学習を比較的容易に行えるものであり、既存研究で暗黙のうちに想定していたコストよ
り低いものと考えられる。また比較・類推学習や熟達は過去の経験量により新たなことの
学習コストが大きく影響する。過去の知識の蓄積が多いほど比較・類推における共通把握
が早くなることも考えられる。すなわち一つのことを学習する限界コストが低減されて
いくことが考えらえるのだ。こうした可能性を組み込むことでより精緻な分析が可能に
なり、またキャリア・システムに基づく経験がこれまで検討されてこなかった学習理論を
用いることで、重要な経済的価値を生み出す源泉となっていることを発見できる可能性
が存在するだろう。 
さらには従来の労働経済学が異動に伴い発生する学習のためのコストを、異動者が全
て負担するということを前提とした分析がこれまでなされてきたが、日本企業では上位
階層になると他の制度との補完関係でかなりコスト低減を図っている可能性があること
も見て取れた。それは人事異動において、当該組織の責任者がその分野のことについてあ
まり知識を有していない場合、その責任者の下の者に当該分野の知識や経験の豊富な人
材を配置することである。異動におけるコストを検討する場合、このようなコスト低減機
能を有する制度ないしは制度運用方法が存在する可能性もある。もちろんこれは上級管
理職になるほど先にも述べた Katz（1955）のコンセプチュアル・スキル中心の業務にな
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ること、および職務自体が曖昧であることで、こうしたことが可能となっている可能性も
ある。異動にかかるコストを推測するための枠組みの再構築により、より精緻な理論化が
可能となるであろう。 
第３はより大きな話である。本研究はそのアプローチとして実践的多元主義の考えに
立ち、進めてきた。そしてこれが従来の純粋学問としてのアプローチとの健全な対話を推
進していくことの可能性を示していると考える。 
本研究では、労働経済学のほか、経営学、認知科学などの知見を取り込んだ実践的多元
主義アプローチにより、これまで解明されてこなかった日本企業の職能群を超える異動
の合理性や、そのことによる内部での次世代経営幹部候補を選抜し、役員にまで育成して
いくキャリア・システムのメカニズムと機能を明らかにすることができた。これまで終身
雇用制に対して否定的な主張をする研究も散見されるが、これらは基本的に純粋科学と
しての経済学の枠組みの中で丁寧に議論されてきたものであろう。この背景には経済学
が市場における完全競争を前提とする（Stiglitz and Walsh, 2002）ことの影響があるよ
うに思われる。純粋な統一の学問を構築する場合、世界を単純化して捉えるのは当然であ
るが、ミクロのマネジメントなどの複雑で多義的かつ多様な現象に対しては、別のアプロ
ーチも必要であろう。純粋学問としての経済学によるミクロ現象への接近は否定される
べきものではない。単純化した立場からの接近によりミクロの経済現象を捉え、より単純
に分かり易く説明を付与することの意義をいささかも否定するものではない。しかし今
回のように現実と理論的説明が食い違う場合、それには 2 つの可能性が存在するはずで
ある。１つは現実が非合理であるということであり、もう一つは研究者側の有する学問上
の公理などが現実を捉えきれないということである。この２つの可能性が存在するので、
どちらなのかを議論することが必要となるが、そのためには純粋科学と実践的多元主義
の双方のアプローチによる研究とその対話が求められるであろう。 
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Ⅳ 残された課題 
 
 本研究においてはいくつかの大きな限界が存在し、それが残された課題となっている。
最大の課題は、本研究の対象を技量に絞ったことに起因する。日本企業のキャリア・シス
テムの育成機能を次世代経営幹部の育成を取り上げて検討していこうという試みは、こ
れまでなかった。そのため探索的なアプローチを用いることとし、調査の方法にはインタ
ビュー調査をすることにした。そこから比較的インタビュー調査でも抽出しやすい、より
目に見えやすい表層的コンピテンシーである技量に対象を絞ったのである。 
 しかしながら次世代経営幹部は長期の経験を経営観などという形で、よりコンピテン
シーの深層レベルで統合して保有しているかもしれない。経営者となる中での様々な経
験や、読書などの多様な知識を統合して形成されるであろうものについては、今回の研究
の対象範囲外となっている。より深層のコンピテンシーにも目を向けていく必要があろ
う。 
 本研究の第 2 の残された課題は、ゼネラリストが多様な職群での経験をし、理解を深
めているが、それ本当に総合的判断力に繋がるのか、ということまでは実証できていない
こと、およびスペシャリストで役員となったものの知的熟練や熟達で開発された技量な
どが企業の競争力などにどのように関係しているのかについても明らかにできていない
ことである。 
 次世代経営幹部候補（部長職層）のゼネラリストが多様な機能、特に異なる職能群間で
の経験を経て役員になっていくことが明らかになったが、このことが経営上どのような
効用があるのかということについて、仮説は提示できたものの実証できていない。この実
証研究に基づく検証が今後の課題である。 
 またスペシャリストで同一機能内において知的熟練や熟達を重ねて役員となった者の
経営としての機能についても今回は明らかにできていない。 
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 最後に本研究結果の外的妥当性を高めることの必要性を指摘する。本研究で行われた
日本企業のキャリア・システムの実態研究において、キャリア・システムにおいて個別企
業要因によりバリエーションが存在していることが明らかになっていた。本研究では 2
社のインタビュー調査と 1 つの質問紙調査のみの研究である。従って本研究で示された
日本企業のキャリア・システムの次世代経営幹部候補の育成とその候補者に対する経営
人材育成メカニズムの理論が当然日本企業の多様なキャリア・システムすべてに適用で
きるものであるか、ということについては現段階で主張できることはない。理論の頑強性
を高めるためにも外的妥当性の強化が必要である。 
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